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鳴瀬川水系河川整備計画は平成 19 年(2007)8 月に策定し、これまで、治水・利水・

環境における目的が総合的に達成できるよう河川整備を実施してきました。 

その後、平成 23 年(2011)3 月 11 日、三陸沖を震源とする東北地方太平洋沖地震が

発生し、地震に伴う津波や地殻変動による地盤沈下等により、鳴瀬川の河口部を含む

太平洋沿岸域において甚大な被害を受けたため、これを契機として、平成 24 年

(2012)11 月に「鳴瀬川水系河川整備基本方針」及び「本計画」を変更しました。 

また、国土交通省所管の「鳴瀬川総合開発事業」と宮城県所管の「筒砂子ダム建設

事業」について、国土交通省東北地方整備局と宮城県がダム事業の検証に係る検討を

共同で行った結果、「両事業を統合し、筒砂子ダム（規模拡大）と漆沢ダム（既設）と

の容量再編により田川ダムを中止する案が最も有利である。」と国土交通省東北地方

整備局長が対応方針案を決定、宮城県知事が対応方針を決定、国土交通大臣に報告し、

平成 25 年(2013)8 月 23 日に国土交通省の対応方針が決定されたことから、これを踏

まえて、平成 26 年(2014)8 月に変更しました。 

更に、平成 28 年(2016)11 月には関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）により、

鳴瀬川水系では甚大な被害が発生したこと、並びに、筒砂子ダムと漆沢ダム（既設）

との容量再編諸元等に変更が生じたことから、変更しました。 

令和 2 年(2020)1 月には、遊水地位置決定に伴う諸元確定及び善川直轄区間の延伸

が生じたことから、変更しました。 

今回は、令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）により、吉田川で甚大な被害

が発生したことを踏まえ目標とする流量規模を見直すとともに、鳴瀬川ダム※の建設

及び漆沢ダムの建設（再開発）に関する基本計画作成を反映した変更を行うものです。 

河川整備計画の対象期間は令和 4 年度を初年度としていますが、堤防整備等一連で

効果が発揮することを明確にするため、これまでの河川整備の取り組みも含めて、当

初の河川整備計画策定時点（平成 19 年(2007)8 月）以降の事業（完了した事業を含

む）を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※鳴瀬川総合開発事業で新設するダムの名称は、宮城県事業時代の「筒砂子ダム」を継承

してきたが、鳴瀬川ダムの建設及び漆沢ダムの建設（再開発）に関する基本計画作成に

あたりダム名称を「筒砂子ダム」から「鳴瀬川ダム」に変更した。（基本計画告示：令

和 2 年(2020)12 月）  



 

 

 

年 月 日 変更の経緯 

平成 19 年(2007) 

8 月 3 日 
河川整備計画を策定。 

平成 24 年(2012) 

11 月 20 日 

平成 23 年(2011)3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及びそれ

に伴う津波により甚大な被害が生じるとともに、広域的な地盤沈下が

発生した鳴瀬川水系において、河川整備基本方針の変更に合わせて河

川整備計画を変更。 

平成 26 年(2014) 

8 月 8 日 

「鳴瀬川総合開発事業」「筒砂子ダム建設事業」について、「ダム事業

の検証に係わる検討」を行い、平成 25 年(2013)8 月 23 日に国土交通

省の対応方針を決定。これに合わせて、河川整備計画を変更。 

平成 28 年(2016) 

11 月 30 日 

関東･東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）により、鳴瀬川水系で甚大な被

害が発生したことなどを踏まえ、河川整備計画を変更。 

令和 2 年(2020) 

1 月 27 日 

吉田川上流遊水地群の施設諸元及び位置決定に伴い、河川整備計画を

変更。 

令和 4 年(2022) 

9 月 8 日 

令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）により、吉田川で甚大な

被害が発生したことを踏まえ、目標とする流量規模を見直すととも

に、鳴瀬川ダムの建設及び漆沢ダムの建設（再開発）に関する基本計

画を作成したことなどに伴い、河川整備計画を変更。 
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1. 計画の基本的考え方 
1.1 計画の主旨 

近年、河川をとりまく状況は大きく変化しており、治水、利水の役割を担うだけでなく、うる

おいのある生活環境の場としての役割も期待されています。また、地域の風土と文化の形成や、

動植物の生息・生育・繁殖の場としての環境面など、多様な視点からの個性を生かした川づくり

が求められています。 

鳴瀬
な る せ

川
がわ

水系は、昭和 22 年(1947)、昭和 23 年(1948)、昭和 61 年(1986)に代表される大規模な

洪水に見舞われ甚大な被害が生じており、近年においても関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）

や令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）等の洪水が繰り返されています。その一方で平成

6 年(1994)などに代表される渇水被害も頻発しています。 

一方、鳴瀬川流域は豊かな自然環境に恵まれた地域であり、船形
ふながた

連峰を背景とする優れた景観

を有し、流域ではハイマツ低木林、亜高山性落葉広葉低木林、ブナ低木林、ブナ林などの原始的

な自然環境が残されていることから、上流域では、ニホンカモシカ・ツキノワグマ・イワナなど、

中流域・下流域では、河岸部にヤナギ類を優占種とする群落が見られ、イタチ・タヌキ・ウサギ・

スズメ・ウグイス・ホオジロ・ヒヨドリ・ガンカモ類・アユ・ウグイ・ギンブナ・ドジョウなど

といった多種多様な生物の生息・生育・繁殖空間となっています。 

また、鳴瀬川流域は古くから人々の生活が営まれ、藩政時代には「本石
ほんごく

米
まい

＊」の輸送のため舟

運が発達しました。現在も、明治時代の壮大なプロジェクトとしての野蒜
の び る

築港跡や運河が残され

ており、川にまつわる伝説や民話も多く、鳴瀬川を中心として文化が形成されてきたことがうか

がえます。古くからしばしば大洪水に見舞われており、治水の歴史も古く、元禄年間には鳴瀬川

の河川改修工事とあわせた干拓も行われ、その結果、大崎平野（大崎耕土）をはじめとする沿川

平野はわが国有数の穀倉地帯となり、平成 29 年(2017)には持続可能な水田農業を支える「大崎

耕土」の伝統的水管理システムとして世界農業遺産に認定され、現在の流域の発展をもたらしま

した。 

河川の整備にあたっては、このような鳴瀬川の特性を活かしつつ、安全・安心で、うるおいの

ある、より良い鳴瀬川の川づくりを目指します。また、施設能力を超過する洪水が発生すること

を前提に、国・県・市町村、企業、住民など流域全体のあらゆる関係者が協働して、ハード・ソ

フト一体で多層的に治水対策を行う「流域治水」を推進します。流域治水の実践にあたり、住民

参加と地域との連携による川づくりのしくみや支援等に努めます。 
 
「鳴瀬川水系河川整備計画（大臣管理区間）」は、河川法の三つの目的が総合的に達成できる

よう、河川法第 16 条に基づき、平成 24 年(2012)11 月に変更された「鳴瀬川水系河川整備基本

方針」に沿って、河川法第 16 条の二に基づき、当面 30 年間に実施する河川工事の目的、種類、

場所等の具体的事項を示す法定計画です。 

 

【河川法の三つの目的】 

1) 洪水、高潮等による災害発生の防止 

2) 河川の適正な利用と流水の正常な機能の維持 

3) 河川環境の整備と保全 

  

＊当時仙台米を江戸では本石米と称した 
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1.2 計画の基本理念 

鳴瀬川は、宮城県中央部の太平洋側に位置し、その源を宮城・山形県境の船形山
ふながたやま

（標高 1,500m）

に発し、田川
た が わ

、花川
はなかわ

等を合わせ旧古川市
ふ る か わ し

（大崎市
お お さ き し

）付近で多田川
た だ が わ

及び人工河川である新江
し ん え

合川
あいがわ

を

合わせて大崎
おおさき

平野を貫流し、東松島市
ひがしまつしまし

野蒜
の び る

において、右支川吉
よし

田川
だ が わ

と合流し太平洋へ注ぐ幹川流

路延長 89km、流域面積 1,130km2 の一級河川です。右支川吉田川は、黒川
くろかわ

郡大和町
たいわちょう

の北泉ヶ岳
きたいずみがたけ

に源を発し、途中南川を合わせ大和町落合
おちあい

地先で左支川善
ぜん

川
かわ

、右支川竹林
たけばやし

川
がわ

を同時に合わせ流

下し、旧鹿島台町
かしまだいまち

（大崎市）二子屋
ふ た ご や

付近から鳴瀬川と背割堤をはさみ並行して流れ、東松島市野

蒜において鳴瀬川に合流する幹川流路延長 53km の一級河川です。 
 
鳴瀬川の治水対策は、明治 43 年(1910)8 月及び大正 2 年(1913)8 月洪水を契機に大正 6 年

(1917)から宮城県において一部実施したのが始まりで、大正 10 年(1921)の第 2 期治水計画に基

づき、大正 12 年(1923)から河川法により国の直轄事業として始まりました。以来、約 100 年が

経過しましたが、未だ整備途上の状況にあり、昭和 61 年(1986)8 月洪水では吉田川の 4 箇所の

堤防決壊により、旧鹿島台町（大崎市）が 12 日間冠水、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）

では吉田川本川及び支川で越水、溢水により富谷市、大和町、大郷町、大衡村で家屋浸水等の甚

大な被害が発生しています。令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）では吉田川及び支川善

川、竹林川にて 33 箇所で越水・溢水が発生、内 1 箇所で堤防決壊したことにより大崎市、東松

島市、富谷市、大郷町、大和町、松島町、大衡村で家屋浸水が発生し、甚大な被害が生じていま

す。 

また、東北地方太平洋沖地震において、東日本の太平洋側を中心に、多くの尊い人命が奪われ

たほか、家屋全壊等の甚大な被害が発生しています。 

近年の水災害等の自然災害による甚大な被害や気候変動の影響などを踏まえ、施設能力を超過

する洪水が発生することを前提に、流域全体のあらゆる関係者が協働して、ハード・ソフト一体

で多層的に治水対策に取り組む「流域治水」を推進する必要があります。 
 
維持管理の面では、近年、河川管理施設の老朽化が進み更新の時期を迎える施設の数が増加す

るなど、効率的な点検・補修、また、河道内樹木、砂州の陸地化・樹林化等による流下能力低下

を防止するための維持管理が課題となっています。 

さらに、近年多発している局所的な豪雨の発生や高齢化社会の進行に伴う災害時要援護者への

対応など、気象状況や社会情勢の変化に応じて、関係機関・地域住民と共通認識を持ちつつ、災

害の教訓を後世に伝えるよう努め、ソフト・ハードによる総合的な被害軽減対策を推進する必要

があります。 
 
利水の面では、鳴瀬川流域は古くから稲作が行われ、人々の生活が営まれており、藩政時代に

は「本石米」の輸送のための舟運が発達し、鳴瀬川沿いに市街地が形成されました。現在でも流

域はわが国有数の穀倉地帯である大崎平野（大崎耕土）を有しており、農業用水利用が多く、水

利権量の約 90%を占めていますが、たびたび渇水が発生しており、安定した水供給が求められて

います。 
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自然環境や歴史・文化の面では、流域内に山岳自然公園としての船形連峰、アユやウグイ等の

生息、ハクチョウの飛来地等など、豊かな自然環境を有しています。また、元禄潜
せん

穴
けつ

や明治潜穴、

幡谷
は た や

サイフォンなど歴史的構造物、さらに鳴瀬川河口付近には、明治時代に東北開発の一環とし

て、一大貿易港として位置づけられた野蒜築港や阿武隈川と北上川を結ぶ物資輸送を目的として

開削された東名
と う な

運河と北上
きたかみ

運河があり、今日、歴史的遺産として見直されてきています。 

これらの鳴瀬川をとりまく現状を踏まえ、河川整備基本方針に基づき、地域の個性と活力、歴

史や文化が実感できる川づくりを目指すため、以下の 3 点を基本理念に関係機関や地域住民との

情報共有、連携の強化を図りつつ、国・県・市町村、企業、住民など流域全体のあらゆる関係者

が協働して、治水、利水、環境に関わる施策を総合的に展開します。 
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安全で安心が持続できる鳴瀬川 

河川整備基本方針で定めた目標に向け、必要な各種治水対策を総合的に展開すると

ともに、気候変動の影響により、激甚化・頻発化する水災害を踏まえ、上下流の治水

安全度のバランスと旧北上川・江合川の治水対策を考慮しつつ段階的に整備を進めま

す。また、洪水、内水被害、津波、高潮、地震等さまざまな災害から沿川地域住民の

生命と財産そして生業を守り、また、流域治水の観点も踏まえ、人々が安心して暮ら

せる安全な鳴瀬川の実現を目指します。 

さらに、地域の安全と安心が持続できるよう、流域の自然的、社会的特性を踏まえ

た継続的・効率的な河川の維持管理を実施するとともに、災害の教訓を後世に伝える

よう努めます。 

黄金
こ が ね

の里にやすらぎの流れ 未来をかなでる鳴瀬川 

大崎耕土を支え地域の生活にとけ込んだ自然にふれる水辺として 

鳴瀬川周辺は松島、船形連峰などの豊かな自然環境に恵まれ、また、鳴瀬川の清冽

な流れと多様な自然は心をなごませるとともに、身近に水を感じる場として人々にか

かわってきています。 

大崎耕土（平成 29 年(2017)世界農業遺産認定）を潤し、地域に恵みを与えてきた

鳴瀬川は、経済・文化を支え、地域の生活とも密接につながってきました。 

大崎耕土を支え恵みを与える役割を果たしつつ、周辺一体となった豊かな自然環境

を活かし、河川景観の保全と創造を図るとともに、水と緑にふれ親しめ、沿川の街づ

くりや生活と一体となり、人々に身近なやすらぎと安定したうるおいを与える魅力あ

る水辺空間とします。 

川が伝えるふるさとの姿にふれる場として 

鳴瀬川流域は本石米の生産地であり、それを輸送する舟運の発達とともに沿川の都

市が発展してきました。また、度重なる洪水に見舞われながらも、築堤や流路の付け

替え、品井沼の干拓などにより、現在の美田が生み出されてきました。一方、明治時

代の壮大なプロジェクトである野蒜築港跡や運河は現在も残されています。 

このような鳴瀬川をふるさとの象徴として後世に伝え、鳴瀬川を軸とした歴史と文

化にふれあえる河川空間とします。 
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1.3 計画の対象区間 

鳴瀬川水系河川整備計画は、国土交通省の管理区間（大臣管理区間）である 92.46km、並びに

目標の達成に必要な施策を講じる必要がある区間（知事管理区間）＊及び流域を対象とします。

なお、鳴瀬川本川上流部や支川等の宮城県知事管理区間の整備計画策定及び変更時には十分な協

議、調整を図り、本計画との不整合が生じないよう留意します。 

また、整備の実施にあたっては、計画の進捗状況に応じて宮城県と連絡調整を図り、流域一体

となった河川整備を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 河川整備計画の対象区間（大臣管理区間） 

  

＊「目標の達成に必要な施策を講じる必要がある区間（知事管理区間）」は、ダムの調査・建設に必要な区間とします。 

基準地点     ：      

主要地点     ： 

正常流量基準地点 ： 

流域界      ： 
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表 1-1 国土交通省の管理区間（大臣管理区間） 

河川名 
区間 

延長 
(km) 

上流端 下流端 

鳴瀬川 

左岸：大崎市古川大字引田字川原 57 番

の 1 地先 
右岸：大崎市三本木斉田字桜館 1 番の 1

地先 

河口 40.9 

吉田川 黒川郡大和町吉田字〆切 2 番地先

の国道橋（国道高田橋上流） 
鳴瀬川への合流点 31.9 

善川 

左岸：黒川郡大衡村大衡字稲荷前162番2
地先 

右岸：黒川郡大衡村大衡字古館下 77 番 2
地先 

吉田川への合流点 3.96 

竹林川 富谷市三の関太子堂中 63 番の 1
地先の国道橋 

吉田川への合流点 4.2 

鞍坪川 

左岸：東松島市西福田字長峯 6 番の 1 地

先 
右岸：東松島市西福田字長峯 1 番の 4 地

先 

鳴瀬川への合流点 1.1 

多田川 

左岸：大崎市古川西荒井字東田 5 番の 1
地先 

右岸：大崎市三本木高柳字横江 454 番の

1 地先 

鳴瀬川への合流点 3.5 

鳴
瀬
川
ダ
ム 

筒
砂
子
川 

加美郡加美町宮崎字南 1 番 20 地

先の筒砂子沢第 1 床固 

左岸：加美郡加美町字漆沢筒砂子 3 番 11
地先 

右岸：加美郡加美町字漆沢宮ヶ森 1 番 28
地先 

6.9 

合計   92.46 

＊上記の表に示す大臣管理区間は令和 3 年(2021)3 月末時点であり、今後変更する場合があります。 
＊この区間以外の、本計画の目標達成に必要な施策を講ずる必要がある区間（知事管理区間）も、計画の対象区間とする場

合があります。 

 

1.4 計画の対象期間 

本整備計画は、鳴瀬川水系河川整備基本方針に基づいた河川整備の当面の目標であり、対象期

間は、令和 4 年度から概ね 30 年間とします。 

なお、本計画は現時点の流域における社会経済状況、自然環境の状況、河道状況等を前提とし

て策定したものであり、策定後のこれらの状況変化や新たな知見、技術の進捗等により、必要に

応じて適宜見直しを行います。 
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2. 鳴瀬川の概要 
2.1 流域および河川の概要 

2.1.1 流域の概要 

鳴瀬川流域は大崎市をはじめとする 4 市 7 町 1 村からなり、流域の土地利用は山地等が約

74％、水田や畑地等の農地が約 21％、宅地等の市街地が約 5％となっています。流域の約 18％

を占める水田は我が国有数の穀倉地帯となっているとともに豊かな自然環境に恵まれているこ

とから、本水系の治水・利水・環境についての意義は極めて大きいものです。 

鳴瀬川流域は、北方の二つ
ふ た つ

森
もり

及び向山
むかいやま

丘陵地帯、西方の奥羽山脈の高峰、南方の北泉ヶ岳等の

山地に囲まれ、山間部より流出する諸支川は急勾配であり、本川においても上流部は 1/100～

1/500 と急勾配ですが、平地部において本川は 1/2,500～1/5,000 と急に緩やかな勾配となりま

す。 

一方、沿川には、東北新幹線、JR 東北本線、JR 陸羽東線、JR 仙石線、また、東北縦貫自動

車道、三陸縦貫自動車道、国道 4 号、45 号、47 号等の基幹交通施設が整備されるなど、交通の

要衝となっています。 

 

図 2-1 鳴瀬川水系流域図 

表 2-1 流域諸元 

項目 諸元 備考 
水系名および河川名 鳴瀬川水系鳴瀬川、吉田川  

水源地および標高 
宮城県加美郡加美町 
船形山 1,500m（鳴瀬川における水源地） 

 

幹川流路延長 鳴瀬川 89km 
（鳴瀬川本川の水源から河口に至る延長） 

全国 56 位 

流域面積 1,130 km2 全国 61 位 

流域内市町村 4 市 7 町 1 村 
大崎市、石巻市、東松島市、富谷市、 
松島町、美里町、涌谷町、色麻町、 
加美町、大郷町、大和町、大衡村 

流域内人口 約 18 万人 平成 28 年度河川現況調査 

東北本線 
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N
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北泉ヶ岳 

▲
▲ 

▲半森山 

 

 

▲ 
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三陸縦貫自動車道 
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翁峠 

二つ森 

東
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縦
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自
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陸羽東線 

大崎市古川 

大崎市三本木 

大和町 

東松島市 

幡谷サイフォン＊ 

元禄潜穴・明治潜穴 

凡 例 

：流域外 

 ：市街地 

大崎市鹿島台

＊幡谷サイフォン（地域の呼び名、土木遺産登録名称：吉田川サイフォン（以下、幡谷サイフォンと記載）） 
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2.1.2 流域の地形 

鳴瀬川・吉田川流域は、ともに流域全体が扇を開いた形に広がる放射状流域となっており、東

西に長く、東より西に向かうにつれ広がる地形形状です。 

北は江合川と流域を異にする二つ森及び向山丘陵地帯、西には奥羽山脈の高峰が連なっており、

南には北泉ヶ岳その他の山地があります。西南の峰より流出する諸支川は急勾配ですが、中央を

流れる本川は緩やかな勾配となります。 

流域の北方は、加美・旧玉造郡界により、旧北上川に注ぐ江合川の流域と接し、西方は船形連

峰により最上川の流域と接し、南は宮城・黒川郡界により七北田川の流域と接しています。 

山地は流域の約 7 割を占めており、約 3 割が平地です。この平地のうち約 7 割の 240km2が耕

作地として利用されており、わが国有数の穀倉地帯となっています。 

 

 

 

図 2-2 鳴瀬川の地形 
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2.1.3 流域の地質 

鳴瀬川流域の地質は、水源地となる山形県境一体に山内層の砂岩が分布し、その南西側に位置

する船形山一体には安山岩（砕屑岩含む）が、北側には鬼首カルデラに由来する溶結凝灰岩（軽

石凝灰岩）が環状に山並みを形成して広く分布しています。これより東側の丘陵地では広く中新

世の船川層（青麻層に代表される砂岩）や洪積層の砂礫からなる段丘堆積物が分布しており、大

規模な地すべり地形が散見されます。 

また、王城寺原などでは、上位段丘堆積物が次第に山麓に伸びて分布しているため、大滝川以

外の本川上流、保野川、花川等は河道が狭く荒廃している状況です。 

鳴瀬川流域の南側に位置する支川吉田川流域の地質は、その水源地となる西側山体の北泉ケ岳

付近に安山岩が分布しますが、その他の流域には東側から中新世の船川層（青麻層に代表される

砂岩）が、その西側にはさらに新しい時代に形成された鮮新世の天徳寺層（亀岡層に代表される

砂岩や凝灰岩）が広く分布しています。 

鳴瀬川流域や吉田川流域の平地部には、全体的に沖積堆積物が広く分布し、大崎平野のほとん

どが沖積泥土で構成されています。また、その河川沿いの一部には段丘堆積物が分布し、下流域

には環状低湿地帯を呈し、現在も沼地の跡が点在しています。 

 

 

 段丘堆積物 礫・砂・粘土  天徳寺層 砂岩 凝灰岩 

 第四紀火山岩類 安山岩  船川層 砂岩 

 第四紀火山岩類 溶結凝灰岩  山内層 砂岩 

図 2-3 鳴瀬川水系地質図 

出典：東北地方土木地質図（東北地方土木地質図編纂委員会） 
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2.1.4 流域の気候 

鳴瀬川流域の気候は、西部にある脊梁山地（奥羽山脈）が気候境界にあたり、冬季の季節風は

山地に降雪をもたらしますが、仙台平野で急減する代わり、乾燥した季節風が強く吹き付けるも

のの、夏季は、海風が平野部に吹き込み、しのぎやすくなるといった、東日本の一般的な気候を

示します。 

古川観測所では、気温は、年平均約 12℃であり、冬季の 1 月で約 0℃、夏季の 8 月で約 24℃

です。 

降水量は平野部で 1,000～1,200mm の間にあり、冬季（3 ヶ月）で 150mm 以下、夏季（3 ヶ

月）で 500mm 前後となっています。しかし、奥羽山脈の東斜面では、年降水量が 1,500mm を

越える多雨地域となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 宮城県の気温と降水量（1991 年～2020 年） 
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2.1.5 流域の流況 

鳴瀬川及び吉田川の流況は表 2-2 の通りです。 

 

表 2-2 河川流況表 

河

川

名 
観測所名 

流域 
面積 

（km2） 

河口から 
の距離 
（km） 

観測 
開始 

豊水 
流量 

（m3/s） 

平水 
流量 

（m3/s） 

低水 
流量 

（m3/s） 

渇水 
流量 

（m3/s） 

統計 
期間 

鳴

瀬

川 

三本木橋 550.8 35.6 S25 29.3 17.3 11.8 5.4 S26～
R1 

野田橋 707.0 24.6 S25 37.6 22.3 15.4 8.4 S26～
R1 

鳴瀬川 
中流堰下流 

729.2 21.7 H14 36.3 22.4 14.9 5.6 H15～
R1 

吉

田

川 

落合 197.2 27.9 S25 5.3 3.2 2.2 1.0 S26～
R1 

幡谷 335.0 13.6 S52 8.2 5.1 3.6 2.0 
S53～

R1 
※豊水流量：1年を通じて 95 日はこれを下回らない流量 

※平水流量：1年を通じて 185 日はこれを下回らない流量 

※低水流量：1年を通じて 275 日はこれを下回らない流量 

※渇水流量：1年を通じて 355 日はこれを下回らない流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 主要観測所地点の平水流量の経年変化 

※落合地点の昭和 28 年(1953)、昭和 29 年(1954)は欠測 
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2.1.6 流域の土地利用 

鳴瀬川流域の流域内市町村は、4 市 7 町 1 村

です。これらの地域の土地利用は、田畑が 21％、

宅地が 5％、山林その他が 74％となっており、

ブランド米であるササニシキ、ひとめぼれなど

の国内でも有数の穀倉地帯となっています。 

 

2.1.7 流域の人口と産業 

鳴瀬川流域の人口の推移を流域内市町村人

口で見ると、仙台市近郊の富谷市、大和町にお

いて近年増加しています。流域全体としては平

成 12 年(2000)までは増加していましたが、そ

れ以降減少しています。 

関連市町村の産業別就業者数＊は、第一次産

業が約 8％、第二次産業が約 29％、第三次産業

が約 63％です。 

農業産出額は減少の傾向にあり、製造品出荷

額は平成 20 年(2008)以降増加の傾向にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-6 流域関連市町村の土地利用状況 

出典：令和 2 年版宮城県統計年鑑 2020 

＊加美町、東松島市、石巻市、大崎市の人口および産業分類別就業者人口については、旧市町村の人口を合計している。 

図 2-7 流域内市町村の人口推移 
出典：e-Stat 政府統計の総合窓口 

宮城県住民基本台帳人口 

及び世帯数（月報）（R3(2021).3 末） 

1,487 1,254 1,284 953 803 825 825 839 
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図 2-8 流域内市町村の産業別就業者数 

出典：令和 2 年版宮城県統計年鑑 2020 
図 2-9 流域内市町村の農業産出額 

及び製造品出荷額の推移 
出典：平成 30 年市町村別農業産出額  

平成 30 年宮城県の工業（速報） 
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2.2 洪水と渇水の歴史 

2.2.1 水害の歴史 

鳴瀬川水系は、古くは 568 年頃から災害の記録が残されていますが、天保 6 年(1835)に大洪水

があり、「耕土は泥海と化し、収穫は皆無・・・」という大飢饉を招いた水害が発生しています。 

明治維新後になると、45 日間霧雨が続くなか豪雨も加わった明治 43 年(1910)の大洪水、大正

2 年(1913)の大洪水と引き続き記録的な水害に見舞われ、堤防からの越水をはじめ濁流による浸

水により死者がでるなどの大惨事になったという記録が残されています。また、戦後に発生した

カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）やアイオン台風（昭和 23 年 9 月洪水）はその後の治水計

画に影響を及ぼす規模の歴史的な洪水となりました。さらに昭和 61 年（1986）8 月の大洪水は、

吉田川の決壊により旧鹿島台町（大崎市）が 12 日間冠水するなど、住民に天災の恐ろしさをま

ざまざとみせつける大災害となりました。平成以降も、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）

では吉田川本川及び支川で越水、溢水により家屋浸水が発生し、令和元年東日本台風（令和元年

10 月洪水）では、吉田川及び支川善川、竹林川の 33 箇所で越水・溢水、内 1 箇所の堤防決壊に

より家屋浸水が発生するなど、甚大な被害が生じています。 

表 2-3 水害の歴史 

洪水発生年 

鳴瀬川三本木地点 吉田川落合地点 

被害状況 流域平均 

2 日雨量(mm) 

最大流量 

(m3/s) 

流域平均 

2 日雨量(mm) 

最大流量 

(m3/s) 

明治 43 年(1910)8 月 305 約 4,100 295 － 

死者：26 名、行方不明者：17 名、負傷者：39 名 

家屋全半壊：131 戸 

床上浸水：422 戸、床下浸水：171 戸 

氾濫面積：925ha 

大正 2 年(1913）8 月 230 － － － 
床上浸水：約 400 戸 

床下浸水：約 470 戸 

昭和 22 年(1947)9 月 

（カスリン台風） 
284 約 3,370 254 約 1,390 

床上浸水：鳴瀬川 1,150 戸、吉田川 850 戸 

床下浸水：鳴瀬川 1,450 戸、吉田川 650 戸 

氾濫面積：鳴瀬川 6,340ha、吉田川 3,134ha 

昭和 23 年(1948）9 月 

（アイオン台風） 
268 約 2,480 334 約 2,290 

床上浸水：鳴瀬川 251 戸、吉田川 1,001 戸 

床下浸水：鳴瀬川 1,006 戸、吉田川 925 戸 

氾濫面積：鳴瀬川 3,778ha、吉田川 6,491ha 

昭和 25 年(1950)8 月 249 約 2,730 232 約 1,120 

家屋流出：鳴瀬川 6 戸、吉田川 46 戸 

床上浸水：鳴瀬川 207 戸、吉田川 614 戸 

床下浸水：鳴瀬川 509 戸、吉田川 344 戸 

氾濫面積：鳴瀬川 2,410ha、吉田川 4,185ha 

昭和 61 年(1986）8 月 254 約 1,610 289 約 1,190 

床上浸水（外水）：鳴瀬川-戸、吉田川 1,056 戸 

床上浸水（内水）：鳴瀬川 13 戸、吉田川 67 戸 

床下浸水（外水）：鳴瀬川 136 戸、吉田川 503 戸 

床下浸水（内水）：鳴瀬川 55 戸、吉田川 105 戸 

氾濫面積：鳴瀬川 2,662ha、吉田川 6,050ha 

平成 6 年(1994)9 月 183 約 1,890 137 約 450 
床上浸水（外水）：鳴瀬川 1 戸、吉田川-戸 

外水氾濫面積：鳴瀬川 0.4ha、吉田川-ha 

平成 14 年(2002）7 月 168 約 1,130 211 約 1,000 

床上浸水（外水）：鳴瀬川-戸、吉田川 1 戸 

床上浸水（内水）：鳴瀬川 2 戸、吉田川 2 戸 

床下浸水（外水）：鳴瀬川 2 戸、吉田川 17 戸 

床下浸水（内水）：鳴瀬川 424 戸、吉田川 58 戸 

外水氾濫面積：鳴瀬川-ha、吉田川 13ha 

内水氾濫面積：鳴瀬川 1,288ha、吉田川 824ha 

平成 23 年(2011)9 月 257 約 1,450 280 約 990 

床上浸水（外水）：鳴瀬川 5 戸、吉田川 4 戸 

床上浸水（内水）：鳴瀬川 107 戸、吉田川-戸 

床下浸水（外水）：鳴瀬川 5 戸、吉田川 5 戸 

床下浸水（内水）：鳴瀬川 96 戸、吉田川-戸 

外水氾濫面積：鳴瀬川 24ha、吉田川 334ha 

内水氾濫面積：鳴瀬川 16ha、吉田川 400ha 

平成 27 年(2015）9 月 

（関東・東北豪雨） 
310 約 2,350 324 約 1,670 

床上浸水（外水）：鳴瀬川 358 戸、吉田川 144 戸 

床上浸水（内水）：鳴瀬川 33 戸、吉田川 20 戸 

床下浸水（外水）：鳴瀬川 136 戸、吉田川 163 戸 

床下浸水（内水）：鳴瀬川 21 戸、吉田川 8 戸 

外水氾濫面積：鳴瀬川 1,914ha、吉田川 1,489ha 

内水氾濫面積：鳴瀬川 866ha、吉田川 106ha 

令和元年（2019）10 月 

（令和元年東日本台風） 
298 約 2,590 331 約 1,930 

床上浸水：吉田川 492 戸 

床下浸水：吉田川 186 戸 

氾濫面積：5,538ha 

出典：昭和 25 年 8 月洪水以前は「概要江合・鳴瀬両河川改修工事誌（北上川下流工事事務所）」、 

昭和 61 年～平成 27 年洪水は「水害統計」から記載。 

 

 

 

※ 最大流量は、氾濫、ダム戻しによる計算流量。 

※ 明治 43 年 8月洪水の家屋全半壊には、土砂災害を含む場合がある。 

※ 床上浸水、床下浸水、氾濫面積について、昭和 25年 8月洪水以前の外水・内水被害の内訳は不明。 

※ 大正 2年 8月洪水は、中新田町の被害（出典資料の大正 2年 8月洪水が中新田町被害のみ掲載）。 
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写真 2-1 昭和 61 年 8 月洪水 
吉田川旧鹿島台（大崎市）の堤防決壊により浸水 

↓
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図 2-10 既往洪水浸水区域図 

出典：宮城県管内図雨量分布および氾濫図 

（S22(1947),S23(1948),S61(1986),H27(2015),R1(2019)の浸水域） 

写真 2-2 カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水） 

鳴瀬川旧三本木（大崎市）奥州街道沿いの橋梁が水没 

吉田川 善川 

竹林川 吉田川 

決壊（吉田川左岸 20.9k） 

写真 2-4 関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水） 

吉田川上流三川合流付近 

写真 2-5 令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水） 

吉田川中流中粕川地区付近 

写真 2-3 アイオン台風（昭和 23 年 9 月洪水） 

吉田川旧鹿島台（大崎市）にて堤防決壊と品井沼の溢水で浸水 
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2.2.2 渇水の歴史 

鳴瀬川・吉田川における既往の主要な渇水状況は、以下のとおりです。鳴瀬川流域において昭

和 48 年(1973)、昭和 53 年(1978)及び平成 6 年(1994)が特に水不足が深刻でした。 

表 2-4 鳴瀬川における渇水被害 

渇水年 主な渇水被害の概要 

昭和４８年 

（1973） 

・梅雨期に雨が少なく、早々に明けたが、その後も平年を上回る気温と小降雨の基調で推移した。 

・上流のかんがい用水の取水施設では、自主的に取水を抑制（自主節水）し、用水を各地に配分。 

・鹿島台町本地の井戸水が枯れ、断水となった。 

・鳴瀬川に水質注意報が発令された。 

・番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

昭和５０年 

（1975） 

・8月の降雨は平年の半分以下となった。 

・刈入れ期の近い水稲で、松山町、鹿島台町、涌谷町の開田地区を中心に 400ha の立枯れが心配された。 

・日照りと干ばつにより、水田の作付面積全体に対して石巻市 7.1%、鳴瀬町 5.3%、北上町 4.6%、河北町 3.7%、桃生町 0.5%

の被害となった。 

・番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

昭和５３年 

（1978） 

・7月に雨が少なく、高温の日が続いた。 

・上流のかんがい用水の取水施設では、自主的にポンプアップによる取水を抑制（自主節水）し、用水を各地に配分した。 

・各地の水田で地割れが発生。 

・番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

昭和５９年 

（1984） 

・7月下旬から 8月末にかけて、小雨の傾向で推移した。 

・河道の水位低下のため、ブルドーザで河道の砂利を押し上げて導流堤を築き、取水口に引水した。 

・番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

昭和６０年 

（1985） 

・7月中旬から 8月末にかけて、小雨の傾向で推移した。 

・河道の水位低下のため、ブルドーザで河道の砂利を押し上げて導流堤を築き、取水口に引水した。 

・番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

昭和６２年 

（1987） 

・4月から 5月上旬にかけて雨が少なく、水量不足で代かき、田植え作業が遅れた。 

・試験湛水中の南川ダムから毎秒３トンの緊急放流を実施。 

・河道の水位低下のため、ブルドーザで河道の砂利を押し上げて導流堤を築き、取水口に引水した。 

・番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

平成６年 

（1994） 

・春から平年を上回る気温と小雨で推移し、４月における古川観測所の月間降水量は統計開始以来の最低を記録し、梅雨明

けした後も小雨の状態が続き、鳴瀬川には水質注意報が発令される。 

・河道の水位低下のため、ブルドーザで河道の砂利を押し上げて導流堤を築き、取水口に引水した。 

・鳴瀬川の揚水機場で取水障害が生じ、かんがい６施設で延べ 44 日取水ができない状況となり、導水路の浚渫、番水や応

急ポンプによる反復利用などによる対応を強いられた。 

平成２４年 

（2012） 

・7月中旬以降まとまった降雨がなく、上流域の 8月の降雨量は過去 10 ヶ年で最低を記録した。 

・かんがい用水の取水施設では、自主的に取水を抑制し用水を各地に配分した。 

・漆沢ダムでは、貯水低下のため水力発電を停止した。発電の停止は 24日間に及んだ。二ツ石ダムでは、貯水低下により

かんがい補給を減じざるを得なかった。 

・下流域では、番水や応急ポンプによる反復利用などによって水不足に対応した。 

平成27年 

（2015） 

・5月から 8月までの降雨量が平年の約 50%と小降雨であり、吉田川の落合観測所では 47 日間渇水基準推移を下回った。 

・県管理のダムからの連携放流と利水者の連携により影響を最小限に抑え、水不足に対応した。 

出典：新聞記事及び農業関係機関からのヒアリングをもとに記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成6年(1994)8月渇水の状況 

写真 2-6 木間塚大橋下流の瀬切れ状況 写真 2-7 旧松山町（大崎市）水田のひびわれ状況 
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2.2.3 治水事業の沿革 

鳴瀬川では、元禄元年(1688)ころより南郷
なんごう

村練
ねり

牛
うし

・大柳
おおやなぎ

境から河口まで、直線化を主体とした

改修工事が行われました。また、吉田川品
しな

井沼
い ぬ ま

の干拓が計画され、元禄 10 年(1697)には元禄潜

穴が開削されました。 

明治時代になると、東北の近代化のため、鳴瀬川河口の野蒜築港を核とした国直轄の航路化事

業が明治 11 年(1878)に着工。明治 23 年(1890)には北上川と阿武隈川が、東名運河・北上運河・

貞山
ていざん

運河（貞山堀）によって結ばれました。しかし野蒜の築港は災害や財政的な問題もあって、

工事を中止せざるを得なくなりました。明治の末には、品井沼周辺の洪水を松島湾に排除するた

め、新たに明治潜穴を開削しています。 

大正 5 年(1916)、宮城県は江合・鳴瀬・吉田の 3 川を合流させるという壮大な計画を立て、そ

の重要性から大正 10 年(1921)以降は国の事業として施工することになりました。 

昭和に入ると、品井沼流域を鳴瀬川から分離するため掘削・堤防建設（昭和 2～15 年

(1927~1940)）、鳴瀬川の洪水が吉田川に逆流するのを防ぐ背割堤工事の本格化（大正 14 年～昭

和16年(1925~1941)）、吉田川と立体交差する幡谷サイフォンの設置（昭和7～9年(1932~1934)）、

さらには新江合川の開削（昭和 8～32 年(1933~1957)）なども行われました。現在では、漆沢
うるしざわ

ダ

ム（昭和 56 年(1981)完成）、南川
みなみかわ

ダム（昭和 63 年(1988)完成）、宮床ダム（平成 12 年(2000)完

成）の完成により洪水流量を調節するようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11 河道の変遷 

 

 

 

 

図 2-12 幡谷サイフォン断面図 

写真 2-8 幡谷サイフォン 
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(1) 品井沼干拓事業 

1) 明治期に至る大改修 

品井沼は、鳴瀬川の支流・吉田川の下流にあって、かつて東西 6.5km、南北 3km、周囲

16.6km、面積約 2,500ha の大きな沼でした。吉田川の水はいったん品井沼に蓄えられ、小川

を通って鳴瀬川に合流していたため、増水すると鳴瀬川からの水が逆流し、沼が氾濫して周

囲に多大の被害をもたらしました。そこで品井沼では、古くから水害防止と干拓のための事

業が進められてきました。 

元禄 6 年(1693)に起工された元禄工事では、排水平

堀、潜穴の掘削（元禄潜穴）、さらには、鳴瀬川の逆流

防御工事が行われ、600 町歩の新田が開かれました。 

また、明治時代には、39 年(1906)から 43 年(1910)に

かけて新しい潜穴（明治潜穴）を開削。これによって

造られた高城川
た か ぎ が わ

の完成で、松島湾への排水が行われ、

新田は 1,500 町歩に広がりました。 

明治 43 年(1910)から鹿島台村長を務めた鎌田三之

助は、吉田川を品井沼から分離して新吉田川を開削、

河川が立体交差する全国でも珍しいサイフォンを建設

するなど、吉田川改修の大工事を進めました。 

昭和 15 年(1940)には、排水路整備が完了し、最終的

に完成したのは同 26 年(1951)。これによって氾濫の危

険性は大幅に減少し、品井沼全域に肥沃な耕地が誕生

しました。 

 

2) 人生の大半を治水に費やした鎌田三之助 

品井沼の干拓事業に力を尽くした鎌田三之助は、品

井沼工事で多額の借金を抱えた村のため、村長として

の報酬を断り、全国を行脚して得た講演の報酬なども

すべて村のために使いました。後半生の 40 年間を、粗

末な衣服を身につけ、腰に握り飯をぶら下げ、わらじ

履きで奔走。鹿島台の発展に大きく貢献しました。そ

の献身的で誠実な姿勢から、今なお親しみをもってわ

らじ村長と呼ばれています。 
 
 
 
 
 
 

写真 2-10 鎌田三之助の銅像 

 （鹿島台小学校） 

写真 2-9 小川閘門の扉 

（鳴瀬川の逆流を防ぐ目的で明治 39 年 

(1906)に設置された小川閘門の扉） 
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(2) 鳴瀬川河川改修計画の変遷 

鳴瀬川の治水事業は、明治 43 年 8 月洪水及び大正 2 年 8 月洪水を契機に、大正 6 年(1917)

から宮城県において一部実施したのが始まりです。大正 10 年(1921)の第 2 期治水計画により鳴

瀬川の三本木
さ ん ぼ ん ぎ

における計画高水流量＊を 1,200m3/s、吉田川の鹿島台における計画高水流量を

560m3/s として定められ、大正 12 年(1923)から河川法により、改修工事に着手し堤防の新設及

び拡築並びに護岸、水制等を施工したのが、国の直轄事業としての始まりです。 

その後、カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）、アイオン台風（昭和 23 年 9 月洪水）により

計画高水流量を大幅に上回ったので、治水調査会の審議を経て、昭和 24 年(1949)に第 1 次改定

計画を決定しその後新江合川合流量の計画改定に伴い、昭和 28 年(1953)には計画高水流量を鳴

瀬川の三本木においては 3,000m3/s、支川吉田川の落合においては 1,200m3/s と改定しました。

更に昭和 41 年(1966)一級河川の指定に伴い、昭和 28 年(1953)の改修計画を踏襲した工事実施

基本計画を決定し、これに基づき築堤、掘削、護岸等を実施してきました。しかしながら、流

域の開発状況等に鑑み、計画を全面的に改定することとし、昭和 55 年(1980)に鳴瀬川の三本木

において基本高水のピーク流量 4,100m3/s を上流ダム群により 1,000m3/s 調節して、計画高水

流量を 3,100m3/s とするとともに、支川吉田川の落合において基本高水のピーク流量 2,300m3/s

を上流ダム群により 700m3/s 調節して、計画高水流量を 1,600m3/s とする工事実施基本計画の

改定を行いました。その後、平成 9 年(1997)に改正された河川法に基づき平成 18 年(2006)には

河川整備基本方針が策定されました。河川整備基本方針は、計画の洪水調節施設、河道計画の

見直しにより、鳴瀬川の三本木において基本高水のピーク流量＊4,100m3/s を流域内の洪水調節

施設により 800m3/s 調節して、計画高水流量を 3,300m3/s とするとともに、支川吉田川の落合

においては基本高水のピーク流量2,300m3/sを流域内の洪水調節施設により700m3/s調節して、

計画高水流量を 1,600m3/s とする計画としました。 

また、平成 23 年(2011)3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波により、

太平洋沿岸域で甚大な被害が発生するとともに、地殻変動による広域的な地盤沈下が発生した

ことから、河口部における津波・高潮対策や地盤沈下等に対応するため、平成 24 年(2012)11 月

に河川整備基本方針を変更しました。 
 

表 2-5 鳴瀬川河川改修計画の変遷 

改修事業計画名 着手の動機 
計画高水流量 
（m3/sec） 

工事内容 

大正 6年(1917)以降 
県営工事 

明治 42,43 年(1909,1910)の大出水 不明 鳴瀬川、吉田川の築堤工事、品井沼排水工事 

大正 10 年(1921)以降 
直轄改修当初計画 

 

鳴瀬川 1,200 
新江合川合流後 2,230 
吉田川 560 
河口 2,790 

小野地区山地切取工事、新江合川の掘削、 
河積増大のための掘削、浚渫及び河道整正、 
吉田川と品井沼の分離 

昭和 24 年(1949)の改修 
第一次改定計画 

カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）、 
アイオン台風（昭和 23 年 9 月洪水）に伴う大出水 

鳴瀬川上流 3,000 
新江合川合流後 3,500 
吉田川 1,200 
河口 4,700 

河口部導流堤工事、堤防の拡築、嵩上げ、 
掘削、浚渫及び河道整正 

昭和 26 年(1951)の改修 
第二次改定計画 

同上及び鳴子ダム計画 同上 同上 

昭和 27 年(1952)の改修 
第三次改定計画 

同上及び新江合川合流量の変更 

鳴瀬川上流 3,000 
新江合川合流後 3,300 
吉田川 1,200 
河口 4,500 

同上 

昭和 28 年(1953)の改修 
第四次改定計画 

江合川・新江合川の見直し 同上 同上 

昭和 41 年(1966) 
工事実施基本計画 

一級河川の指定 同上 堤防拡築、嵩上げ、掘削、内水対策事業 

昭和 55 年(1980) 
工事実施基本計画 

新手法による全面的な見直し 

三本木 3,100 
新江合川合流後 3,900 
吉田川 1,600 
河口 5,100 

堤防新設拡築、掘削、浚渫及び河道整正、 
幡谷サイフォン改築、内水対策事業 

平成 18 年(2006) 
河川整備基本方針 

河川法改正による全面的な見直し 

三本木 3,300 
新江合川合流後 4,100 
吉田川 1,600 
河口 5,300 

堤防新設拡築、掘削、河道整正、内水対策事業 

平成 24 年(2012) 
河川整備基本方針（変更） 

東北地方太平洋沖地震に伴う見直し 同上 高潮及び津波に対応した堤防整備等 

＊計画高水流量：ダムなどによる洪水調節した後の、河道のみで洪水処理する流量 
＊基本高水ピーク流量：ダムなどによる洪水調節を行う前の計画の基本となる波形のピークの流量 
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2.2.4 利水事業の沿革 

鳴瀬川の取水のうち約 8 割をかんがい用水が占め

ており、宮城県の代表的なブランド米のササニシキ、

ひとめぼれの主産地であり、世界農業遺産認定（平成

29 年(2017)）の大崎耕土に水を供給しています。近年

においては鳴瀬川中下流部のかんがい用水安定取水

及び河床の安定を目的とし、平成 2 年(1990)に鳴瀬堰

(4.8km 地点 )、平成 14 年 (2002)に鳴瀬川中流堰

(21.7km 地点)、平成 15 年(2003)に桑折江堰
こ お り え ぜ き

(33.7km

地点)が完成しました。 

また、吉田川では塩水遡上防止を目的として、昭和 48 年(1973)に若針潮止堰(5.6km 地点)が

完成しています。 

都市用水の供給では、大崎地方の発展に伴う水需要の増加に対応するため、昭和 56 年(1981)

に漆沢ダム、昭和 63 年(1988)に南川ダムが完成し、都市用水の供給を開始しており、平成 12 年

(2000)に完成した宮床ダムは、七北田川水系である仙台市への上水道供給を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-14 利水施設  
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図 2-13 鳴瀬川水系の水利用状況（R3(2021).3 時点） 
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［参考］世界農業遺産 大崎耕土 

 

大崎耕土とは、鳴瀬川流域、江合川流域の 2 つの河川流域に広がる河川氾濫原を拓き、広

域の水田農業地帯として発展してきた地域（大崎市、色麻町、加美町、涌谷町、美里町 1 市

4 町）の呼称です。 

本地域は、約 430 年前、岩出山に居を構えた伊達政宗公の先見性を持った農業政策を背景

として、これまで発展してきました。 

そのような中で、「やませ」※による冷害や洪水、渇水が頻発する厳しい自然条件の中、農

業用水の確保や栽培技術、排水対策など、農業農村の営みのあらゆる場面で水を巧みに管理

する様々な知恵や工夫、数多くの苦労を重ねながら、米づくりを中心とした水田農業が「持

続可能な水田農業を支える大崎耕土の伝統的な水管理システム」として、平成 29 年(2017)に

世界農業遺産に認定されました。 

大崎耕土の世界農業遺産認定は、国内 9 番目であり、東北地方では、初の認定となりまし

た。 

大崎地域では、世界農業遺産の認定を契機として、農業者だけではなく、多くの市民や地

元企業、消費者団体などの多様な主体が参画する仕組みを構築するため、「都市農村交流によ

る共に支え合う人のつながりの拡充」、「水管理基盤を支える多面的機能保全組織のエリア拡

大」、「湿地生態系と暮らしを支える米づくりの拡充」、「フィールドミュージアム構想の策定

と推進」のアクションプランを策定しています。 

※「やませ」・・・東北地方太平洋側特有の冷たく湿った季節風 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能な水田農業を支える「大崎耕土」伝統的水管理システム 

 

図引用、参考文献：大崎地域世界農業遺産推進協議会 HP（https://osakikoudo.jp/） 

⼤崎耕⼟が育むランドスケープと伝統⽂化、継承への取り組み 
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2.3 地震・津波の歴史 

2.3.1 地震・津波の歴史 

東北地方では、太平洋側沖合の日本海溝付近において東北地方を載せた北アメリカプレートの

下に太平洋プレートが沈み込んでおり、このプレートの沈み込みに伴う大規模な地震が度々発生

しています。 

鳴瀬川流域においては、三陸沖で発生した津波によって 20,000 人以上の死者を出した明治 29

年(1896)6 月の明治三陸地震(Ｍ8.2)を始めとして、昭和 8 年(1933)3 月の昭和三陸地震(M8.1)、

昭和 53 年(1978)6 月の宮城県沖地震(M7.4)などにより大きな被害が発生しており、近年でも平

成 15 年(2003)7 月の宮城県北部連続地震等により、河川管理施設等を含め大きな被害が発生し

ています。 

またプレート境界地震以外においても、昭和 35 年(1960)5 月に遠く南米チリで発生した地震

(M8.5)による津波や、陸域を震源とした平成 20 年(2008)6 月の岩手・宮城内陸地震(M7.2)によ

り被害が発生しています。 

表 2-6 過去の地震・津波災害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 2-11 宮城県北部地震による被害状況（鳴瀬川右岸 13.0km 付近） 

地震発生年月日 地震名 震源 地震規模 被害概要 出典

貞観11年5月26日
（869年）

貞観地震 三陸はるか沖 M8.3 死者約1,000人
災害教訓の継承に関する専門調査会報告書

「1896明治三陸地震津波」,中央防災会議

地震規模は理科年表より

慶長16年10月28日
（1611年）

慶長三陸沖
地震

三陸沖 M8.1 死者約3,000人
災害教訓の継承に関する専門調査会報告書

「1896明治三陸地震津波」,中央防災会議

震源・地震規模は理科年表より

明治29年6月15日
(1896年)

明治三陸
地震

三陸沖 M8.2
死者約22,000人
流失・全半壊家屋約8000戸
船の被害約7,000千隻

災害教訓の継承に関する専門調査会報告書

「1896明治三陸地震津波」,中央防災会議

地震規模は理科年表より

昭和 8年3月3日
(1933年)

昭和三陸
地震

三陸沖 M8.1 死者・不明3,064人
気象庁ホームページ

「日本付近で発生した主な被害地震」

昭和35年5月21日
(1960年)

チリ
地震津波

南米チリ海溝 M8.5

死者119人、行方不明者20人、
負傷者872名
全壊1,571戸、半壊2,183戸
流出1,259戸

気象庁仙台管区気象台ホームページ

「宮城県に影響を及ぼした地震･津波の被害」

昭和53年6月12日
(1978年)

宮城県沖
地震

宮城県沖 M7.4
死者28人・負傷者1,325人、
家屋全壊1,183棟・半壊5,574棟

気象庁仙台管区気象台ホームページ

「宮城県に影響を及ぼした地震･津波の被害」

平成15年5月26日
(2003年)

宮城県沖
(三陸南)

地震
宮城県沖 M7.1

負傷174名、
住宅全壊2棟、住宅半壊21棟

気象庁ホームページ

「日本付近で発生した主な被害地震」

平成15年7月26日
(2003年)

宮城県北部
連続地震

宮城県北部 M6.4
負傷677名、
住宅全壊1276棟、住宅半壊3,809棟

気象庁ホームページ

「日本付近で発生した主な被害地震」

平成20年6月14日
(2008年)

岩手・宮城
内陸地震

岩手県内陸南部 M7.2
死者17名、行方不明者6人
負傷426人
住家全壊30棟、住家半壊146棟

気象庁ホームページ

「日本付近で発生した主な被害地震」

平成23年3月11日
(2011年)

東北地方太
平洋沖地震

三陸沖 M9.0
死者15,894名、行方不明者2,562人
全壊121,803戸、半壊278,447戸

内閣府緊急災害対策本部「平成23年（2011

年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）

について」（2016年3月08日現在）
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2.3.2 東北地方太平洋沖地震の概要 

平成 23 年(2011)3 月 11 日 14 時 46 分、三陸沖を震源とするマグニチュード（M）9.0 の地震

が発生し、宮城県栗原市で震度 7、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の 4 県 37 市町村で震度 6

強を観測したほか、東日本を中心に北海道から九州地方にかけての広い範囲で震度 6 弱～1 を観

測しました。また、この地震に伴い、東北地方から関東地方北部の太平洋側を中心に、北海道か

ら沖縄にかけての広い範囲で津波を観測しました。 

気象庁はこの国内観測史上最大規模である地震を「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地

震」と命名し、また、この地震による災害について「東日本大震災」と呼ぶことが閣議決定され

ました。 

      

被災前（平成 18 年(2006)撮影）      被災後（平成 23 年(2011)5 月 9 日撮影） 

写真 2-12 被災前後の河口部周辺の比較 

 

 

写真 2-13 被災後の河口部の被災状況 
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(1) 地震の規模 

1) 地震諸元 

・地震名「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」 

（東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所事故による災害については、東日本大

震災と呼称。） 

・発震日時 平成 23 年（2011 年）3 月 11 日 14 時 46 分頃 

・震源位置 北緯 38°6.2′N 東経 142°51.6′E 三陸沖 

（牡鹿半島の東南東、約 130km 付近） 

・深さ約 24km 

・地震規模 M9.0 

 

※ 2011 年 3 月 9日～2011 年 6 月 11 日の M5.0 以上の地震を示した。吹き出し中の発震機構解は、CMT

解である。領域 aの矩形は「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」の余震域である。 

○の大きさはマグニチュードの大きさを示す 

出典：災害時地震・津波速報 平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震 

平成 23 年(2011)8 月 17 日 気象庁 

図 2-15 震央分布図 

 

 

東松島市 
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(2) 各地の震度 

宮城県栗原市で震度 7、宮城県、福島県、栃木県、茨城県の 4 県 37 市町村で震度 6 強を観測

したほか、東北・関東地方を中心に、広い範囲で震度 5 強以上を観測しました。 

表 2-7 震度 5強以上を観測した地域 

震度 地 域 
震度７ 宮城県北部 
震度６強 宮城県南部・中部     福島県中通り・浜通り   茨城県北部・南部 

栃木県北部・南部    
震度６弱 岩手県沿岸南部・内陸北部・内陸南部         福島県会津 

群馬県南部        埼玉県南部        千葉県北西部 
震度５強 青森県三八上北・下北   岩手県沿岸北部      秋田県沿岸南部・内陸南部 

山形県村山・置賜     群馬県北部        埼玉県北部 
千葉県北東部・南部    東京都２３区・多摩東部  新島（東京都） 
神奈川県東部・西部    山梨県中・西部      山梨県東部・富士五湖 

 
出典：災害時地震・津波速報 平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震 

 平成 23 年(2011)8 月 17 日 気象庁 

図 2-16 各地の震度分布 
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(3) 地震動の特徴  

防災科学技術研究所が公開している情報をもとに（独）土木研究所が作成した資料によれば、

最大加速度は石巻 482gal、古川 583gal、北上 398gal であり、液状化に影響を及ぼすと考えら

れる 50gal 以上の継続時間は石巻で 151 秒、古川で 178 秒、北上で 156 秒と長く、過去の主要

な地震と比較しても非常に長いことが特徴です。 

 

 

 

 
※防災科学技術研究所：強震観測網（K-NET，KiK-NET） 

http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/ 

 出典：独立行政法人 土木研究所 資料 平成 23 年(2011)5 月 2 日 

図 2-17 各地の地震動波形及び最大加速度 

 

 

 

 

K-NET･KIK-NET※観測記録 
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出典：独立行政法人 土木研究所 資料 平成 23 年(2011)5 月 2 日 

図 2-18 過去の地震との比較（時刻歴波形） 

 

東
北
地
方
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(4) 地殻変動 

東北地方太平洋沖地震の発生に伴い、岩手県の北部から茨城県の太平洋沿岸の広い範囲で、

大規模な地殻変動が発生しています。 

地震後に実施された三角点及び水準点の測量成果の改定値（国土地理院 H23(2011).10.31 公

表）によると、水平方向の最大変動量は、女川町江島の二等三角点「江ノ島」で東南東方向へ

5.85m の移動、上下方向の最大変動量は、石巻市鮎川浜の電子基準点付属標「牡鹿」で 1.14m

の沈下が確認されています。 

 

図 2-19 東北地方太平洋沖地震に伴う水準点の上下変動 

最大変動量（電子基準点：牡鹿） 

鳴瀬川河口 

出典：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に伴う三角点及び水準点の測量成果の改定値 

   （平成 23 年(2011)10 月 31 日 国土地理院報道発表資料） 
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1) 鳴瀬川流域の地盤沈下量 

東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動では、鳴瀬川の河口部での地盤沈下量が大きく、上

流に向かうにつれて地盤沈下量が小さくなる傾向となっています。 

国土地理院発表の標高補正パラメータにより算出した地盤沈下量では、鳴瀬川河口部で約

40cm となっており、この地盤沈下により河口部周辺においては浸水被害リスクがより大き

くなっているほか、動植物の生息・生育・繁殖環境や水質等も変化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-20 鳴瀬川流域の地盤沈下量縦断図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-21 鳴瀬川流域の地盤沈下量分布図 

 
※国土地理院公表の「平成 23 年(2011 年）東北地方太平洋沖地震」補正パラメータにより作成 

※国土地理院公表の「平成 23 年(2011 年）東北地方太平洋沖地震」補正パラメータにより作成 
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［参考］地殻変動に伴う補正パラメータ 

 

平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震に伴い、大きな地殻変動が観測された地域の三

角点及び水準点の現地測量結果を基に、約 4 万 3 千点の三角点位置及び約 1,900 点の水準点

標高が平成 23 年(2011)10 月 31 日に改定されました。 

これと共に、公共基準点等の任意地点の水平方向・上下方向の変動を補正するための「座

標補正パラメータ」と「標高補正パラメータ」が国土地理院ウェブサイトから提供されてい

ます。 

補正パラメータは、電子基準点と三角点で検出した地殻変動から、約 1km メッシュ（基準

メッシュ）のグリッド上の水平変動量・上下変動量を整理したデータです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-22 座標補正パラメータ及び標高補正パラメータの大きさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

座標補正パラメータ及び標高補正パラメータは、地殻変動によって生じた水平方向及び上下方向の公共測量成果

等のずれを補正するためのもので、国土地理院が実施した再測量作業のデータをもとに作成した、格子点毎（約 1km

メッシュ）のデータです。 

出典：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に伴う三角点及び水準点の測量成果の改定値 

   （平成 23 年(2011)10 月 31 日 国土地理院報道発表資料） 
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(5) 津波 

東北地方太平洋沖地震により発生した津波は、太平洋沿岸に来襲し、東北地方での津波高は

2.9m～16.7m となっています。鳴瀬川河口部周辺では、2.9m～7.2m の津波高に対して、陸上

部の野蒜地区で T.P.10.8m の痕跡高が確認されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-23 主な調査地点における津波の痕跡から推定した津波の高さ（数値は津波の高さ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 津波観測地点における津波の高さ※と痕跡高※の関係 

 

 

 

 

 

  

出典：災害時地震・津波速報 平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震 

平成 23 年(2011)8 月 17 日 気象庁 

※ 現地調査における津波の高さとは、津波がない場合の潮位（平常潮位）から、

津波によって海面が上昇した高さの差を言う。平常潮位の推定には、最寄り

の検潮所における津波の最大波が観測された日時の潮位の予測値（天文潮

位）を用いており、現地調査で確認した津波の痕跡までの高さの差を痕跡高

としている。 
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［津波痕跡高（浸水高）参考］まちづくりサポートマップ（東松島市）［抜粋］ 
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1) 鳴瀬川における津波遡上範囲と到達時間 

東北地方太平洋沖地震に伴い発生した津波は河口より河川を遡上し、水位観測所のデータ

によると、野蒜水位観測所（鳴瀬川河口から 0.5km）で 787cm、また竹谷水位観測所（鳴瀬

川河口から約 17km）で 4cm を観測するなど、その遡上範囲は上流部にまで及んでいます。 

 

 

図 2-25 河川への津波遡上状況 

※この数値は観測所の 10 分データにより算出された波高を表示しております。 

（「野蒜」水位観測所については、1分データによる波高を表示しております。） 

  

野 蒜 水 位 観 測

鳴瀬川

野蒜築港資料館

竹谷水位観測所

吉田川 鳴瀬川
吉田川

559cm 16 時 00 分 

512cm 16 時 00 分 

151cm 

151cm 16 時 20 分 

35cm 16 時 40 分 

16 時 30 分 4cm 河口からの距離 

 竹谷 約１７ｋｍ 

幡谷 約１４ｋｍ 

鹿島台 約９ｋｍ 

小野  約４ｋｍ 

野蒜  約０ｋｍ 

● 水位観測所 

第１波〔小野(吉)〕 

第１波〔小野(鳴)〕 

第１波〔鹿島台(鳴)〕 

第１波〔鹿島台(吉)〕 

16 時 20 分 

第１波〔幡谷〕 

第１波〔竹谷〕 

第１波〔野蒜〕 

15 時 55 787cm 
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津波による被災を免れた水位観測所や CCTV カメラでは、津波が何度も繰り返し鳴瀬川を

遡上する様子が確認されています。 

 

 

図 2-26 野蒜水位観測所(鳴瀬川 0.5k)津波遡上水位波形（1分データ） 

 

 

 
写真 2-14 鳴瀬大橋上流 CCTV カメラ記録 

  

３月１１日１５時３１分５３秒 

３月１１日１５時４１分５２秒 

３月１１日１５時５１分５２秒 

３月１１日１６時０１分５２秒 
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(6) 被害状況 

1) 被災概要 

東北地方太平洋沖地震は、東北地方の太平洋側に甚大な被害をもたらし、自然災害では戦

後最大の被害規模となりました。 

なかでも鳴瀬川の河口部に位置する東松島市では、死者 1,129 人、行方不明者 23 人、全壊

家屋 5,518 戸、半壊家屋 5,559 戸に及ぶ未曾有の被害となりました。 

※東松島市の被害（死者、行方不明者、全壊、半壊）は「東日本大震災における被害等状況」 

（宮城県 平成 28 年(2016)3 月 7 日公表、平成 28 年(2016)2 月 29 日時点）による。 

表 2-8 東北地方太平洋沖地震の被害の概要 

 
出典：内閣府「平成 23年(2011 年)東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)について」平成 28年(2016)3 月 8日（14:00）緊急災害対策本部 

  

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

人的被害 死者 人 3 4,673 9,541 2 1,613 15,832 61 1 15,894

行方不明者 人 1 1,124 1,237 197 2,559 3 2,562

負傷者 人 112 213 4,145 11 29 183 4,693 1,445 14 6,152

建築物被害 全壊 戸 308 19,597 82,999 15,169 118,073 3,730 121,803

半壊 戸 701 6,571 155,129 78,960 241,361 37,082 4 278,447

一部破損 戸 1,006 18,939 224,195 5 21 141,454 385,620 340,479 41 726,140

東北電力管内：家屋流出地域などを除いて平成23年6月18日までに復旧済み。(H23.8.3　15:00時点)
東京電力管内(延べ停電戸数約405万戸)、北海道電力管内(同約3千戸)、中部電力管内(同約4百戸)の停電は復旧済み。(H23.7.16
12:00時点)

一般ガス5月3日までに家屋流出地域を除いた約42万戸が復旧済み。(H23.5.6　10:00時点)
簡易ガス復旧済み。(H23.4.22　17:00時点)

その他
地方

全体

交通

河川・海岸等

旅客鉄道1事業者3路線で運転休止中
(H28.3.1　17:00時点)

被災港湾の暫定利用可能岸壁数(水深4.5m以深の公共岸壁)：368/373バース
(H27.9.1　17:00時点)

北上川、阿武隈川、利根川等の直轄河川で堤防崩壊等2,115箇所の被害発生。
うち、6水系53箇所を緊急復旧事業対象とし、全て対策完了。
(H24.3.5　10:00時点)

岩手県、宮城県、福島県3県の海岸堤防約300kmのうち約190kmが全壊・半壊、津波により561km2が浸水被害(航空写真及び衛星
画像判読済み分)
(H24.8.6　10:00時点)

ライフライン

道路

鉄道

港湾

河川

海岸

電気

ガス

水道
3県で少なくとも4.5万戸が断水。このうち津波により家屋等が流出した地域等を除いた断水被害は全て復旧した。津波により家屋等が流出
した地域については復興にあわせて水道も復旧・整備予定。
(H24.3.23　11:00時点)

高速道路0路線、国直轄管理道路0、補助国道(都道府県管理国道)1、地方道(都道府県道等)11の区間で通行止め(原発警戒区域を除く)
(H28.3.1　17:00時点)

項目 単位 東北地方 関東地方
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2) 直轄河川管理施設の被害状況 

東北地方整備局管内の直轄河川管理施設の地震及び津波による被災箇所は 1,195 箇所に上

り、北は馬淵川、南は阿武隈川上流まで広い範囲で被災しました。 

鳴瀬川水系における直轄河川管理施設の地震及び津波による被災箇所数は 364 箇所（うち

鳴瀬川 173 箇所、吉田川 191 箇所）に上りました。 

鳴瀬川の河口部においては、津波による堤防決壊や、堤防の亀裂・沈下、樋門・樋管の損

傷、護岸等の施設被害も多数発生しました。また、地震による堤体下部の液状化等により、

多くの堤防が被災しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 2-15 鳴瀬川右岸 0.0k 

津波による堤防流出 

写真 2-16 鳴瀬川右岸 0.2k 

津波による堤防流出 

  

写真 2-17 鳴瀬川左岸 30.3k 

地震による堤防沈下 

写真 2-18 吉田川左岸 14.7k 

地震による堤防天端クラック 

14箇所
（6%）

148箇所
（61%）

79箇所
（33%）

決壊・崩落

陥没・沈下・亀裂

クラック

27

40

56

241

0 50 100 150 200 250

1

堤防被災

護岸被災（クラック等）

堰、樋門・樋管、排水機場等の被災

その他（管理用通路、取付道路等の被災）

図 2-27 鳴瀬川水系における 
河川管理施設の被災形態 

図 2-28 堤防被災箇所における
被災状況別箇所数 
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2.4 自然環境 

自然環境を縦断的に区分すると鳴瀬川の漆沢ダムより上流域、吉田川の魚板橋より上流域は、

源流部が船形山を主峰とする県立自然公園船形連峰に指定されており、ブナ林などの原生的な自

然林が分布し、豊富な植生を育んでいます。また河道は山あいを流れる渓流の様相を呈しており、

渓流部ではイワナやヤマメが生息し、上流域ではアユやウグイが生息する良好な生息場となって

います。 

鳴瀬川の桑折江堰付近から田川合流点付近まで、吉田川の落合橋付近から魚板橋付近までの中

流域は、山地河川から平地河川へ移行する区域であり、自然と田園地帯が相まって変化に富んだ

良好な河川景観を呈しています。瀬と淵が交互に現れる流れとなって多様性が増すことで、アユ

などの魚類の生息場となっています。河岸部にはヤナギ類を優占種とする群落や河道の蛇行部に

広がる砂州にはヨシ群落が分布しています。 

鳴瀬川の河口から桑折江堰付近まで、吉田川の鳴瀬川合流点から落合橋付近までの下流域は、

平地が広がり高水敷はヨシ原や牧草地が広がり、堤内地の田園地帯の中に町並みが連担するなど

の河川景観を呈しています。河道に点在する数多くの中州や寄州は、ハクチョウやガン・カモ類

の越冬地に利用されており、河口付近の水際部には広いヨシ群落が分布しています。 
 

 

図 2-29 鳴瀬川の自然環境 

 

 

■：基準点 

：流域の変化点 

：市街地 

大崎市鹿島台木間塚付近に越冬に 
訪れているハクチョウやガン・カモ 
類の群れ 
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［参考］都道府県別のマガンの飛来状況 

 

 鳴瀬川水系では重要種のマガンが確認されている。国内に飛来するマガンの約 95％が宮城

県内を集団越冬地としている。 

 宮城県内のマガンの多くは北部の伊豆沼・内沼、蕪栗沼、化女沼をねぐらとして、鳴瀬川・

吉田川は餌場として利用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典） 

河川水辺の国勢調査（国土交通省）、ガンカモ類の生息調

査（環境省）、自治体の公開資料、専門家へのヒアリング

等をもとに日本生態系協会が作成 

マガン 
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表 2-9 鳴瀬川及び吉田川における河川区分と自然環境 

区分 区間 主要な特徴 
主要な 
植物相 

主要な 
動物相 

河口部 
（鳴瀬川） 

河口～ 
1km 

汽水域、 
砂丘環境、 
浅場環境 

ヨシ群落、 
オカヒジキ、 
オオクグ 

ミサゴ、ガン・カモ類、 
ヒメハゼ（ハゼ科） 

下流域 
背割堤区間 

1ｋｍ～ 
10km 

浅場環境 ヨシ・オギ群落 
ハクチョウ類、ガン・カモ類、 

コイ・フナ類 

背割堤より上流 
（鳴瀬川） 

鳴瀬川 
10ｋｍ～ 

浅場環境、 
瀬淵環境 

ヨシ・オギ群落、
ツルヨシ群落、 

ハクチョウ類、ガン・カモ類、 
コイ・フナ類、 
アユ、オイカワ 

背割堤より上流 
（吉田川） 

吉田川 
10ｋｍ～ 

浅場環境、 
湿地・止水環境、 

マコモ、 
カサスゲ、 

ヨシ・オギ群落 

ハクチョウ類、ガン・カモ類、 
ニゴイ・フナ類、 
ウグイ、オイカワ 

 

 

図 2-30 鳴瀬川水系における自然環境と県立自然公園等の分布状況 
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2.5 歴史・文化 

(1) 鳴瀬川流域の舟運 

藩政時代の鳴瀬川流域は、伊達藩の直領であり、その年貢米を、お蔵場に集積しそれを舟で

搬出していました。当時の「舟」は高瀬
た か せ

船
ぶね

と称し、五十石以上二百石積位のもので、三本木よ

り野蒜を通り、石巻港に至り、石巻から伝馬船に積み替え、江戸・大阪の伊達藩お蔵場に運ん

だと言われています。鳴瀬川の沿川は河岸と呼んだ荷物の揚げ下しする船着場があり、周辺に

は穀物の保管する買米蔵や本石米蔵など藩の蔵が置かれて、舟運の盛んな地域でした。 

    
図 2-31 鳴瀬川の舟（想像図）千葉文雄氏画    図 2-32 現存するお蔵の状況 

出典：三本木の歴史（三本木町）          出典：旧三本木町ホームページ 

 

(2) 野蒜港を核とした航路化事業 

藩政時代の産業の動脈は河川水運で、石巻はその拠点として隆盛を極めました。しかし明治

に入って汽船航行の時代になると石巻は衰退し、東京や北海道と結ぶ外洋航路の汽船は、外港

である松島湾の寒風沢
さ ぶ さ わ

を寄航地とすることが多くなりました。そこで明治政府は東北の産業振

興や富国強兵のために、拠点となる港湾の築港を考えました。その中心となったのが内務卿の

大久保利通と、宮城県令の松平正直です。 

大久保利通は東北の近代化のため、鳴瀬川河口の野蒜を拠点とした国内・国際貿易港構想を

計画しました。これは、北上川や北上運河を通して野蒜に岩手県の物資を運び、南部は阿武隈

川や貞山運河、東名運河を通して福島県に宮城県の物資を運ぶという、宮城・岩手・福島・山

形を一大経済圏としてまとめようとする総合開発構想です。これに呼応して松平正直も、奥州

街道や関山街道、石巻街道を整備し、鳴瀬川や江合川、迫川の改修工事などを考えました。 

野蒜築港の工事は、明治 11 年(1878)、オランダ人の土木技師ファン・ドールンの指導によっ

て始められました。第 1 期工事は鳴瀬川河口の内港建設です。河口の東西両側に突堤を築き、

鳴瀬川の河口を変更して船の繋留地を造るもので、これは明治 15 年(1882)に完成しました。 

第 2 期工事は、宮戸島と野蒜の間にある潜ヶ浦
かつぎがうら

に外港をつくる計画でした。しかし、内港が

完成して間もない明治 17 年(1884)9 月に台風が襲来し、河口東側の突堤が完全に破壊され、内

港の出入りが不可能となってしまいました。政府は再建のための調査を行いましたが、多大な

経費がかかることから計画は中止。ここに東北開発の一大構想は夢と化したのです。現在、か

つての市街地にはレンガ造りの橋脚、鳴瀬川の河口に突堤跡の捨て石だけが残されています。 
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図 2-33 運河の状況 

 

写真 2-19 野蒜築港跡 

 

図 2-34 野蒜築港 

出典：北上・東名運河辞典 
写真 2-20 野蒜築港計画で建設された橋脚 

石井閘門は日本最古のレンガ造り西洋式閘門で、また可動ゲートを持つ閘門として日本最古

のものであり、閘門本体は建造当時のまま残されています。「近代化遺産」のひとつとして北上

川、北上運河のシンボルとして保存されており、貴重な近代土木遺産として平成 14 年(2002)5

月に国の重要文化財に指定されました。 

  
写真 2-21 舟運のために北北上運河の水位を

調節していた石井閘門 
写真 2-22 北上運河 

 

東名運河 

北上運河 

野蒜築港跡 

石井閘門 

鳴瀬川 吉田川 旧北上川 
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2.6 河川利用 

2.6.1 水利用の状況 

鳴瀬川流域における現在の水利用は、全体で 57.0m3/s です。その約 85%がかんがい用水に利

用されており、かんがい用水の利用の内訳は鳴瀬川 45.1m3/s、吉田川 3.2m3/s と、鳴瀬川が全体

の約 93%を占めかんがい用水のほとんどが鳴瀬川において利用されています。 

また、水道用水としては大崎市や仙台市をはじめとする 4 市 6 町 1 村に最大約 1.3m3/s を供給

する重要な水源となっているほか、工業用水として仙台北部工業用水道へ最大約 0.4m3/s が供給

されています。 

さらに発電用水として、大正 6 年(1917)に運転開始された門沢発電所をはじめとする 3 ヶ所の

発電所で最大出力約 3,900kW の発電に利用されています。 

表 2-10 鳴瀬川水系における水利用の内訳（令和 3年(2021)3 月末現在） 

 鳴瀬川 吉田川 合計 
合計 

（うち指定区間）※ 

かんがい用水 45.1 m3/s 3.2 m3/s 48.3 m3/s 19.3 m3/s 

 かんがい用水（慣行） 1.6 m3/s 3.2 m3/s 4.8 m3/s 0.0 m3/s 

 かんがい用水（許可） 43.5 m3/s 0.0 m3/s 43.5 m3/s 19.3 m3/s 

上水道用水 1.0 m3/s 0.3 m3/s 1.3 m3/s 1.1 m3/s 

工業用水 0.4 m3/s 0.0 m3/s 0.4 m3/s 0.4 m3/s 

発電用水 7.0 m3/s 0.0 m3/s 7.0 m3/s 7.0 m3/s 

計 53.5 m3/s 3.5 m3/s 57.0 m3/s 27.8 m3/s 

※水利使用に関する処分権者（水利権を許可するもの）が国土交通大臣及び東北地方整備局長 

のうち、指定区間において取水があるものを表している。 

 

  

（鳴瀬川） （吉田川） 

図 2-35 鳴瀬川水系における水利用の内訳（令和 3年(2021)3 月末現在） 
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2.6.2 河川の利用状況 

平成 5 年度から令和元年度までの河川利用実態調査によると、鳴瀬川水系では堤防や高水敷で

の散策等の利用が多い傾向です。 

 

 

2.6.3 河川敷の利用状況 

鳴瀬川水系における河川敷の占用面積は、全体で約 209ha です。利用割合は、採草地が最も

多く 58.4%（122.1ha）となっており、公園緑地 4.3%（8.9ha）や運動場 0.02%（0.05ha）とし

ては合計で 4.32%です。 

 

 

図 2-38 鳴瀬川水系の河川敷占用状況（令和 3年(2021)3 月末現在） 

  

  

図 2-36 利用形態別利用者数 図 2-37 利用場所別利用者数 
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※採草地占用の目的は刈草を家畜（牛）の粗飼料として利用 
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2.7 地域との連携 

鳴瀬川は、大崎平野（大崎耕土）を潤し、地域に恵みを与え、経済・文化を支えるとともに地域

の生活とも密接につながってきました。さらに近年、街づくりの中で河川空間は、水と緑のうる

おいの場とともに地域交流の拠点など様々な役割が求められています。 

河川整備にあたっては、沿川市町村の街づくりに対する川の位置付けを明確にし、計画と有機

的な連携を図る取り組みを進めています。また、計画の策定に際しては、地域住民の意見を十分

に把握するとともに、流域市町村の各種計画等と連携を図るよう、留意しています。 

また環境教育の支援として、小中学校との連携や、河川愛護の啓発として情報の収集・提供な

どを行っています。 

 

(1) 河川に関する学習の場の提供 

水辺の楽校など自然体験拠点の整備を行い、地域の人々や子供たちが川に直接触れる機会を

つくり、体験することで自然に人にやさしく接する心を培う総合学習の場としての整備を進め

ています。 

 

 

写真 2-23 下伊場野水辺の楽校にて鮭稚魚の放流 

 

(2) 交流活動 

国土交通省では、地域の魅力と活力を引き出した交流活動を推進するため、パンフレットや

インターネットのホームページ等により河川に関する情報を幅広く地域に提供するとともに、

地域からの河川整備に関する要望等の集約を図り、情報交換の促進を図っています。 
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3. 鳴瀬川の現状と課題 
3.1 治水に関する事項 

鳴瀬川水系の治水事業は、明治 43 年 8 月洪水及び大正 2 年 8 月洪水を契機に大正 6 年(1917)

から宮城県において実施したのが始まりでした。直轄事業としては、大正 10 年(1921)の第 2 期治

水計画にもとづき大正 12 年(1923)から改良工事（堤防新設・拡築、護岸、水制工等）に着手して

います。 

戦後の治水事業では、鳴瀬川流域に甚大な被害をもたらしたカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪

水）、アイオン台風（昭和 23 年 9 月洪水）等の相次ぐ出水により、昭和 24 年(1949)に工事実施基

本計画を改定し、その後昭和 55 年(1980)に新江合川の分派量を見直したことにより流量配分を改

定、昭和 56 年(1981)には漆沢ダムが完成しました。 

昭和 61 年(1986)8 月にも大規模な洪水が発生し、甚大な被害を受け、支川吉田川では激甚災害

対策特別緊急事業＊により、築堤や河道掘削の整備が行われました。この洪水を契機として、国（二

線堤・水防災拠点）・県（国道 346 号バイパス）・地元自治体（土地利用の規制、洪水被害に対す

る救済制度の整備）が連携し、万が一洪水に見舞われても被害を最小限にとどめるため、「水害に

強いまちづくり事業」を推進しています。  

その後も、昭和 63 年(1988)南川ダム完成、平成 12 年(2000)宮床ダム完成、鳴瀬川中流部など

の改修が進められてきました。 

鳴瀬川水系では、このように段階的な治水安全度の向上を図ってきましたが、全川を通してみ

ると、未だ十分ではなく、流下能力の不足している箇所が多く存在します。このため、鳴瀬川上

流部を中心に豪雨となった戦後最大規模のカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）、吉田川上流部を

中心に甚大な浸水被害となった関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）、吉田川中流部を中心に甚

大な被害となった令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）と同規模の洪水が発生した場合に

は、全川にわたり甚大な被害が予想されます。 

治水対策を進めるにあたっては、堤防整備等のハード面の対策を計画的に実施することはもと

より、計画規模を上回る洪水や整備途中段階で施設能力を上回る洪水に対しても、被害を軽減す

る対策や情報提供等のソフト面からの対策もますます重要となっています。 

このため、河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、集水域や氾濫域も含めて流域全体

を俯瞰して、その河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、ハード・ソフト一体で多層的に治水

対策を行う「流域治水」を推進することが必要です。 

「流域治水」を計画的に推進するため、令和 2 年(2020)9 月 18 日に「鳴瀬川等流域治水協議会」

を設立し、地域ニーズ、課題を踏まえた上で協議を進め、関係機関で協働して「鳴瀬川水系流域

治水プロジェクト」を策定し、令和 3 年(2021)3 月 30 日に公表しました。

＊激甚災害対策特別緊急事業：洪水により激甚な災害を受けた地域について、一定の改修計画に基づき一定期間（5 ヶ年程度）

で緊急的に河川を改修し再度災害を防止することを目的に、昭和 51 年度に創設された。 
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【カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）の概要】 

昭和 22 年(1947)9 月のカスリン台風の影響により流域の上流部に強い降雨が集中し、全域に甚

大な被害をもたらしました。 

 

図 3-1 台風経路図 

 

  

写真 3-1 涌谷町役場の浸水状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 現況河道、現況洪水調節施設でカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水） 

と同規模の洪水発生時の浸水想定区域図 
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表 3-1 カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水） 

による実績被害 
  出典：北上川下流河川事務所 

流域平均2日雨量 三本木 284mm 落合 254mm

流量(氾濫戻し) 三本木 約3,370㎥/s 落合 約1,400㎥/s

床上浸水 約1,150戸 床上浸水 約850戸

床下浸水 約1,450戸 床下浸水 約650戸

氾濫面積 約6,340ha 約3,134ha
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【昭和 61 年洪水の概要】 

茨城県沖で台風第 10 号から変わった温帯低気圧が太平洋沿岸を北上し、宮城県平野部を中心

に豪雨をもたらしました。 

吉田川においては直轄管理区間 4 箇所で堤防が決壊し、旧鹿島台町（大崎市）を中心に最大 12

日間冠水（床上浸水 1,123 世帯、床下浸水 608 世帯、氾濫面積約 6,050ha）しました。 

 

図 3-4 等雨量線図（昭和 61 年(1986)8 月 4～5 日） 

 

図 3-5 浸水区域図 
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【関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）の概要】 

台風第 18 号から変わった低気圧に向かって南から流れ込む湿った風と、日本の東海上を北上

していた台風第 17 号の周辺から流れ込む湿った風の影響により、南北に連なるライン状の降水

帯が次々と発生し、関東と東北で記録的な大雨が発生、「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨」と命名

されました。この豪雨により鳴瀬川の三本木地点上流域では、流域平均 2 日雨量 310.4mm と観

測史上第 1 位、吉田川の落合地点上流流域では、流域平均 2 日雨量 324mm と昭和 23 年アイオ

ン台風の 334mm に次ぐ観測史上第 2 位、河川水位は鳴瀬川・吉田川の水位観測所 15 観測所のう

ち、13 観測所で観測史上第 1 位を記録しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-9 関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）浸水実績図 

※日本気象協会ＨＰより引用 

図 3-6 9 月 11 日午前 3時の天気図 
図 3-7 レーダー雨量 

吉田川 

鳴瀬川 

多田川 渋井川 

 鳴瀬川 吉田川 

流域平均二日雨量 三本木310mm 落合324mm 

流量（氾濫戻し） 2,350m3/s 1,610m3/s 

被害実績 
床上浸水 0 戸 床上浸水 65戸 

床下浸水 0 戸 床下浸水 107戸 

※被害実績は国管理区間 

図 3-8 レーダー雨量 

表 3-2 洪水実績 
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【令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）の概要】 

令和元年(2019)10 月に発生した台風第 19 号は、南鳥島の南海上で発生後まもなく急速に発達

して猛烈な台風となり、強い勢力で静岡県に上陸した後、関東甲信地方と東北地方を通過し、広

い範囲で大雨となり、東北地方では福島県、宮城県で記録的な大雨となりました。鳴瀬川水系に

おいては、青野雨量観測所において、総雨量 410mm を記録し、鳴瀬川流域 6 観測所で既往最多

雨量を記録しました。 

また、鳴瀬川流域の鳴瀬川、吉田川、善川、竹林川の 16 水位観測所のうち 11 観測所で観測史

上第 1 位の水位を記録し、吉田川の 6 観測所において計画高水位を超過しました。この出水によ

り、吉田川では管理延長 31.9km のうち、約 27km の区間で計画高水位を超過し、吉田川左岸 20.9k

付近（宮城県大郷町中粕川地区）の堤防決壊のほか、32 箇所で越水・溢水が発生し、多くの家屋

浸水被害等が発生するなど、甚大な被害となりました。 

後に、甚大な災害をもたらした台風として気象庁が「令和元年東日本台風」と名称を定めまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13 令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）浸水実績図  

図 3-10 台風経路図 図 3-11 衛星画像 
（10 月 13 日 3時） 

図 3-12 レーダ雨量 
（10 月 13 日 0時） 

表 3-3 洪水実績 

 吉田川 

流域平均二日雨量 落合 330.8mm 

流量（氾濫戻し） 落合 約 1,930m3/s 

被害実績 
床上浸水 492 戸 

床下浸水 186 戸 

写真 3-4 吉田川左岸 20.9k 付近の堤防決壊状況 

写真 3-2 吉田川左岸 20.9k 堤防越水状況 

写真 3-3 吉田川左岸 20.9k 付近の堤防決壊状況 

2019/10/13 6:00 頃 

2019/10/13 8:00 頃 

2019/10/14 10:00 頃 
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鳴瀬川の洪水流出特性と治水安全度 

鳴瀬川の河床勾配は、山間部を流れる上流部で 1/500 程度と急勾配で、中流部から下流部にか

けては、1/1,500～1/2,500 程度と緩やかになります。また、大崎平野の低地部を流下するため、

一旦決壊すると拡散型の氾濫となる一方で、二子屋地先において閉鎖型地形となっていることか

ら、長時間の浸水により甚大な洪水被害が予想されます。 

また、吉田川では、ほぼ同一流域面積の本川、善川、竹林川の三川が合流し、これらの洪水流

が中流部に集中し、三川合流後の河床勾配が緩やかなため、洪水時には水位が急上昇する特性が

あります。 

鳴瀬川は全川にわたり堤防は整備されていますが、全体的に必要な断面（堤防高や幅）が確保

されていない箇所が多いため、全川にわたって流下能力が低い状態です。吉田川は堤防の整備は

進んでいますが、河道の流下断面が計画上必要な断面に対して不足しているため、流下能力が低

く、下流から上流に向かうほど低くなっています。 

 

 

図 3-14 鳴瀬川流域地形特性図 
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図 3-15 閉鎖型地形の状況 
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図 3-16 流下能力達成度（R3(2021).3 時点）  図 3-17 堤防整備状況（R3(2021).3 時点） 

 

東北地方太平洋沖地震を踏まえた課題 

河川津波対策等 

平成 23 年(2011)3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波により、鳴

瀬川の河口部を含む太平洋沿岸域においては甚大な被害が発生しました。 

この災害を契機とし、河川津波については、洪水、高潮と並んで計画的に防御対策を検討す

べき対象として位置付けることが必要となっています。 

河川津波対策に当たっては、発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたら

す「最大クラスの津波」は、施設対応を超過する事象として住民等の生命を守ることを最優先

とし、津波防災地域づくり等と一体となって減災を目指すとともに、最大クラスの津波に比べ

て発生頻度は高く、津波高は低いものの、大きな被害をもたらす「計画津波」に対しては、津

波による災害から人命や財産等を守るため、海岸における防御と一体となって河川堤防等によ

り津波災害を防御することとされています。 

また、東北地方太平洋沖地震に伴う広域的な地盤沈下や津波による侵食により、河口部周辺

や河川堤防前面の地形が変化しており、高潮による波浪の打上げが増大することが想定される

等、高潮対策についても検討が必要になっています。 

鳴瀬川水系においても、こうした洪水や津波・高潮被害を最小限とするための目標を定め、

計画的な対策を実施していくことが必要です。 
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広域的な地盤沈下 

東北地方太平洋沖地震の発生に伴い、岩手県の北部から茨城県の太平洋沿岸の広い範囲で大

規模な地殻変動が発生しており、国土地理院発表の標高補正パラメータにより算出した地盤沈

下量は、鳴瀬川の河口部において平成 23 年(2011)4 月時点で約 40cm となっています。 

その後、地盤高は上昇し続けているものの未だ沈下前の地盤まで回復していない区域も存在

するため、今後も、洪水や内水の氾濫、高潮等における浸水リスクに対して、県や市町村と連

携し対策を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震前（平成 18 年度） 

地震後（平成 23 年(2011)4 月） 

鳴瀬川 

鳴瀬川 

図 3-18 広域的な地盤沈下による低平地の拡大状況 
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耐震・液状化対策 

東北地方太平洋沖地震により、東北地方から関東地方の広範囲にわたって河川堤防等が被災

し、直轄河川管理施設の被災箇所は 2,000 箇所を超えています。この中には、堤防機能を失す

るような大規模な被災も含まれており、過去の地震による堤防の被災と比較して、範囲も規模

も甚大なものとなりました。その後、東北地方太平洋沖地震による堤防の被災要因について様々

な検討がなされ、大規模な河川堤防の被災は、これまで、地震による堤防の被災要因として主

眼が置かれていなかった堤体の液状化による被災が多数発生していたことなどが明らかとなり

ました。 

今後は、東北地方太平洋沖地震による災害で得られた新たな技術的知見を踏まえた点検を行

った上で、河川管理施設の耐震・液状化対策を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-5 鳴瀬川左岸 30.3k 付近     写真 3-6 吉田川左岸 14.4k 付近 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（粘性土）圧密沈下

（堤体土）

地下水位

堤体内にゆるみ

（堤体土）

（基礎地盤＝粘性土）
地下水位

流動的な側方移動

（粘性土）

地下水位
（堤体土）

副次的な複数の亀裂
天端沈下堤体の亀裂

から噴砂

閉封飽和域の流動的な大変形

①新たに堤防の盛土を施工する際

は、十分な締め固めを実施 

②築堤後、年数の経過により基礎地

盤が圧密沈下し、堤体内部にゆる

みが発生 

③地震動により堤体内の間隙水圧

が上昇し液状化による大変形（法

面部の側方移動や法尻部のはら

み出し等）が発生 

［参考］東北地方太平洋沖地震で確認された堤防の液状化による被災過程 
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水門等の操作 

東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波により、河口部の堰・水門等、河川構造物が多数

損傷を受けました。 

また、水門、樋門・樋管等については、停電や地震によるゲート損傷等により、津波来襲時

に正常に操作できない施設があったほか、施設の操作にあたった水門等水位観測員が、来襲し

た津波により被災するという事例もありました。 

このため、津波来襲時に操作を行う必要がある河川管理施設については、安全で確実な操作

を行えるようにしていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-7 野蒜水門の被災状況 

堤防の整備状況 

堤防の量的整備 

鳴瀬川において、計画上必要な断面（堤防高や幅）が確保されている堤防の延長は、堤防整

備が必要な延長約 88.2km（両岸、ダム事業区間を除く）に対し、令和 3 年(2021)3 月末におい

て 52.6km(59.6%)となっています。また、計画上必要な断面（堤防高や幅）が不足している堤

防延長は 35.7km(40.4%)となっています。一方、吉田川において、計画上必要な断面（堤防高

や幅）が確保されている堤防の延長は、堤防整備が必要な延長が 66.3km（両岸）に対し、令和

3 年(2021)3 月末において 51.6km(77.8%)となっています。また、計画上必要な断面（堤防高や

幅）が不足している堤防延長は 14.1km(21.2%)、堤防未施工の延長は 0.6km（1.0%）となって

います。 

このため、引続き堤防の量的整備（堤防高や幅の確保）を進めていくとともに、維持管理を

考慮した堤防形状等を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-19 堤防整備状況（令和 3年(2021)3 月末時点） 
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なお、平成 23 年(2011)3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う津波が、鳴瀬川を

遡上し、さらに既設堤防を越流したことなどによって、堤防の決壊や水門等施設が被災しまし

た。 

これらの被災施設については、被災前の安全度を早急に確保するため、段階的に施設を復旧

してきたところであり、引き続き、これらの施設復旧に努めるとともに、地域の復興計画等と

整合を図りながら、津波・高潮を考慮した対策を行う必要があります。 

 

 

写真 3-8 被災前後の河口部の状況 

 

写真 3-9 津波による特殊堤の流出 

被災前 

（2007 年 11 月） 

被災後 

（2011 年 3月） 
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［参考］大正 2年(1913)8 月高潮の被害 

 

大正 2 年(1913)8 月 27 日石巻湾を襲った高潮は牡鹿郡各町村にとって有史以来の惨禍と言

われるほどの大変災であった。郡全体の死者 27 人、全壊及び流出家屋 720 棟、浸水家屋 3,346

戸、17,951 人の被害があった。この内石巻町の被害は死者 3 人、負傷者 61 人、全壊家屋 140

棟、半壊 85 棟、流出家屋 137 棟、浸水家屋 2,211 戸 11,275 人の被害があった。 

（出典：石巻市史） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中瀬東岸より撮影、海嘯のため明治 44 年(1911)竣工

の東内海橋は鋼管パイプ橋脚 2 組が波打つ被害を受

けた 

内海橋下流の中瀬を南から撮影、散乱する製材所の丸

太、全壊屋根にふとんを干している、人物の着衣は着

物に素足 

出典：「石巻の大正・昭和」（S63(1988).8.1 石巻日日新聞社
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堤防の質的整備 

鳴瀬川は過去に度重なる洪水により被災し、堤防はその経験に基づき拡築や補修が行われて

きた歴史があります。古い堤防は、築造の履歴や材料構成が異なることから堤体の強度が必ず

しも明確ではありません。 

このように堤防及び地盤の構造は様々な不確実性を有し、漏水や浸透に対して脆弱な部分も

あることから、必要な堤防の断面が確保されている箇所においても、詳細点検＊や平成 24 年

(2012)7 月九州豪雨災害の堤防決壊・越水被害等を受けて実施した緊急点検（表 3-4）のほか、

東北地方太平洋沖地震後の河川堤防の耐震対策に関する技術的知見も踏まえた地震等に対する

安全性の点検等の結果に基づき、機能の維持および安全性の確保を図るため、要対策区間にお

いて堤防の質的整備（耐浸透機能等の確保）を実施していく必要があります。 

平成 24 年(2012)7 月の九州の豪雨災害等を踏まえて全国的に堤防の緊急点検が行われ、鳴瀬

川・吉田川においても、被災履歴やこれまでの堤防点検結果等の既存データを活用しつつ再確

認し、堤防の浸透に対する安全性が不足する箇所、流下能力が不足する箇所、水衝部等の侵食

に対する安全性が不足する箇所を「対策が必要な区間」として公表しました。その後、関東・

東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）を契機に、上下流バランスや背後地の状況等を勘案の上、改め

て、概ね 5 年間で優先的に整備が必要な区間を設定し対策を実施してきました。今後も、堤防

の詳細な点検を実施するとともに、必要に応じて対策を図り、堤防の機能の維持および安全性

を確保していきます。 

 

 

 

 

 

図 3-20 堤防の開削断面 鳴瀬川 12.2km 左岸 

 

 

  

写真 3-10 堤防法崩れの状況 写真 3-11 漏水による水防活動の状況 

  

＊詳細点検：堤防の浸透に対する安全性を工学的見地から照査し、計画高水位に達するような高い水位が長時間継続した場

合における所要の安全性について点検。具体的には「土質調査」・「土質試験」の結果に基づき解析を行い「法

面のすべり破壊に対する安全性」「堤体及び基礎地盤のパイピング破壊に対する安全性」の観点から評価する。 

※ 平成 15 年(2003)宮城県北部地震で被災した堤防の本復旧時の開削状況 



3. 鳴瀬川の現状と課題 ～治水に関する事項～ 
 

57 

(単位：km)

堤防への浸透 パイピング

鳴瀬川 147.9 127.1 38.4 3.3 4.0 37.5 -

直轄河川

堤防延長
水系名 流下能力の

不足箇所

水衝部等の

侵食に対する

安全性

内訳

堤防の浸透に対する安全性
要対策延長(各

対策の重複除く）

点検対象

堤防延長

 

 

 

 

 

 

図 3-21 鳴瀬川詳細点検結果図(H22(2010).3)  図 3-22 吉田川詳細点検結果(H22(2010).3) 

 
表 3-4 鳴瀬川流域における河川堤防の緊急点検結果（平成 27 年(2015)12 月公表） 

 
 
 
 
 
 

  

吉田川

24.2km
62%

15.0km
38%

要対策区間

対策不要区間

鳴瀬川

18.9km
33%

38.0km
67%

要対策区間

対策不要区間
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［参考］過去の地震で実施した地盤改良等の効果 

 

宮城県北部を震源とする地震（平成 15 年(2003)）により被災を受けた鳴瀬川堤防において

は、大規模被災箇所の本復旧工法として、堤体全面切り返し＋地盤改良＋護岸＋ドレーン工

を組み合わせて実施しました。この区間では、東北地方太平洋沖地震時において被災は確認

されていません。 

また、宮城県沖地震（昭和 53 年(1978)）での災害復旧において、川表に遮水矢板、川裏の

り尻の基礎地盤にクラッシャーランを施した名取川右岸閖上地区堤防では、東北地方太平洋

沖地震での被災は確認されていません。さらに、宮城県沖地震で被災し、原形復旧を行った

北上川橋浦地区の一部区間では、事前の予防対策として押さえ盛土及びグラベルドレーン工

を耐震対策として施しました。この区間に連続する上下流堤防は被災しているものの、対策

実施箇所の被災はクラック程度と軽微でした。 

なお、管内直轄河川では、兵庫県南部地震（平成 7 年(1995)）を契機に予防対策として堤

防の耐震対策を約 1.6km 区間で実施していましたが、津波により崩壊した北上川 2.7k～

3.3km 区間を除けば、鳴瀬川右岸 0.7k～1.05km 区間（SCP 工法）、名取川右岸 0.7k～0.9km

区間（押さえ盛土工法）の被災も軽微でした。 

以上より、施工箇所の条件に応じて地震による堤防変形の主要因となる液状化層の改良或

いは変形抑制対策を施した箇所では、東北地方太平洋沖地震で効果を発揮したことが確認で

きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-23 鳴瀬川左岸二郷地区（13.4k） 

 

 

 

 

 

図 3-24 鳴瀬川左岸二郷地区（13.4k付近）本復旧断面 

（平成 15年(2003)宮城県北部を震源とする地震） 

 



3. 鳴瀬川の現状と課題 ～治水に関する事項～ 
 

59 

内水被害 

洪水による本川水位の上昇に伴う流入支川への逆流防止のために、樋門・樋管＊や水門等を閉

めることによって、支川からの水が本川に排水できなくなり、支川合流部付近で生ずる氾濫を内

水氾濫と呼びます。近年では関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）や令和元年東日本台風（令

和元年 10 月洪水）において、支川からの水が本川に排水できなくなり内水氾濫による被害が発

生しています。また、外水被害＊を防止するため堤防の整備を行うほど内水被害対策が必要であ

り、鳴瀬川のような低平地河川ほど重要となります。内水氾濫による被害を防ぐためには、流出

を抑制するための対策と共に、支川・排水路等の管理者と連携した排水機場＊や自然排水＊による

対策が必要です。 

また、内水氾濫が発生した場合、関係機関と連携した排水ポンプ車の機動的な運用により、内

水被害を軽減するための対策も進めていく必要があります。 

なお、東北地方太平洋沖地震においては、排水ポンプ車を全国から応援要請し、内水排除を実

施するとともに、河口部周辺地域に対して浸水リスクマップ等による情報提供を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-25 内水が発生する原因 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-12 内水被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-13 東北地方太平洋沖地震に伴う津波による浸水対応状況（排水ポンプ車） 
＊樋門・樋管：取水または排水等のため、堤防を横断して設けられ、洪水時はゲートを全閉し、河川からの逆流を防止する施設。 
＊外水被害：内水被害の対語として、河川の氾濫を「外水被害」という。 
＊排水機場：洪水時に堤内地の支川または排水路等の流水をポンプにより、本川へ強制的に排水し、堤内側の内水被害を軽減する施設。 
＊自然排水：洪水後に堤内地の流水を樋門・樋管等により堤外地へ自然に排水すること。 

中下地区 浜市地区 
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河道の維持管理 

河川管理施設の管理 

鳴瀬川の大臣管理区間 92.46km には、河川管理施設＊として、堤防、護岸＊、樋門、堰等が整

備されていますが、常に施設の機能が発揮できるように、巡視や点検等により維持管理を行う

ことが必要です。 

 

1) 堤防・護岸の管理 

堤防は、降雨による浸透や、洪水や地震等の自然現象、イタドリ等有害植生の繁茂による

法面の裸地化＊、モグラ穴など、常に変形・損傷等を受け易い状況下にあります。 

また、護岸は施工後の時間経過等による老朽化・劣化や、度重なる出水や地震による損傷

が生じる危険があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-14 イタドリ繁茂状況    写真 3-15 イタドリ除草後の裸地化状況 

2) 樋門・樋管等の管理 

河川に設置される樋門・樋管等は、主としてその設置主体と設置目的により、河川管理施

設と許可工作物＊に区分され、河川による公共利益や地域の安全のために欠くことのできない

機能を有する施設です。 

表 3-5 樋門・樋管等の設置状況（令和 3年(2021)3 月末時点） 

 堰 水門 排水機場 樋門・樋管 陸閘
りくこう

※ 

大臣管理区間 4 ヶ所 3 ヶ所 6 ヶ所 55 ヶ所 5 ヶ所 

※陸閘：堤防などに車両、人の通行が可能なように設けた門扉 

※河川（ダム除く）の大臣管理区間を対象 

 

 

 

 

 

＊河川管理施設：河川管理者が管理する堤防、護岸、樋門、堰などで、河川の流量や水位を安定させたり、洪水による被害防

止などの機能を持つ施設のこと。  
＊護岸：流水等に対し、堤防の保護や河岸侵食の進行を防止することを目的に設置されている施設。 
＊裸地化：堤防の法面を覆う植生が無くなること。堤防の耐侵食性機能低下の要因となる。 
＊許可工作物：流水を利用するため、あるいは河川を横断する等のために河川管理者以外の者が許可を得て設置する工作物。 
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樋門・樋管は、地盤沈下、洪水や地震などによる施設の変状、周辺部の空洞化等が生じる

恐れがあります。特に、鳴瀬川では中・下流部の堤防が軟弱地盤に設置されているため、施

設本体の取水・排水機能などを維持することの他に、空洞化による漏水の発生など堤防の安

全性を脅かすことのないように維持管理する必要があります。また、ゲート操作に係わる機

械設備及び電気施設については、洪水時にその機能を発揮することが必要です。 

樋門・樋管等の河川管理施設の操作については、水門等水位観測員の高齢化、局所的な集

中豪雨、津波への対応などにより、操作頻度の増加や確実な操作や水門等水位観測員の安全

確保が必要となります。このため、監視・操作環境向上のための操作上屋の設置や管理の効

率化のためのゲートの無動力化に加え、河川情報システムや光ファイバーケーブルを活用し

た遠隔監視・操作化等、河川管理の高度化による迅速、確実な対応が重要となります。 

また、河口部においては、東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波による被害を踏まえ、

被害の軽減を図るとともに、水門等水位観測員の安全確保や迅速・確実な操作のため、水門

等の自動化・遠隔監視・操作化を推進することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-26 空洞化発生のメカニズム 

樋門・樋管等の河川管理施設は、設置後 20 年以上経過したものが約 8 割を占め、老朽化が

進み、更新時期も重なることから、施設の重要度、老朽化等の度合いに応じた効率的な維持・

管理が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

函体下の空洞の 

発生 

支持地盤 

堤防盛土に伴う 

地盤の圧密沈下 

抜け上がり 

函体脇のゆるみ 

（昭和50年代以前に施工された樋管は杭基礎方式により 

施工されているため空洞化が発生しやすい） 

抜け上がりに伴う川前護岸の目地の開き抜け上がりに伴う川前護岸の目地の開き

 堤防空洞化状況  
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未満
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所

設置後20年を経過62箇所

現在(R3.3末)の河川管理施設73箇所

写真 3-16 鈴根五郎排水機場 

(昭和 55 年(1980)完成) 

図 3-27 樋門・樋管等の河川管理施設 

の設置箇所数 
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表 3-6 許可工作物設置状況（令和 3年(2021)3 月末時点） 

 堰 揚・排水機場 樋門・樋管 橋梁 

大臣管理区間 3 ヶ所 36 ヶ所 44 ヶ所 49 ヶ所 

 

また、大臣管理区間内の許可工作物として、道路、鉄道橋梁等の横断工作物や樋門、樋管

等の河川管理者以外が設置する占用施設が設置されており、その施設が治水上悪影響を及ぼ

すことのないよう、河川管理者として監視し、適切に指導していくことが必要です。 

  

河道の管理 

1) 河道管理 

経年的な土砂堆積によって中州が発達する

と、流下能力が低下し、洪水時の水位上昇につな

がります。また、出水による土砂堆積や流木は、

河川管理施設の機能に支障を及ぼす場合があり

ます。このため、流下能力維持と河川管理施設の

機能維持の観点から、土砂撤去などの対応を図

る必要があります。 

また、低水路＊にある砂州は、樹林化が進行す

ることにより、中小洪水程度では移動しない箇

所が発生する場合があります。このような箇所

では、低水路が狭くなり局所的な河床低下が発

生しやすいため、護岸等の河川管理施設への影響が懸念されます。今後は、砂州の樹林化に

より低水路が固定化しないよう適切に河道の管理を行うとともに、必要に応じて施設の機能

を維持するための対策を実施する必要があります。 

 

2) 樹木管理 

河道内樹木が繁茂すると、河道の流下能力が低下し、

洪水時の水位上昇につながります。 

また、洪水時の流木は橋梁等に被害を生じさせる恐れ

もあります。 

河川管理上の支障となる樹木や河川管理施設に悪影

響を与える樹木についても樹木の有する治水上及び環

境上の機能等に配慮しつつ管理することが必要です。 

 

  

写真 3-18 河道内樹木の発達状況 

（吉田川、平成 18 年 10 月洪水） 

＊低水路：河道の中で常に水が流れる部分 

写真 3-17 鳴瀬川の低水路砂州の状況 



3. 鳴瀬川の現状と課題 ～治水に関する事項～ 
 

63 

不法占用、不法投棄等の防止と河川美化 

高水敷などの河川区域に、一般家庭ゴミや自動車など様々なものが不法投棄されています。

これらは河川環境の悪化につながるだけでなく、洪水流下の支障となる恐れがあることから、

河川巡視やCCTV等の活用により、不法投棄防止のための監視体制を強化する必要があります。 

また、住民一人一人のモラルの向上を図っていくためにも、河川美化の推進に向けた地域住

民との連携を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-19 高水敷への不法投棄状況 

 

 

 

 

 

 

写真 3-20 川への不法投棄状況      写真 3-21 不法投棄物の回収状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-28 鳴瀬川水系の不法投棄発生件数 
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危機管理対策 

洪水・高潮対策 

河川の改修や洪水調節施設の整備が進み、洪水や高潮による氾濫被害が減少する中で、時間

の経過とともに、沿川の人々の洪水や高潮に対する危機意識が希薄化する傾向があります。 

その一方、近年頻発している短時間の集中豪雨や局所的な豪雨による水位上昇速度の変化等、

計画規模や整備途中段階で施設能力を上回る洪水に対しては、高齢化による要援護者の増加や、

社会状況を踏まえた地域の共助体制の確立が必要とされている中で、ハード的な施設整備や行

政だけでの対応には限界があります。このため、河川が氾濫した場合の被害をできるだけ軽減

するために、行政・住民・企業等の各主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫

した場合でも被害の軽減を図るための、避難や水防等の事前の計画・体制、施設による対応が

備えられた水防災意識社会再構築ビジョンに基づく大規模氾濫時の減災対策協議会を設立しま

した。この他にも河川水位情報等の防災情報提供や日々の防災意識啓発、災害時要援護者への

対応等、ソフト対策を行うことにより沿川住民の自己防災意識の啓発を図り、住民自らが判断

できる情報提供を行うことが必要になってきます。また、防災情報の提供にあたっては、リア

ルタイム情報の提供や正確性のほか、実際の避難行動に結びつくわかりやすい情報が必要です。 

洪水や高潮時の避難においては、洪水ハザードマップによる情報提供が効果的です。現在、

鳴瀬川大臣管理区間における洪水ハザードマップは全ての市町村（4 市 7 町 1 村）で公表され

ていますが、今後は、県や市町村の防災機関との連携強化、地域住民の危機管理意識向上へ向

けた取り組みなどを推進し、洪水ハザードマップの内容の充実や想定最大規模の洪水ハザ－ド

マップへの更新、普及・活用への支援を継続して実施していく必要があります。また、水防協

力団体等との連携により、避難勧告等に着目したタイムライン（時系列の防災行動計画）の策

定を進めるとともに、洪水時において迅速に対応できる体制をより一層強化するため、水防活

動拠点等の整備を進める必要があります。 

 

地震･津波対策 

鳴瀬川流域では昭和 37 年(1962)（マグニチュード 6.5）及び昭和 53 年(1978)（マグニチュー

ド 7.4）に発生した宮城県沖地震など頻繁に地震被害が発生してきました。 

近年でも平成 15 年(2003)7 月に発生した「宮城県北部を震源とする地震」は、マグニチュー

ド 6.4、震度 6 強を記録し、宮城県内で負傷者 675 人、住宅全壊 1,115 棟、住宅半壊 3,078 棟

などの被害＊をもたらし、堤防、高水護岸等の河川管理施設 47 箇所が被害を受けました。 

また、平成 23 年(2011)3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、我が国の観測史上

最大のマグニチュード 9.0 という巨大な地震と津波により、広域にわたって大規模な被害が発

生した未曾有の災害となり、河川管理施設等も大規模な被害を受けました。 

地震調査研究推進本部（事務局：文部科学省）の長期的評価（平成 24 年(2012)1 月 1 日現在）

によると、平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震の発生に伴い、その震源である三陸沖

中部、宮城県沖、三陸沖南部海溝寄り、福島県沖等では、今後も M7 を超える余震が発生する

可能性があるとされており、宮城県沖では、今後もより高い確率で地震の発生が想定されるこ

とから、今後の地震に備え、被災状況・津波遡上状況等の情報収集・情報伝達手段の確保、迅

速な巡視・点検並びに円滑な災害復旧作業に向けた体制の強化を図る必要があります。 

＊ 被災状況は、「宮城県北部を震源とする地震（第 39 報）」消防庁ホームページより 

＊ 想定被害は、「第三次地震被害想定調査報告書」より 
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図 3-29 平成 15 年(2003)7 月宮城県北部を震源とする地震による被災状況 

 

  

 

  

 

写真 3-22 平成 23 年(2011)3 月東北地方太平洋沖地震による被災状況 

鳴瀬川右岸 13 ㎞付近 

鳴瀬川右岸0.0ｋ付近 津波による堤防流出 鳴瀬川左岸11.4ｋ付近 地震による天端沈下 

鳴瀬川左岸30.3ｋ付近 地震による堤防沈下 吉田川左岸14.7ｋ付近 地震による堤防天端クラック 
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図 3-30 鳴瀬川の沖積層 

 

沖積層 

【沖積層】 

第四紀末の最終氷河期の海面低下期（約 2万年前の更新世末期）以降に堆積した地層 

鳴瀬川沿いに沖積層（主にレキ、砂及び泥）が分布し、軟弱地盤となっているため、地震時に液状化が起こりやすい。 
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近年の豪雨災害で明らかとなった課題とこれまでの対応 

これまで、国土交通省では、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）による鬼怒川の堤防決壊

で、逃げ遅れによる多数の孤立者が発生したことを受け、河川管理者をはじめとする行政や住

民等の各主体が「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するも

の」へと意識を改革し、社会全体で洪水氾濫に備える「水防災意識社会」を再構築する取り組

みを進めてきました。平成 28 年(2016)8 月には北海道や東北地方を相次いで台風が襲い、東北

地方の県管理河川の氾濫被害で要配慮者施設の入居者が逃げ遅れにより犠牲になられたことを

受け、平成 29 年(2017)5 月に水防法を改正し、河川管理者・都道府県・市町村等で構成し減災

に向けた目標の共有や対策の推進に取り組む協議会制度を法定化等するとともに、同年 6 月に

は概ね 5 年間で実施する各種取り組みの方向性や進め方等を「「水防災意識社会」の再構築に向

けた緊急行動計画」（以下、緊急行動計画という。）としてとりまとめ、都道府県が管理する中

小河川も含めた全国の河川における「水防災意識社会」を再構築する取り組みを加速させてき

ました。 

このような中、近年発生した平成 30 年 7 月豪雨や平成 30 年台風第 21 号等では、これまで

に整備した堤防、ダム、砂防堰堤、防潮水門等が確実に効果を発揮し被害を防止・軽減した一

方で、長時間にわたる大雨による水害・土砂災害の複合的な発生や、社会経済活動に影響を及

ぼす広域的な被害の発生、ハザードマップ等のリスク情報が住民の避難につながっていない等

の課題が明らかとなりました。 

これらの課題に対応するため、洪水氾濫や内水氾濫、土石流等の複合的な発生等に対応する

「事前防災ハード対策」や、発災等の応急的な退避場所の確保等の「避難確保ハード対策」、地

区単位の個人の避難計画作成をはじめとする「住民主体のソフト対策」を推進するための「緊

急行動計画」を改定し、大規模氾濫減災協議会の場を活かし、行政以外も含めた様々な関係者

で多層的かつ一体的に推進し、「水防災意識社会」の再構築をさらに加速させる必要があります。 

 

施設の能力を上回る洪水等への対応 

関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）では吉田川の本川及び支川で越水、溢水による家屋浸

水が発生し、甚大な被害が発生しました。 

今後も施設の能力を上回る洪水による水害が起こりうることから、行政・住民・企業等の各

主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫した場合でも被害の軽減を図るための

避難や水防等の事前の計画・体制、施設による対応が備えられた社会を構築していく必要があ

ります。 

被害を軽減するための対策として、河川防災ステーション、水防拠点等の施設整備、河川

情報伝達システム、浸水想定区域図の公表とこれに伴う関係する地方公共団体の洪水ハザ

ードマップ作成支援等のソフト対策を推進しています。さらに、関東・東北豪雨（平成27年

9月洪水）を契機に、ソフト対策を活かし、人的被害や社会経済被害を軽減するための施設によ

る対応（以下「危機管理型ハード対策」という。）を実施することとしました。具体的には、水

害リスクが高いにも関わらず、当面の間、上下流バランスの確保等を図る必要があることや財

政等の制約もあることから、氾濫の危険性が高い区間などについて、平成28年度から概ね5年間

で、越水等が発生した場合でも決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する
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対策を優先的に行う区間を設定しています。 

これらのことから、従来からの洪水を安全に流すための施設による対応に加え、施設能力を

上回る洪水を想定し、大規模氾濫被害の最小化に向けて、流域のあらゆる関係者が協働してハ

ード対策とソフト対策を一体的・計画的に実施する必要があります。 

       表 3-7 優先的に整備が必要な区間                表 3-8 堤防構造を工夫する対策区間 

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。 

気候変動の影響等による課題 

近年、我が国においては、時間雨量 50mm を超えるような局地的な集中豪雨の発生件数が増

加し、「線状降水帯」と呼ばれる積乱雲が線状に次々と発生して集中豪雨に至る現象も全国各地

で頻発しています。さらに、短時間強雨や総雨量が数百ミリから千ミリを超えるような大雨が

発生し、全国各地で毎年のように甚大な水害が発生しています。 

地球温暖化に伴う気候変動の影響により、今後さらに、大雨や短時間強雨の発生頻度、大雨

による降水量の増大することが予測されています。また、平成 30 年 7 月豪雨においては、気象

庁が個別事象としては初めて、その背景要因として気候変動の影響に言及したところです。 

このように施設の能力を上回る極めて大規模な洪水等が発生する懸念が高まっているため、

気候変動に伴う水災害の激甚化・頻発化など、様々な事象を想定し、対策を進めていくことが

必要となっています。 

その一方で、年間の降水の日数は逆に減少しており、地球温暖化に伴う気候変動による無降

水日数の増加や積雪量の減少など、渇水が頻発化、長期化、深刻化し、これまで以上の渇水被

害が発生することも懸念されています。このため、様々な事象を想定し対策を進めていくこと

が必要となっています。 

 

気候変動を踏まえた水災害対策のあり方 

これまで、社会資本整備審議会河川分科会においては、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪

水）で多数の孤立者が発生したことを受け、「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれな

い大洪水は必ず発生するもの」への意識を改革し、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」

を再構築する対策について答申され、さらには平成 30 年 7 月豪雨を受け、河川の氾濫や内水氾

濫、土石流や、それぞれの被災形態が複合的に絡み合って発生する災害に、ハードとソフトを

多層的に備える対策について答申され、順次、施策の充実が図られてきました。また、平成 30

年(2018)4 月より、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」において、将来における

気候変動による外力（災害の原因となる豪雨、洪水、高潮等の自然現象）増加量の治水計画等

での考慮の仕方やその前提となる外力の設定手法、気候変動を踏まえた治水計画に見直す手法

について具体的な検討を進める等、気候変動による影響について技術的な検討も進められてき

ました。 

（単位：km）  （単位：km）

全体実施延長 

（各対策の重複除く） 

内 訳 

 

全体実施延長 

（各対策の重複除く） 

内 訳 

堤防の浸透に対する安全性 

流下能力対策 侵食対策 天端保護 法尻保護 
浸透対策 パイピング対策 

38.4 3.3 4.0 37.5 － 12.2 6.6 9.8 
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このような中、令和元年(2019)10月に国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対して「気

候変動を踏まえた水災害対策のあり方について」が諮問され、同会長より河川分科会会長あて

に付託されました。 

これを受け、河川分科会は「社会資本整備審議会 河川部分科会 気候変動を踏まえた水災

害対策検討小委員会」を令和元年(2019)11 月に設置しました。その後、計 5 回の小委員会を開

催し、気候変動を踏まえた水災害のあり方としてとりまとめ、令和 2 年(2020)7 月に社会資本

整備審議会から答申がなされました。答申では、近年の水災害による甚大な被害を受けて、施

設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える水防災社会の再構築

を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関係機関が協働して流

域全体で行う、流域治水を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指すことなどが示されま

した。 

また、法的枠組により「流域治水」の実効性を高め、強力に推進するため、流域治水の計画・

体制の強化等について規定する「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（令和

3 年法律第 31 号。通称「流域治水関連法」）が整備され、令和 3 年(2021)11 月 1 日に全面施行

されました。 

 

水質汚濁対策 

鳴瀬川における近年の水質事故※の発生状況は、図 3-31 のとおりです。事故による油等の流

出などの水質事故がしばしば発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-23 善川油流出対策状況      図 3-31 鳴瀬川の水質事故発生状況 

鳴瀬川では、河川及び水路に関わる水質汚

濁対策に関する各関係機関相互の連絡調整

を図ることを目的に「江合川及び鳴瀬川水系

水質汚濁対策連絡協議会」を設置し、水質の

監視や水質事故発生防止に努めています。協

議会は国・県・消防・流域市町村で構成され、

水質汚濁に関する情報の連絡、調整及び水質

事故防止のための啓発活動を行っていく必

要があります。 

 

※各年の 1月～12 月の発生件数 

【水質汚濁対策連絡協議会に連絡があったもの】 

※水質事故：油や薬品等の河川への流入により水質が悪化するもの 
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土砂動態 

河道の河床高は近年安定傾向にありますが、今後の河川改修等の影響を確認していくため、

上流域からの土砂供給や河道内の堆砂状況等、土砂移動の把握のため河床変動状況のモニタリ

ングを行うなど、土砂動態を把握する必要があります。 

 

流域治水の推進 

近年の水災害による甚大な被害を受け、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社

会全体で洪水に備える「水防災意識社会」の再構築を進めてきました。今後、この取り組みをさ

らに一歩進め、気候変動による影響や社会の変化などを踏まえ、住民一人ひとりに至るまで社会

のあらゆる関係者が、意識・行動・仕組みに防災・減災を考慮することが当たり前となる、防災・

減災が主流となる社会の形成を目指し、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う持続可

能な「流域治水」の推進を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）により、甚大な被害が発生した鳴瀬川水系

吉田川においては、緊急的に実施すべき対策の全体像を明らかにした『吉田川・新たな「水害に

強いまちづくりプロジェクト」』に基づいて、国、県、関係市町村のみならず流域の様々な関係

者が連携しつつ、「流域治水」の考え方を取り入れた対策を集中的に実施しています。 

鳴瀬川水系河川整備計画では、目標に対し速やかに河川整備計画の達成を目指すとともに、集

水域と氾濫域を含む流域全体で、あらゆる関係者が協働して行う総合的かつ多層的な治水対策を

推進するため、関係者の合意形成を推進する取り組みの実施や、自治体等が実施する取り組みに

必要な支援を行っていきます。 

  

図 3-32 流域治水の推進 
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［参考］令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）を上回る規模の洪水や基本高水を超

過する洪水への対応 

図 3-33 「流域治水」の施策イメージ 

○河川整備の途上段階での施設規模を上回る洪水や、基本高水を超過する洪水に対しては、これまでも避難体制の強化など
様々な取組みを実施し、被害の最小化を図ってきたところ。

〇施設規模を上回る洪水や、令和元年東日本台風を上回る規模の洪水、基本高水を超過する洪水に対して、さらなる水位の低
下や被害の最小化を図るため、河川管理者として施設の運用技術の向上や堤防強化等の新たな取り組みを実施するとともに、
地元自治体、住民、河川管理者等が連携し、多層的な流域治水の取組を推進する。

令和元年東日本台風を上回る規模の洪水や基本高水を超過する洪水への対応

鳴瀬川流域での今後の取り組み例
(3)利水ダムの洪水調節

機能強化
・既存の利水ダム等において貯留水を事前
に放流し、洪水調節容量を強化することを
検討

(10)高台移転整備・移転支援
・住民の居住に適当でないと認められる区

域内にある住居の集団的移転を促進する
ことを検討

(14)市町村庁舎等の防災拠点の機能確保
・浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等の機能

確保に関する情報を共有し、耐水化、非常用電源等の
必用な対策については、各施設管理者において順次実
施していくことを検討

(4)水田貯留の促進
・水田の排水口に堰板を設置し、水

田に一時的に雨水を貯留すること
で水路への流出量の抑制を図るこ
とを検討

(7)山林の保水力向上
・森林整備・治山対策を適切に進め、
保水力をはじめとする森林機能の
維持・向上を図ることを検討

・山林の開発に対して一定の規制を
設けるなど森林機能の保全を図る
ことを検討

：流域自治体、河川管理者等の連携による流域治水の取組

(9)二線堤の整備
・二線堤等の盛土構造物を整備すること

により、河川堤防（本堤）が決壊して
氾濫が発生した場合における浸水範囲
の抑制を図ることを検討

・浸水範囲の抑制に効果があると認めら
れる盛土構造物、自然堤防等を「浸水
被害軽減地区」に指定し、その保全を
図ることを検討

(6)貯留施設の設置・支援
・開発に伴う流出量の増大に対して、

調整池を設置し雨水を一時的に貯
留することを検討

(5)水利施設の高度利用
・用排水路・ため池等の農業水利施

設において、予め水位を下げるこ
とにより洪水調節機能の増大を図
ることを検討

(11)宅地嵩上げ・高床化の支援
・浸水の実績区域や、浸水の想定される区

域に現存する建築物に対して嵩上げ、高
床化等の工事費用を助成することを検討

：河川管理者による取組

(13)マイ・タイムライン普及
促進

・洪水時の住民の円滑な避難行動のため、
マイ・タイムラインの作成を支援するこ
とを検討

(8)排水機場の増設・能力
強化・耐水化

・排水機場・排水門等の排水施設の
増設・能力強化により、湛水の速
やかな排除を図ることを検討

・既存の排水機場は、浸水時におい
ても稼働できる様に電源設備の嵩
上げ等の整備を検討

(12)災害危険区域の設定
・出水等による危険性が著しく高い区域を、
条例により「災害危険区域」として指定
することを検討

あらゆる

関係者が
協働して

行う

氾濫域

管理者
主体の

治水対策

河川区域

①氾濫をできるだけ防ぐための対策
②被害対象を減少
させるための対策

③被害の軽減・
早期復旧復興のための対策

集水域

都市部など
のエリアで

実施

全国で
流出抑制

対策を実施

一部の関係

者が流出抑
制対策を

実施

企業や住民も含めた

流域の関係者全員が
流出抑制対策を実施

管理者が
対策を実施

利水者も対策
に協力

住民等の主体的な

避難を推進

経済被害の軽減も
強力に推進

盛土構造物の設置、
既存施設の活用

などによる

浸水範囲の限定を推進

水災害リスクが

より低い区域への誘導
・住まい方の工夫を推進

流域治水の取組の考え方

＋
(1)施設の運用技術の向上
・降雨予測技術の向上を踏まえた洪水

調節施設の操作・運用の高度化を検討

(2)堤防強化
・洪水リスクを踏まえた堤防強化の

実施を検討

これまでの取組
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3.2 利水に関する事項 

3.2.1 河川水の現状と課題 

(1) 水利用の現状 

鳴瀬川流域では、古くから水不足に悩まされ、鳴瀬川中流堰下流地点の渇水流量は 17 年間

(平成 15 年~令和元年(2003~2019))で 2m3/s 以下は 1 ヶ年、4m3/s 以下は 4 ヶ年発生していま

す。 

また、吉田川落合地点の渇水流量は宮床ダム完成後 20 年間 (平成 12 年~令和元年

(2000~2019))で 1m3/s 以下は 1 ヶ年、1.5m3/s 以下は 7 ヶ年発生しています。 

鳴瀬川流域における現在の水利用は約 85％がかんがい用水に利用され、渇水時にはかんがい

用水の確保に大きな影響を与えています。 

このため、かんがい用水をはじめとする各用水の更なる安定供給を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-34 渇水流量の経年変化（鳴瀬川） 

※正常流量：河川の流水の正常な機能の維持に必要な流量 

※平成 14 年(2002)までの鳴瀬川中流堰下流地点の流況は近隣の野田橋水位流量観測所から流量を推定 

※平成 15 年(2003)以降の鳴瀬川中流堰下流地点の流況は鳴瀬川中流堰全放流量から取水量を減じて算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-35 渇水流量の経年変化（吉田川） 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

S
4
6

S
4
7

S
4
8

S
4
9

S
5
0

S
5
1

S
5
2

S
5
3

S
5
4

S
5
5

S
5
6

S
5
7

S
5
8

S
5
9

S
6
0

S
6
1

S
6
2

S
6
3

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

流
量

（
m

3
/
s）

鳴瀬川中流堰下流地点 渇水流量

渇水流量（H14以前推定値）

正常流量（かんがい期）

正常流量（非かんがい期）

正常流量：非かんがい期4.0m3/s

正常流量：かんがい期2.0m3/s

漆沢ダム完成

（S56.3）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

S
4
6

S
4
7

S
4
8

S
4
9

S
5
0

S
5
1

S
5
2

S
5
3

S
5
4

S
5
5

S
5
6

S
5
7

S
5
8

S
5
9

S
6
0

S
6
1

S
6
2

S
6
3

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

流
量

（
m

3
/
s）

吉田川落合地点
渇水流量

正常流量（かんがい期）

正常流量（非かんがい期）

正常流量：非かんがい期1.0m3/s

正常流量：かんがい期1.5m3/s

南川ダム完成

（S63.3）

宮床ダム完成

（H11.9）



3. 鳴瀬川の現状と課題 ～利水に関する事項～ 
 

 73

(2) 東北地方太平洋沖地震後の塩水遡上の状況 

東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下や津波による侵食等により河口部の地形が変化したた

め、塩水遡上範囲の拡大が懸念されましたが、最下流に設置している鳴瀬堰（鳴瀬川 4.8k 地点）、

若針潮止堰（吉田川 5.6k 地点）までは、到達していないことがその後の調査結果で確認できて

おります。現時点においては、塩水遡上による利水への影響は確認されていませんが、引き続

き今後もモニタリングの継続が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-36 鳴瀬川河口域の平均河床高の変化状況 

 

調査年月日 潮汐 潮時 
塩水遡上先端 
【鳴瀬川】 

塩水遡上先端 
【吉田川】 

H23(2011).4.27 小潮 満潮 1.3km 3.6km 

H23(2011).5.6 中潮 満潮 1.2km 3.5km 

H23(2011).5.20 大潮 満潮 3.2km 4.7km 

H23(2011).6.20 中潮 満潮 3.5km 4.6km 

H23(2011).8.1 大潮 満潮 3.0km 3.9km 

H23(2011).8.17 中潮 満潮 3.5km 4.7km 
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図 3-37 河口域の塩水遡上範囲 

写真 3-25 鳴瀬堰（鳴瀬川 4.8k 地点） 写真 3-26 若針潮止堰（吉田川 5.6k 地点） 

表 3-9 地震後の塩水遡上調査結果 

【平均河床高 震災前：H21(2009) 震災後：H23(2011)】
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3.3 自然環境に関する事項 

3.3.1 動植物環境 

鳴瀬川では、平成 2 年(1990)から実施している「河川水辺の国勢調査」等により多様な動植物

の生息・生育・繁殖が確認されています。特に鳥類の生息場として“ハクチョウやガン・カモ類

集団越冬地”が多く利用されています。 

ハクチョウやガン・カモ類集団越冬地の形成要因は、下記の要因が推定されます。 

① 河道特性：セグメント 2-2 の特性である流れが緩やかで水面が安定して水深も浅いため、

集団越冬地に適した湛水域が形成セグメント 2-2 の特性である砂・泥河床でハクチョウ

やガン・カモ類の餌となる貝類が生育し水深が浅いため、餌場に適している。 

② 植生特性：低水路（水面）を覆う樹木（木本地）が少なく、上空から広がった水面が確認

しやすいため、飛来地に適した環境植生の経年変化で安定傾向のヨシ原にはハクチョウ

やガン・カモ類の餌となる植物や水生昆虫の生態系が多いため、餌場に適している。 

③ 流況特性：越冬期（11～3 月）の流況は流量が少なく安定しているため、安定した越冬環

境に適している。 

このため、鳴瀬川・吉田川でマガンをはじめとするハクチョウやガン・カモ類集団越冬地（餌

場）などの生息場の保全・創出が必要です。ハクチョウやガン・カモ類集団越冬地の保全は、蛇

行による砂州及び浅瀬の確保が必要なため、河川整備にあたっては、みお筋の蛇行を維持させて、

砂州及び浅場を安定させることが課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-38 「河川水辺の国勢調査」におけるハクチョウやガン・カモ類の確認状況とブロック概要 

セグメント 2-2 
【ハクチョウやガン・カモ類集団越冬地が多い区間】 

●：ハクチョウやガン・カモ類集団分布地(H24(2012)) 

ハクチョウやガン・カモ類集団越冬地 

吉田川ブロック 

・昭和 61 年洪水を受け、「水害に強いまちづくりモデル事業」を展開 
・関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）を受け、遊水地を整備中 
・令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）で堤防決壊、新たな水害に強いまちづくりプロジェクト、

緊急治水プロジェクト実施中 
・ハクチョウやガン・カモ類の集団越冬地 

鳴瀬川ブロック 

・世界農業遺産「大

崎耕土」を活かし

た流域治水の取

り組み（田んぼダ

ム等） 
・ハクチョウやガ

ン・カモ類の集団

越冬地 
・生態系ネットワ

ークの形成が期

待される地域 
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(1) 河口部 

鳴瀬川の河口部は、オカヒジキなどの砂丘植物やオオクグなどの塩沼植物※が生育し、魚類を

捕食するウミネコ、ミサゴなどが生息するなど、河口部特有の生物相を形成しています。平成

24 年(2012)から平成 29 年(2017)に実施した被災域環境調査では、東北地方太平洋沖地震に伴

う地盤沈下・津波が生態系に与えた影響と震災前の生物相に概ね回復したことを確認しました。

その後も広域的な地盤上昇等により環境の変化が見られるため、引き続き「河川水辺の国勢調

査」で汽水環境や動植物の生息、生育、繁殖環境の変化についてのモニタリングが必要です。 

 

 

 

  
オカヒジキ オオクグ 

  
ウミネコ ミサゴ 

  
被災前河口部付近の状況 被災後河口部付近の状況 

写真 3-27 鳴瀬川の自然状況 

出典：「河川水辺の国勢調査」「被災域環境調査」北上川下流河川事務所 

＊塩沼植物：海水が入る河川の最下流部や内湾などに生育する耐塩性を持つ植物。 
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(2) 背割堤区間 

1km～10km 間の背割堤防は鳴瀬・吉田川の大きな特徴ですが、この区間の環境は、植生の

多様性が乏しく草本性の植物が大部分を占め、鳴瀬川と吉田川に囲まれて閉鎖された区間であ

ることからも、両生類・爬虫類・哺乳類等の生息密度が薄い地区となっています。 

  
写真 3-28 背割堤の状況 写真 3-29 背割堤防区間の植生状況 

出典：北上川下流河川事務所 
 

(3) 背割堤より上流の鳴瀬川 

鳴瀬川の高水敷は全域に亘り、ヨシ、ツルヨシ、オギ群落が大半を占めており、水際はこれ

らが抽水帯※を形成しており、魚類や昆虫類の生息地となるなど、多くの生物の生息基盤となっ

ています。下流から上流にかけてフナ類、コイ、アユ、オイカワ等の魚類が生息しています。 

また、水の流れの緩やかな深い箇所はハクチョウ、コガモ、マガモなど冬鳥の越冬場所とし

て利用されています。 

  
写真 3-30 鳴瀬川の高水敷の状況 写真 3-31 鳴瀬川の高水敷の植生状況 

  
写真 3-32 鳴瀬川の水際の状況 写真 3-33 鳴瀬川の水際の植生状況 

出典：北上川下流河川事務所 
 

(4) 背割堤より上流の吉田川 

吉田川はまとまりのある高水敷は少なく、ヨシ、オギ群落が大

半を占め、また、10km より上流ではマコモ・カサスゲ群落等、湿

地性植物が分布しています。中・上流部にはフナ類、ニゴイを始

め、ウグイ、オイカワ等の魚類が生息しています。湿地、沼地、ま

た、多くのワンドが点在していることから鳴瀬川水系の生態系を

支えるひとつの要素になっています。 

また、水の流れの緩やかな深い箇所はハクチョウ、コガモ、マ

ガモなど冬鳥の越冬場所として利用されています。  

ワンド 

本川 

写真 3-34 吉田川ワンドの状況 

出典：北上川下流河川事務所 

＊抽水帯：川岸から川の中へ移行する浅い水域に、水底に根を張り茎か葉の一部が水上に出ている植物が、群落を形成している区域。 
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表 3-10 鳴瀬川の注目すべき動植物 

重 

要 

種 

魚類 

スナヤツメ南方種、スナヤツメ類、ニホンウナギ、キンブナ、タナゴ、ドジョウ、ギバチ、ワカ

サギ、シラウオ、ミナミメダカ、クルメサヨリ、ヒモハゼ、アベハゼ、ジュズカケハゼ、エドハ

ゼ 

底生動物 

マルタニシ、オオタニシ、チリメンカワニナ、ツブカワザンショウガイ、ミズゴマツボ、ヒナタ

ムシヤドリカワザンショウガイ、ヨシダカワザンショウガイ、コシダカヒメモノアラガイ、モノ

アラガイ、ヒラマキミズマイマイ、トウキョウヒラマキガイ、ヌマガイ、ヒラマキガイモドキ、

カラスガイ、ウネナシトマヤガイ、ヤマトシジミ、マシジミ、サビシラトリガイ、オオノガイ、

ジャムシ、イトメ、ミドリビル、アナンデールヨコエビ、ヒヌマヨコエビ、アカテガニ、アリア

ケモドキ、キイロサナエ、ヒメサナエ、ナゴヤサナエ、キイロヤマトンボ、フライソンアミメカ

ワゲラ、イトアメンボ、コオイムシ、マルガタゲンゴロウ、キベリマメゲンゴロウ、コオナガミ

ズスマシ、ガムシ、ヨコミゾドロムシ、ケスジドロムシ、ゲンジボタル、アユミコケムシ 

植物 

ウマノスズクサ、サジオモダカ、コウガイモ、シバナ、イトモ、ホソバミズヒキモ、ノビネチド

リ、カキツバタ、ミズアオイ、ミクリ、ナガエミクリ、ヒメコウガイゼキショウ、ヌマアゼスゲ、

スナジスゲ、オオクグ、ニイガタガヤツリ、コツブヌマハリイ、ウキガヤ、アイアシ、ハマヒエ

ガエリ、ヒメバイカモ、アズマツメクサ、タコノアシ、レンリソウ、ハマナス、ナガボノワレモ

コウ、カラスノゴマ、オニシバリ、ハマハタザオ、ミズタガラシ、ヤナギヌカボ、ナガバノウナ

ギツカミ、サデクサ、ヌカボタデ、ホソバイヌタデ、ノダイオウ、ハマアカザ、コケリンドウ、

アイナエ、オオアブノメ、ゴマノハグサ、スズメノトウガラシ（広義）、シラゲヒメジソ、エゾニ

ガクサ、シロヨモギ、アワコガネギク、キタカミアザミ、ノニガナ、ハナウド 

鳥類 

ヒシクイ、マガン、オシドリ、トモエガモ、ヨシゴイ、チュウサギ、コサギ、イカルチドリ、シ

ロチドリ、オグロシギ、ツルシギ、タカブシギ、ハマシギ、オオセグロカモメ、ウミスズメ、ミ

サゴ、オジロワシ、オオワシ、チュウヒ、ハイタカ、オオタカ、アオバズク、コミミズク、ヤマ

セミ、チゴハヤブサ、ハヤブサ、コシアカツバメ、ノジコ、コジュリン 

陸上昆虫類 

ヒヌマイトトンボ、アオハダトンボ、マダラヤンマ、ナゴヤサナエ、クロマダラナガカメムシ、

ヒウラカメムシ、ハマベナガカメムシ、イトアメンボ、コオイムシ、ハイイロボクトウウラギン

スジヒョウモン、オオムラサキ、ナカシロオビエダシャク、スゲドクガ、キスジウスキヨトウ、

カギモンハナオイアツバ、マガリスジコヤガ、イチモジヒメヨトウ、アオバネホソクビゴミムシ、

ハマベミズギワゴミムシ、アカガネオサムシ本州亜種、セアカオサムシ、キバナガミズギワゴミ

ムシ、チビアオゴミムシ、イグチケブカゴミムシ、ヒョウタンゴミムシ、ナミハンミョウ、マル

ガタゲンゴロウ、シマゲンゴロウ、ケシゲンゴロウ、マルチビゲンゴロウ、オオミズスマシ、ミ

ズスマシ、コオナガミズスマシ、コガムシ、ガムシ、シジミガムシ、ヤマトモンシデムシ、ヤマ

トケシマグソコガネ、スナサビキコリ、オオルリハムシ、シラフヒョウタンゾウムシ、トビイロ

ヒョウタンゾウムシ、エゾアカヤマアリ、ヤマトアシナガバチ、モンスズメバチ、オオモンツチ

バチ、ニッポンハナダカバチ、アシジロヨコバイバチ、キアシマエダテバチ、クロマルハナバチ、

ナミルリモンハナバチ、ホソメンハナバチ、キヌゲハキリバチ、アカゴシクモバチ、ハイイロク

モバチ 

両生類 
アカハライモリ、ヤマアカガエル、トウキョウダルマガエル、ツチガエル 

爬虫類 
- 

哺乳類 
ヒナコウモリ科 

代 
表 
種 

魚類 
ゲンゴロウブナ、ギンブナ、マルタ、ウグイ、カマツカ、ニゴイ、ドジョウ、アユ、サケ、スズ

キ、ボラ、ウキゴリ、マハゼ、トウヨシノボリ類、ヌマチチブ 

鳥類 
コハクチョウ、マガモ、オナガガモ、コガモ、カワウ、アオサギ、ウミネコ、オオセグロカモメ、

トビ、ハシボソガラス、オオヨシキリ、スズメ、カワラヒワ 

哺乳類 
アズマモグラ、ハタネズミ、ホンドタヌキ、ホンドキツネ、ホンドイタチ 

出典：「河川水辺の国勢調査」「被災域環境調査」北上川下流河川事務所 

 

※［重要種の選定根拠］ 

天然記念物指定種（国、県）、「種の保存法」指定種、環境省レッドリスト（2020 年版）掲載種、 

宮城県レッドリスト（2021 年版）掲載種 

※種の並びは、「河川水辺の国勢調査のための生物リスト」に準拠した。 

代表種：河川環境で継続的に確認されている種、確認個体数が多い種 
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アユ ニゴイ ホソバイヌタデ 

   
タコノアシ コハクチョウ オオルリハムシ 

写真 3-35 鳴瀬川の注目すべき動植物 
出典：「河川水辺の国勢調査」北上川下流河川事務所 

 

(5) 外来種 

平成 24 年(2012)（植物）・30 年(2018)（魚類）・令和 2 年(2020)（哺乳類、両生類、爬虫類）

の河川水辺の国勢調査では、特定外来生物であるブルーギル、オオクチバス、コクチバス、ウ

シガエル、アレチウリ、オオハンゴンソウが確認されており、在来種への影響が懸念されます。 

そのため、鳴瀬川在来の動植物を保全するため、外来種の拡大対策を総合的に進める必要が

あります。 

  
コクチバス ウシガエル 

  
アレチウリ オオハンゴンソウ 

写真 3-36 鳴瀬川で確認された特定外来生物 

出典：「河川水辺の国勢調査」北上川下流河川事務所 
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(6) 東北地方太平洋沖地震後における河口域の動植物環境 

鳴瀬川の河口域は、砂丘植物・塩沼植物群落やヨシ群落、エドハゼ等が生息・生育する特有

の生物相が形成されていましたが、東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下や津波による侵食等

で地形や底質が変化するなど、動植物の生息・生育・繁殖環境に変化が生じました。 

震災直後（平成 23 年(2011)10 月～11 月）の調査では、ヨシ群落と砂丘・塩沼植物群落など

が部分的に消失している状況となっていましたが、平成 29 年(2017)の調査では砂州の再形成、

ヨシ群落と塩沼植物群落の回復が確認されています。 

今後は、河口部の地形や水質等の変化やそれに伴う動植物の生息・生育・繁殖環境の変化状

況を河川水辺の国勢調査により調査を継続し、河口域の河川環境を把握し、必要に応じて保全

措置を講ずる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-37 地震後の河口部環境変化の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-38 震災前の河口部(H20(2008).7)  写真 3-39 震災後の河口部(H25(2013).5) 

 

 

 

 

砂丘植物群落(ﾊﾏ

ﾆﾝﾆｸ・ﾊﾏｴﾝﾄﾞｳ・ｺ

ｳﾎﾞｳﾑｷﾞ・ｲﾇｲ)、 

塩沼植物群落(ｼｵ

ｸｸﾞ)、ヨシ群落 

ヨシ群落、 

ハマナス群落 

ヨシ群落、塩沼植物

群落(ｼｵｸｸﾞ)の回復 

砂州が再形成 
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3.3.2 水質 

(1) 鳴瀬川流域の水質環境基準 

鳴瀬川は筒砂子川合流点より上流が AA 類型、筒砂子川合流点より大崎市上水道取水地点ま

でが A 類型、大崎市上水道取水地点より下流が B 類型となっています。 

吉田川は魚板橋より上流が A 類型、魚板橋より下流が B 類型となっています。 

 

 

 

※達成期間：イ 直ちに達成 ロ 5年以内で達成 

図 3-39 鳴瀬川水質環境基準 
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水系名 水　域　の　範　囲
該当
類型

達成
期間

告　示
年月日

鳴瀬川
鳴瀬川上流（筒砂子川合流点より上流（流入する支川を含む。
ただし、漆沢ダム全域に係る部分を除く））

AA イ S47.4.28

鳴瀬川中流（筒砂子川合流点より大崎市鹿島台木間塚地内大崎
市上水道取水地点まで（流入する支川を含む。））

A イ 〃

鳴瀬川下流（大崎市鹿島台木間塚地内大崎市上水道取水地点よ
り下流）

B イ 〃

吉田川上流（魚板橋より上流（流入する支川を含む。ただし、
南川ダム全域に係る部分を除く。））

A イ S48.5.29

吉田川下流（魚板橋より下流（流入する支川を含む。）） B ロ 〃
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(2) 鳴瀬川の水質 

鳴瀬川の水質について、水の汚れを代表的に判断できる BOD（75%値）＊は環境基準を概ね

満足しており、今後も水質の保全に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-40 鳴瀬川の水質（BOD） 
※昭和 53 年(1978)から観測開始 

※昭和 55 年(1980)は欠測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-41 吉田川の水質（BOD） 

※昭和 42 年(1967)から観測開始 

 

 

 

  

＊BOD75%値：年間を通して 4分の 3 の日数はその値を超えない BOD 値を表すもので、BOD の環境基準に対する適合

性の判断を行う際に用いられる。 

（出典：北上川下流河川事務所水質分析結果） 
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3.3.3 景観 

鳴瀬川流域の特徴的な景観としては、先ず船形

連峰が挙げられます。 

県立自然公園船形連峰は、船形山を主峰とし

て、前船形山、蛇ヶ岳、三峰山、後白髪山、泉ヶ

岳などの群峰を有する広大な山岳公園となって

います。多くの山々が織りなす、すぐれた山岳景

観に加えて鏡ヶ池、鈴沼、桑沼、白沼などの湖沼

や渓谷、色麻の大滝、薬莱山や七ツ森の火山岩頭

など、変化に富んだ特色ある風景地がたくさん見

られます。 

さらに、ハイマツ低木林、亜高山性落葉広葉低

木林、ブナ低木林、ブナ林などの原生的な自然が

残されており、豊富な植物を育んでいます。 

また、鳴瀬川流域は、約 240km2にも及ぶ我が

国有数の広大な穀倉地帯を有しており、いわゆる

田園風景が広がる特徴的な景観を呈しています。 

今後も、これらの豊かな河川・水辺環境を保全・

創出していく必要があります。 

  

写真 3-41 鳴瀬川と大崎平野 
（出典：北上川下流河川事務所資料） 

写真 3-40 県立自然公園船形連峰を 
代表する船形山 

（出典：宮城県ＨＰ） 
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3.4 河川の利用に関する事項 

鳴瀬川は、流域に暮らす人々の生活・産業・

歴史・文化・経済などを支え育んできた川でも

あります。釣りやスポーツ、レクリエーション

利用等のレジャー活動など、多様な形態で利用

されてきた鳴瀬川の姿を、後世に継承していく

必要があります。 

これまでに整備した施設を適正に維持管理

するとともに、利用者の要請・要望等を把握し

つつ、河川利用の促進や親水性の向上を進める

必要があります。 

 

3.5 地域との連携に関する事項 

地域と連携した活動は、洪水時や渇水時の被害を軽減するためのソフト対策や東北地方太平洋

沖地震等の災害の記録や教訓の伝承、良好な河川環境の整備・保全、維持管理において、必要不

可欠な要素となっており、鳴瀬川では、河川を基軸とした地域づくりや河川をフィールドとした

地域活動が行われています。 

鳴瀬川流域の地域連携・交流の促進、河川環境保全意識の高揚等を図ることを目的とし、河川

に関する情報の収集・提供、人材育成等の活動、河川環境整備といった地域づくり活動に取り組

んでいます。 

今後は、河川防災ステーションや水辺の学習広場を活用し、河川に関する情報を地域住民と幅

広く共有し、防災学習、河川利用に関する安全教育、環境教育等の充実を図るとともに、住民参

加による河川清掃、河川愛護活動等を推進する必要があります。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-43 水生生物調査 

図 3-42 河川空間利用実態調査結果（R1(2019)） 

水生生物調査 

【吉田川上流部】 

水生生物調査 

【下伊場野水辺の楽校】 
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4. 河川整備の目標に関する事項 
4.1 洪水・高潮、津波等による災害の発生の防止または軽減に関する目標 

4.1.1 目標設定の背景 

鳴瀬川では古くから洪水被害に見舞われており、特にカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）、ア

イオン台風（昭和 23 年 9 月洪水）、昭和 61 年 8 月洪水、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）

及び令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）においては、甚大な被害が発生しました。 

これに対して、順次、堤防整備等の河川改修を進めてきましたが、現在の治水安全度は未だ十

分ではなく、戦後の代表洪水であるカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）や令和元年東日本台風

（令和元年 10 月洪水）と同規模の洪水が発生した場合には、甚大な被害が生じることが予想さ

れます。河川整備計画の目標は河川整備基本方針の目標安全度に比べると低いところにとどまっ

ているとともに、今後気候変動の影響による降雨量の増大が予測されている状況にあることから、

河川整備計画の見直しを行い、河川整備を加速することが必要です。 

また、計画規模を上回る洪水や、整備途上において、施設の能力を上回る洪水が発生すること

を前提に、流域全体のあらゆる関係者が協働して、ハード・ソフト一体で多層的に治水対策に取

り組む「流域治水」を推進する必要があります。 

また、平成 23 年(2011)3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、我が国の観測史上最大

のマグニチュード 9.0 という巨大な地震と津波により、広域にわたって大規模な被害が発生した

ため、これを契機として、さまざまな検討が進められてきています。  

鳴瀬川水系においても、こうした洪水や津波・高潮被害を最小限とするための目標を定め、計

画的な対策等を実施していくことが必要です。 
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4.1.2 整備の目標 

(1) 激甚化・頻発化する洪水への対応 

洪水による災害発生の防止及び軽減に関しては、近年の気候変動の影響による降雨量の増大

を考慮するとともに、鳴瀬川と吉田川の治水安全度のバランスを考慮し、『鳴瀬川では戦後の代

表洪水であるカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）に対して気候変動の影響を考慮した規模の洪

水、吉田川では近年最大の洪水である令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）と同規模の洪

水が発生しても、被害を防止する』ことを整備の目標とします。 

この目標を達成するための治水対策として、鳴瀬川及び吉田川の各主要地点における目標流

量と河道への配分流量を定め、適切な河川の維持管理も考慮した堤防整備、河道掘削、洪水調

節施設の整備（ダムの建設、遊水地）等を計画的、効率的に実施します。 

また、本川及び支川の整備にあたっては、本川下流部の進捗を十分に踏まえつつ、上下流の

治水安全度のバランスと旧北上川・江合川の治水対策も考慮し、水系一貫した河川整備を行い

ます。 

なお、本整備計画により、各ブロックにおける流域全体のリスクは低下するものの、目標を

上回る洪水は必ず発生することを考え、その際のリスクの状況も踏まえ、地域の水災害リスク

を低減させるために減災対策の充実を図ることを検討していきます。 

表 4-1 基準地点における整備計画目標及び河道への配分流量 

河川名 地点名 地先名等 
河道配分流量 

［整備計画目標流量］ 
目標とする洪水規模 

鳴瀬川 三本木 
宮城県大崎市 
三本木町大谷 

3,200 m3/s 
［3,800 m3/s］ 

カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水） 
に対して気候変動の影響を考慮した 

規模の洪水※ 

吉田川 落合 
宮城県黒川郡 
大和町鶴巣 

1,600m3/s 
［2,000m3/s］ 

令和元年東日本台風 
（令和元年 10 月洪水） 

※カスリン台風（昭和 22 年 9月洪水）の降雨量を 1.1 倍した場合の流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 基準地点における整備計画目標及び河道への配分流量 
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河道配分流量：整備計画で対象とした洪水規模において、洪水調節施設による調節後の流量 
整備計画目標流量：整備計画で対象とした洪水規模において、氾濫や洪水調節がないと想定した場合に流れる流量 
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(2) 施設の能力を上回る洪水等への対応 

鳴瀬川水系河川整備計画により、堤防決壊による氾濫後のリスクや被害の軽減が図られるも

のの、施設の能力を上回る洪水や整備途上においても洪水等は必ず発生することを踏まえ、人

命・資産・社会経済の被害をできる限り軽減することを目標に、施設の構造や運用等を工夫す

るとともに避難対策や減災対策も併行して取り組みます。 

具体的には、関係機関と連携して、ハザードマップや過去の浸水実績等を水害リスク情報と

して住民へ周知するなど、住民等の的確な避難等に資する取り組みを推進し、地域全体の危機

管理体制の強化を図ります。 

また、「社会経済被害の最小化」実現のため、的確な水防活動の推進、迅速な応急活動の実施、

水害リスクを考慮したまちづくり・地域づくりの推進を図ります。 

さらに、「鳴瀬川等流域治水協議会」や「鳴瀬川等大規模氾濫時の減災対策協議会」による取

り組みにより、平常時からの防災意識の向上に努めるとともに、施設能力を上回る洪水等を想

定したハード対策とソフト対策を一体的・計画的に促進し、想定される最大規模の洪水等が発

生した場合においても、人命・資産・社会経済の被害をできる限り軽減できるよう「水害に強

いまちづくり」を推進します。 
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［参考］施設能力を上回る規模の洪水への対応 

 

堤防や洪水調節施設等の施設の能力を上回る規模の洪水に対しては、これまで、上下流等

の治水安全度のバランスに配慮した段階的な整備を踏まえ、越水等が発生した場合でも決壊

までの時間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する対策を危機管理型ハード対策とし

て実施してきました。 

なお、河道掘削等、河川整備計画の対策の実施により、施設能力を上回る規模の洪水に対

しても、被害軽減の効果を発揮し、浸水リスクは軽減できるものの、氾濫エリアの一部では、

浸水等被害が発生することが想定されます。また、河川整備基本方針規模を越える想定最大

規模の洪水も必ず起こりうるものとして考え、河川整備計画の達成後の洪水リスクに対して

も対応を検討していくことが重要です。 

このため、河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、氾濫域も含めて一つの流域と

してとらえ、その河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、ハード・ソフト一体で治水対策

に取り組み、流域全体で水害を軽減させる「流域治水」を推進することが必要です。 
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約18,700ha 約17,600ha

想定最大規模の洪水が発生した場合における整備前後の浸水面積

令和3年3月末時点
での氾濫面積

整備計画完了時点
での氾濫面積

想定最大規模の洪水が発生した場合、河川整備計画
の完了後も浸水被害が発生すると想定されます。

このため、引き続き洪水リスクに対して対応を検討し
ていくとともに、流域全体のあらゆる関係者が協働し、
流域全体で水害を軽減させる必要があります。

現況 整備計画完了後

※鳴瀬川については、昭和 41 年 6月洪水の降雨波形を用い、想定最大規模の洪水に降雨量の引き延ばしを行い、令和 3年度末時点での整備状況による浸水状況をシミュレーションにより想定。 

※吉田川については、昭和 23 年 9月洪水の降雨波形を用い、想定最大規模の洪水に降雨量の引き延ばしを行い、令和 3年度末時点での整備状況による浸水状況をシミュレーションにより想定。 

※本検討は暫定値であり、今後変更の可能性がある。 

※図は最大浸水深図を示している。 

※1ブロック 1破堤の計算とし、破堤の条件は、スライド堤防高-余裕高評価又は HWL 高評価のいずれか低い方としている。 

※この試算は昭和 41 年 6月洪水（鳴瀬川）及び昭和 23 年 9月洪水（吉田川）の波形によるものであり、他の洪水波形によっては異なる可能性がある。 

※鳴瀬川・吉田川で重複する浸水箇所については、より深い浸水深の河川を計上している。 

※破堤点以外の区間では越流による氾濫とそれに伴う河川の流量低減を見込んでいる。 

※支川の氾濫、内水による氾濫等を考慮していないため、この浸水想定区域に指定されていない区域においても浸水が発生する場合がある。 

＜想定最大規模の洪水が発生した場合の外水氾濫による浸水想定範囲＞ 

水系名 鳴瀬川水系 

氾濫面積 約 18,700ha 

洪水型 
鳴瀬川：昭和 41 年 6月洪水 

吉田川：昭和 23 年 9月洪水 

洪水規模 想定最大規模 

凡例 

：破堤地点 

浸水深(m) 

0.5m 未満 

0.5m～1.0m 未満 

1.0m～2.0m 未満 

2.0m～5.0m 未満 

5.0m 以上 
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(3) 高潮・津波への対応 

河口部においては洪水に加えて高潮及び津波からの被害の防止又は軽減を図ることを目標と

します。 

津波対策の構築にあたっては、発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもた

らす「最大クラスの津波」と、構造物によって津波の浸入を防ぐ海岸保全施設等の整備を行う

上で想定する「計画津波」の二つのレベルの津波を想定しています。鳴瀬川水系では計画津波

として、隣接する海岸堤防計画と同じ明治三陸地震規模の津波を対象に、海岸堤防やまちづく

り等との整合を図りながら、浸水被害を防止します。また、最大クラスの津波に対しては、地

域と一体となった総合的な被害軽減対策を図ります。 

なお、高潮・津波に対応した河口の堤防高は、鳴瀬川については、河口の位置する石巻海岸

の海岸堤防高と整合を図り、高潮に対して必要な高さ TP7.2m とします。 
 

(4) 河川管理施設等の安全性向上 

堤防の決壊等の重大災害は、市民生活のみならず、社会経済へのダメージが甚大なため、浸

透や侵食に対する堤防の安全性の照査を計画的に実施し、対策が必要な箇所については、堤防

の質的強化に努めます。また、老朽化している施設についても適切な点検を行い、十分な機能

が発現されるよう、適宜補修または改築を実施します。 

さらに、光ファイバー網や河川情報カメラを活用して、平常時及び災害時のリアルタイム状

況把握、各種情報のデータベース化等を実施し、河川管理施設等の管理の高度化を図ります。 
 

(5) 危機管理体制の強化 

既往洪水の実績等を踏まえ、防災拠点の整備やレーダ雨量計の精度向上、高密度の河川水位

観測等を行い洪水予測の高度化・精度向上を図るとともに、洪水予報及び水防警報の充実、水

防活動団体との連携、河川情報の収集と情報伝達体制及び警戒避難体制の充実等、総合的な被

害軽減対策を関係機関や地域住民等と共有・連携することで被害を最小限にとどめるように努

めます。
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［参考］宮城県沿岸の海岸堤防高設定の考え方 

宮城県沿岸の海岸堤防の高さは、学識者、海岸を所管する省庁と岩手・宮城・福島県の関

係者による「海岸における津波対策検討委員会」で検討が行われ、委員会の検討内容を踏ま

え設計津波の水位を決定し、津波対策に必要な堤防高と高潮対策に必要な堤防高を比較し高

い方を計画堤防高としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 内水被害への対応 

東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下により、高潮等による河口部周辺の内水被害リスクが

より大きくなっていることも踏まえ、内水氾濫の著しい地域においては、排水機場の効率的運

用や、排水ポンプ車の機動的運用を図ります。また、支川や排水路等の管理者と連携した排水

対策に取り組み、効果的な内水被害の軽減に努めます。 

 

(7) 大規模地震等への対応 

東北地方太平洋沖地震において、液状化等により広範囲かつ相当数の河川管理施設が損傷し

たことを踏まえ、地震や津波によって損傷や機能低下のおそれのある河川管理施設について、

耐震性能照査等を行った上で必要な対策を実施し、地震後の壊滅的な被害を防止します。また、

地震発生後の被災者の救援活動や被災地の復旧活動、物資の輸送等の機能を確保するため、河

川空間の有効活用を図ります。 

 

(8) 健全な流砂系の構築 

適切な河道を維持するために総合的な土砂管理の観点から、河床材料や河床高等の経年的な

変化だけでなく、河床変動状況等を継続的にモニタリングしていくことで、粒度分布と量を含

めた土砂移動を定量的に把握し、健全な流砂系の構築に努めていきます。

鳴瀬川 

 

鳴
瀬
川 

  
※出典：宮城県沿岸における海岸堤防高さの設定について（案） 

（平成 23 年(2011)9 月 9 日宮城県沿岸域現地連絡調整会議資料）  
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【整備計画による効果】 

整備計画実施後は鳴瀬川、吉田川共に上下流バランスの取れた流下能力を確保することによ

り、床上浸水等の重大な家屋浸水被害の防止に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 整備計画実施後の流下能力達成度（令和 3年(2021)3 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-3 現状の外水氾濫による浸水想定範囲 
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整備計画実施後の流下能力達成度 R3.3時点現況流下能力達成度
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能
力

達
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度

（
現

況
流

下
能

力
／

計
画

高
水

流
量

）

（％）

床上 約12,300 世帯 0 世帯

床下 約4,500 世帯 0 世帯

約15,000 ha 0 ha想定浸水面積

浸水想定
世帯数

整備前項目 整備後

■浸水想定図作成条件 
河川の整備状況やダムなどの洪水調節効果は R3(2021).3 末時点の状況を想定し、鳴瀬川においてはカスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）に気候

変動を考慮した降雨、吉田川においては令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）と同規模の降雨が降った場合の浸水状況をシミュレーション

により想定しています。 
シミュレーションは鳴瀬川の水位が危険水位※に達した時に堤防が決壊すると仮定して行い、なお、このシミュレーションの実施にあたっては、

支川の氾濫、内水による氾濫等を考慮していませんので、この浸水想定区域に指定されていない区域においても浸水が発生する場合があります。 
※危険水位について 

完成堤防の場合：計画高水位 
暫定堤防の場合：現況の堤防で安全に流下させることが可能な最高水位 

※鳴瀬川・吉田川が同時に氾濫した場合、重複する被害はより浸水深が深い方を計上しています。 
※東北地方太平洋沖地震以前の状況での評価。 
※シミュレーションは上流部（知事管理区間）の一部で氾濫を許容して検討 
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4.2 河川の適正な利用および流水の正常な機能の維持に関する目標 

4.2.1 目標設定の背景 

鳴瀬川流域は、頻繁に渇水による水不足に見舞われており、その被害軽減を図るため、河川管

理者・利水者等が渇水情報連絡会等を通じて、渇水に対する対策や情報交換等を行っています。 

このような頻繁に生ずる渇水に対して、人々の生活はもとより多様な動植物の生息・生育・繁

殖環境の保全、水質保全を図るためには、流水の正常な機能を維持するために必要な流量を確保

するとともに、限りある水資源を有効に活用する必要があります。 
 

4.2.2 整備の目標 

(1) 流水の適正な利用・管理 

流水の適正な利用に関しては、限りある水資源の有効利用を図るため、水利用の合理化を進

め、より適正な水利用が図られるように努めます。また、下流部においては、東北地方太平洋

沖地震に伴う地盤沈下や津波による侵食等により河口部の地形が変化しており、塩水遡上が上

流に及ぶことで水利用への影響が懸念されることから、こうした状況等も踏まえながら流水の

適正な管理に努めます。 
 

(2) 流水の正常な機能の維持 

鳴瀬川水系河川整備基本方針に基づき、アユをはじめとする動植物の生息・生育・繁殖の場

や良好な水質の確保など、流水の正常な機能を維持するために必要な流量として、鳴瀬川につ

いては、鳴瀬川中流堰下流地点においてかんがい期（5 月～8 月）、概ね 2m3/s、非かんがい期

（9 月～4 月）、概ね 4m3/s の確保に努めます。 

表 4-2 鳴瀬川における正常流量 

基準地点 正常流量 
鳴瀬川中流堰下流 かんがい期 概ね 2m3/s 非かんがい期 概ね 4m3/s 

 

吉田川の流水の正常な機能を維持するために必要な流量は、吉田川落合地点においてかんが

い期（4 月～8 月）、概ね 1.5m3/s、非かんがい期（9 月～3 月）、概ね 1m3/s としています。本

整備計画では、新規水資源開発を行わないことから、渇水時には関係機関等との連携により流

水の適正な管理に努めます。 

表 4-3 吉田川における正常流量 

基準地点 正常流量 
落 合 かんがい期 概ね 1.5m3/s 非かんがい期 概ね 1m3/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 基準地点における流水の正常な機能を維持するために確保すべき流量 
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4.3 河川環境の整備と保全に関する目標 

4.3.1 目標設定の背景 

河川環境の整備と保全に関しては、河川とのふれあいや自然学習の場等、これまでの流域の

人々と鳴瀬川との関わりを考慮しつつ、鳴瀬川の流れが生み出した良好な河川景観を保全し、多

様な動植物が生息・生育・繁殖する豊かな自然環境を後世に引き継ぐよう努めます。このため、

流域の自然的、社会的状況を踏まえ、河川環境の整備と保全が適切に行われるよう、空間管理等

の目標を定め、地域と連携しながら川づくりを推進していく必要があります。 

 

4.3.2 河川環境管理基本計画 ～黄金の里にやすらぎの流れ未来をかなでる鳴瀬川～ 

河川空間の整備に当たっては、鳴瀬川水系の河川空間の基本的整備・管理方針を定めた「鳴瀬

川水系河川環境管理基本計画（平成 2 年(1990)3 月策定）」を踏まえて実施してきました。今後

は、流域の自然的・社会的状況の変化や地域住民・沿川住民の要望などを踏まえ、河川環境管理

基本計画の項目内容の追加、変更、見直し等のフォローアップを行い、河川空間の整備・管理を

適切に実施します。 

また、河川水辺の国勢調査など各種環境情報データの蓄積に努め、具体的な環境管理目標設定

のための環境指標の検討を行い、河川空間管理のみならず河川環境全般にわたる内容となるよう

充実を図ります。 

 

4.3.3 整備の目標 

(1) 動植物の生息・生育・繁殖環境の保全 

多様な動植物の生息・生育・繁殖環境の保全、天然アユ等回遊性魚類の遡上環境の確保、外

来種の拡大防止に努めます。また、東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下や津波による侵食等

で地形や底質が変化するなど、動植物の生息・生育・繁殖環境に変化がみられた河口域におい

ては、それらについて引き続き調査を行い、必要に応じて保全・創出を図ります。 

(2) 水質の保全 

定期的・継続的に水質調査を実施し、流域市町村及び流域住民と協力し、水質の保全に努め

ます。 

(3) 良好な景観の保全 

源流の船形山、大崎平野、河口部周辺など、源流から河口部まで多様な姿を見せる鳴瀬川の

流れと調和した、河川景観の保全を図ります。 

(4) 人と河川とのふれあいの場の確保 

鳴瀬川の恵みを生かしつつ、住民参加と地域連携により、自然とのふれあい、環境学習がで

きる場の整備・維持・保全・創出を図ります。また、洪水防御のために心血を注いだ先人の治

水の歴史と敬水の精神や河川利用の歴史を後世に継承するよう努めます。 
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4.4 河川の維持管理に関する目標 

4.4.1 目標設定の背景 

「災害の発生の防止」、「河川の適正な利用」、「流水の正常な機能の維持」、「河川環境の整備と

保全」等の観点から、これまでに様々な施設が整備されてきました。 

それに伴い維持管理が必要な施設も増えています。また、老朽化した施設も数多くあることか

ら、効率的・効果的な維持管理の実施が必要となっています。 

 

4.4.2 維持管理の目標 

河道、河川敷、堤防及びその他の河川管理施設がその本来の機能を発揮できるよう良好な状態

を持続させるためには適切な維持管理が必要です。このため、河川管理施設の状況を的確に把握

するとともに、状態を評価し、更には状態に応じた改善を行い、「治水」「利水」「環境」の目的を

達成するために必要となる機能を持続させていくことを目指します。 

 

表 4-4 維持管理の目標 

管理項目 目標 

河川 
管理 
施設 

堤 防 
洪水を安全に流下させるために必要となる堤防の断面や、侵食・

浸透に対する強度、法面の植生などの維持・持続に努めます。 

護 岸 
洪水時における流水の作用に対して、護岸の損壊により河岸崩壊

や堤防決壊を招かないようするために、護岸の必要な強度や基礎

部の根入れの維持・持続に努めます。 

樋門・樋管 
堰 等 

洪水時に施設が正常に機能するために必要となる施設やゲート

設備等の強度、機能の維持・持続に努めます。 

河道 

河 道 
洪水を安全に流下させるために必要な流下断面の維持・持続に努

めます。 

樹 木 
洪水を安全に流下させるため、洪水の阻害となる樹木群に対する

適正な管理の維持・持続に努めます。 

河川空間 適正な河川の利用と安全が確保されるように努めます。 
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5. 河川の整備の実施に関する事項 
 

5.1 河川工事の目的、種類及び施工の場所並びに当該河川工事の実施により設置さ

れる河川管理施設等の機能の概要 

河道掘削等河川整備における調査、計画、設計、施工、維持管理等の実施にあたっては、河川

全体の自然の営みや歴史・文化・生業等の調和にも配慮し、鳴瀬川が本来有している動植物の生

息・生育・繁殖環境及び河川景観を保全・創出する多自然川づくりを基本として行います。 

 

洪水、高潮、津波等による災害の発生の防止または軽減に関する整備 

(1) 堤防の整備 

1) 堤防の量的整備 

河道の目標流量を安全に流下させるために、家屋等への被害が生じる無堤箇所及び断面（堤

防高や幅）が不足する箇所において堤防の整備を実施します。 

令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）で堤防決壊した大郷町中粕川地区では、大郷町

の復興まちづくり計画と連携し、堤防整備（引堤）を実施する等、減災対策を進めていきま

す。 

また、今後、気候変動の影響により水害の更なる激甚化・頻発化が予測されていることか

ら、河道断面の拡幅等、検討を行っていきます。 

表 5-1 堤防整備の対象位置 

河口または合流点からの距離 対象地区 

鳴瀬川 

下流 0．2～14．2km （左岸）浜市・小野・西福田・砂山 

下流 0．0～9．4km （右岸）中下・背割堤 

中流 14．2～31．7km （左岸）二郷・練牛・塩釜・水越・下中の目 

中流 9．4～30．7km （右岸）二子屋・木間塚・船越・山王・鈴根五郎 

上流 31．7～40．9km （左岸）三本木下流・三本木上流・高倉 

上流 30．7～39．6km （右岸）鉄砲町・三本木下流・坂本 

吉田川 

下流 1．4～9．4km （右岸）浅井・若針 

中流 20．7～21．1km （左岸）中粕川地区 

上流 28．7～31．7km （左岸・右岸）吉田川上流 

善川 0．0～3．96km （左岸・右岸）善川 

竹林川 
下流 0．0～2．0km （左岸・右岸）竹林川下流 

上流 2．0～3．5km （左岸・右岸）竹林川上流 

鞍坪川 0．0～0．8km （右岸）鞍坪川 

多田川 0．0～3．5km （左岸・右岸）多田川 

 

※今後の状況の変化等により必要に応じて本表に示していない場所においても施工すること

があります。 
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図 5-1 吉田川上流地区堤防整備のイメージ（無堤箇所における堤防の新設） 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 堤防整備のイメージ（断面不足箇所における堤防の断面確保） 

＊位置や構造については、今後の調査検討を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 高潮、津波遡上対策としての堤防の量的整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 吉田川中粕川地区の堤防の量的整備イメージ（引堤） 
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計画余裕高 1.0m～1.2m ▽計画高水位 

天端の幅 4m 
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計画余裕高 1.2m～1.5m ▽計画高水位 

既設堤防 

既設堤防 新設堤防 

▽計画高水位 
引堤 

大郷町復興まちづくり計画 

防災避難緑地 

宅地嵩上げ 

・コミュニティセンター 
・宅地 など 



5. 河川の整備の実施に関する事項 ～河川工事の目的、種類及び施工の場所並びに当該河川工事の実施により設置される河川管理施設等

の機能の概要～ 

 

96 

a) 鳴瀬川の堤防整備 

鳴瀬川の堤防は全体的に堤防の高さや幅が不足しているため断面の確保を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 現況堤防高（鳴瀬川） 

 

 

鳴瀬川下流左岸

（0.0～14.2km）

鳴瀬川中流左岸

（14.2～31.7km）
鳴瀬川上流左岸

（31.7～40.9km）
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（二郷、練牛、塩釜、水越、下中の目）

上流
（三本木下流、三本木上流、高倉）
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（断面不足箇所における堤防の断面確保）

鳴瀬川下流右岸

（0.0～9.4km）

鳴瀬川中流右岸

（9.4～30.7km）

鳴瀬川上流右岸

（30.7～40.9km）
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下流
（中下、背割堤）

中流
（二子屋、木間塚、船越、須摩屋、山王、鈴根五郎）

上流
（鉄砲町、三本木下流、坂本）

堤防整備
（断面不足箇所における堤防の断面確保）

※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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鳴瀬川左岸：二郷地区 

鳴瀬川右岸：船越地区 

16.9km 付近（中流部） 

鳴瀬川左岸：三本木上流地区 

鳴瀬川右岸：三本木上流地区 

35.7km 付近（上流部） 

図 5-6 堤防整備箇所（鳴瀬川） 

＊位置や構造については、今後、詳細設計を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

  

鳴瀬川 

感恩橋 

船越地区 

二郷地区 

鳴瀬川 

三本木上流地区 三本木上流地区 

東北新幹線鉄道橋 

三本木橋 

新三本木橋 

16. 9k 

35. 7k 

堤防整備（断面不足箇所） 

R3(2021).3 末時点施工済み 

富谷市

大郷町

松島町

東松島市

美里町

大崎市

大衡村

色麻町

大和町 石巻市

涌谷町

宮床ダム

竹林川
宮床川

南川

南川ダム

花川

善川

滑川

野川

田川

多田川

鳴瀬川

新江合川

味明川

石巻湾

●野田橋■三本木

■
落合

野蒜●

鞍坪川

吉田川

左岸上流 
（三本木下流、三本木上流、高倉） 

【31.7～40.9km】 

多田川 
（多田川左岸、多田川右岸） 
【0.0～3.5km】 

左岸中流 
（二郷、練牛、塩釜、水越、 
下中ノ目） 
【14.2～31.7km】 

鞍坪川 
【0.0～0.8km】 

左岸下流 
（浜市、小野、 
西福田、砂山） 
【0.2～14.2km】 

右岸下流 
（中下、背割堤） 
【0.0～9.4km】 

右岸中流 
（二子屋、木間塚、船越、 
須摩屋、山王、鈴根五郎） 
【9.4～30.7km】 

右岸上流 
（鉄砲町、三本木下流、 
三本木上流、坂本） 
【30.7～39.6km】 

35.7k 

16.9k 

※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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b) 吉田川の堤防整備 

吉田川は下流部の断面不足箇所について断面確保と、上流部の無堤箇所について堤防整備

を行います。また、令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）で決壊した中粕川地区におい

て、堤防整備（引堤）を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 現況堤防高（吉田川） 
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※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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c) 竹林川の堤防整備 

竹林川は下流部の断面不足箇所について断面確保と、上流部の無堤箇所について堤防整備

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8 現況堤防高（竹林川） 

 

竹林川下流左岸

(0.0k～2.0k)

竹林川上流左岸
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※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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d) 善川の堤防整備 

善川は下流部の断面不足箇所について断面確保と、上流部の無堤箇所について堤防整備を

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 現況堤防高（善川） 
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※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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吉田川右岸：若針地区（断面不足箇所） 

8.6km 付近（下流部） 

吉田川左岸：吉田川上流地区 

吉田川右岸：吉田川上流地区（無堤箇所） 

28.9km 付近（上流部） 

図 5-10 堤防整備箇所（吉田川） 

＊位置や構造については、今後、詳細設計を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

 

  

  

若針地区 

吉田川 

吉田川 

吉田川上流地区 

吉田川上流地区 

東北縦貫自動車道道路橋 

8. 6k 

28. 9k 

富谷市
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松島町

東松島市

美里町

大崎市

大衡村

色麻町

大和町 石巻市

涌谷町

宮床ダム

竹林川
宮床川

南川

南川ダム

花川

善川

滑川

野川

田川

多田川

鳴瀬川

新江合川

味明川
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●野田橋■三本木

■
落合
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鞍坪川

吉田川

28.9k 
8.6k 

堤防整備（断面不足箇所） 

R3(2021).3 末時点施工済み 

堤防整備（無堤箇所） 

堤防整備（引堤） 

善川【0.0～3.96km】 

右岸下流 
（浅井、若針） 
【1.4～9.4km】 

竹林川下流 
【0.0～2.0km】 

右岸上流 
（吉田川上流） 
【28.7～31.7km】 

竹林川上流 
【2.0～3.6km】 

左岸上流 
（吉田川上流） 
【28.7～31.7km】 

左岸中流 
（中粕川） 
【20.7～21.1km】 

※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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2) 堤防の質的整備 

長大かつ歴史的経緯の中で建設された土木構造物である堤防は、内部構造が不明確な場合

もあり、構造物としての信頼性が必ずしも高くない場合があります。このため、これまでの

高さや幅等の量的整備（堤防断面確保）に加え、質的整備として、浸透に対する詳細点検や

平成 24 年 7 月九州豪雨災害の堤防決壊・越水被害等を受けて実施した緊急点検を踏まえ、特

定区間＊など背後地の人口・資産等を考慮し、必要に応じて実施時期の見直しも行いながら対

策を実施します。 

なお、東北地方太平洋沖地震において液状化等により被災した堤防については、被災の主

要因に応じた再度災害防止のための対策を行います。 

表 5-2 堤防の質的整備の工法例 

浸透に対する安全を確保するための対策工法の例 

堤体を対象 遮水シート、裏腹付け、ドレーン、天端舗装、護岸工 

基礎地盤を対象 遮水矢板 

＊箇所毎の点検結果を受けて対策工法を選定します。 

 

図 5-11 堤防の質的整備断面のイメージ 

パイピング：地中を水が流れる時、地中の弱い所に水の流れが集まり、パイプ状の水みちができる現象。 

ドレーン：洪水時に堤防内に浸透した河川水や雨水の排水を促し湿潤面を下げる方法。 

 

表 5-3 堤防の質的整備対象位置 

対象河川 左右岸 河口または合流点からの距離 

鳴瀬川 
右岸 20.8～24.6km 

右岸 27.7～27.7km 

吉田川 

左岸 9.7～11.1km 

右岸 11.3～12.9km 

右岸 13.5～14.9km 

右岸 20.0～24.8km 

 

＊特定区間：洪水により甚大な被害が発生すると予想される河川で内閣危機管理監が定める区間。直轄管理区間の内、堤防

決壊により氾濫した場合に甚大な被害（被災人口約 1万人以上）が予想される区間 

※具体の実施箇所については、今後の調査検討や、洪水被害

の発生状況等によって変わる場合があります。 
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(2) 河道掘削 

堤防整備が完了しても河道断面積が不足している箇所においては、河道の目標流量が安全に

流下できず浸水被害が生じます。このため、河道断面積を拡大するための河道掘削を実施しま

す。 

河道掘削の計画にあたっては、東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下による塩水遡上範囲の

拡大等の影響を考慮するとともに、河道内樹木の保全、利活用が行われている高水敷の保全等、

多様な動植物の生息・生育・繁殖の場や利用施設ができるだけ消失しないよう土砂の再堆積抑

制を考慮した掘削形状等に十分配慮します。なお吉田川上流部については、目標流量に対して、

大幅に流下能力が不足しているため、流下能力確保のために高水敷掘削に加えて河床掘削を行

う必要があります。 

河道掘削の施工にあたっては、河川環境に与える影響が極力少なくなるよう、施工時期、施

工方法等に配慮します。また、掘削については、濁水の発生を極力抑えながら、必要に応じて

水質等のモニタリング調査を実施するとともに、掘削により発生する残土を堤防の整備に利用

するなど有効利用の検討を実施します。 

 

表 5-4 河道掘削の対象位置 

対象河川 河口からの距離 

鳴瀬川 0.4～38.1km 
 

吉田川 
1.4～31.7km、0.0～3.5k(竹林川)、 

0.6k～3.1k(善川) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-12 鳴瀬川及び吉田川中流・下流箇所における河道掘削横断イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 吉田川上流箇所における河道掘削横断イメージ図 

※平水位：１年を通じて 185 日はこれを下らない水位 

平水位 

計画高水位 

河道掘削 

横断面 

現況河道 

変更整備計画（案） 

計画高水位 

平水位 

河道掘削 

横断面 

現況河道 

変更整備計画（案） 

鳴瀬川 吉田川中流・下流 

掘削面は平水位とするが、高さに変化をもた
らすことで、掘削後の水深に多様性をもたせ
る。 
 
 草地化工法によるヨシ等の湿性草地の創

出、再樹林化と外来植物侵入の抑制 
 ハクチョウやガン・カモ類の集団越冬地と

なる浅場の創出 
 ハクチョウやガン・カモ類の休憩・採餌の

場、仔稚魚の生息環境となる浅瀬の創出 

掘削面は平水位とするが、高さに変化をもた
らすことで、掘削後の水深に多様性をもたせ
る。 
 
 草地化工法によるヨシ等の湿性草地の創

出、再樹林化と外来植物侵入の抑制 
 ハクチョウやガン・カモ類の集団越冬地と

なる浅場の創出 
 ハクチョウやガン・カモ類の休憩・採餌の

場、仔稚魚の生息環境となる浅瀬の創出 

河道掘削範囲の樹木群は必要最小限の伐
採を行う。 

計画高水位 

平水位 

横断面 

現況河道 

変更整備計画（案） 

河道掘削 

現況河道のみお筋部をスライドダウン
掘削することで「動植物の生息または
生育の必要水深」を整備する。 
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1) 鳴瀬川の河道掘削 

鳴瀬川においては全川にわたり目標流量を安全に流下させるための、流下能力確保のため

に河道掘削を行う必要があります。河道掘削の施工にあたっては、平水位以上の掘削とし、

河川環境に与える影響が極力少なくなるよう、施工時期、施工方法等に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-14 河道掘削箇所（鳴瀬川） 

＊位置や構造については、今後、詳細設計を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

  

 
 

※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ

ります。 
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掘削面は平水位とするが、高さに変化
をもたらすことで、掘削後の水深に多
様性をもたせる。 
 
 草地化工法によるヨシ等の湿性草

地の創出、再樹林化と外来植物侵
入の抑制 

 ハクチョウやガン・カモ類の集団越
冬地となる浅場の創出 

 ハクチョウやガン・カモ類の休憩・採
餌の場、仔稚魚の生息環境となる
浅瀬の創出 

掘削面は平水位とするが、高さに
変化をもたらすことで、掘削後の水
深に多様性をもたせる。 
 
 草地化工法によるヨシ等の湿性

草地の創出、再樹林化と外来植
物侵入の抑制 

 ハクチョウやガン・カモ類の集団
越冬地となる浅場の創出 

 ハクチョウやガン・カモ類の休憩・
採餌の場、仔稚魚の生息環境と
なる浅瀬の創出 

左岸上流 
（三本木下流、三本木上流、高倉） 

【31.7～38.1km】 

左岸中流 
（二郷、練牛、塩釜、水越、 
下中ノ目） 
【14.2～31.7km】 

左岸下流 
（浜市、小野、 
西福田、砂山） 
【0.4～14.2km】 

右岸下流 
（中下、背割堤） 
【0.4～9.4km】 

右岸中流 
（二子屋、木間塚、船越、 
須摩屋、山王、鈴根五郎） 
【9.4～30.7km】 

右岸上流 
（鉄砲町、三本木下流、 
三本木上流、坂本） 
【30.7～38.1km】 

21.3k 

35.3k 

2.2k 
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（河道掘削箇所） 

鳴瀬川左岸：浜市地区 

鳴瀬川右岸：中下地区 

 

 

 

2.2km 付近（下流部） 

 

 

 

 

 

（河道掘削箇所） 

鳴瀬川左岸：塩釜地区 

鳴瀬川右岸：須摩屋地区 

 

 

 

21.3km 付近（中流部） 

 

 

 

 

 

（河道掘削箇所） 

鳴瀬川左岸：三本木上流地区 

鳴瀬川右岸：三本木上流地区 

 

 

 

35.7km 付近（上流部） 

写真 5-1 掘削代表箇所（鳴瀬川） 

 

  

掘削箇所 

鳴瀬大橋 

2.2k 
仙石線鳴瀬川鉄道橋 

中下地区 

2.0k 

4.0k 

3.0k 

0.0k 

1.0k 

浜市地区 

23.0k 

22.0k 

鳴瀬川中流堰 

塩釜地区 

須摩屋地区 
鳴
瀬
川 

21.3k 

21.0k 

37.0k 

36.0k 

東北縦貫自動車道道路橋 

三本木大橋 
三本木橋 35.7k 

三本木上流地区 

東北新幹線鉄道橋 

三本木上流地区 
鳴
瀬
川 

35.0k 

※今後の状況の変化等により必要に応じて本写真に示していない場所においても施工することが

あります。 
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2) 吉田川の河道掘削 

吉田川は全川にわたり基本的に平水位以上の掘削を行います。背割堤区間は流下能力確保

のために河床方向への掘削を行う必要がありますが、実施にあたり河川環境等への配慮など

を踏まえ、河道拡幅による必要断面の確保も含めて検討していきます。上流部については、

目標流量を安全に流下させるための、流下能力確保のために高水敷掘削に加えて河床掘削を

行う必要があります。掘削の施工にあたっては、河川環境に与える影響が極力少なくなるよ

う、施工時期、施工方法等に配慮するとともに、濁水の発生を極力抑えながら必要に応じて

水質等のモニタリング調査を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-15 河道掘削箇所（吉田川） 

＊位置や構造については、今後、詳細設計を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

  ※今後の状況の変化等により必要に応じて本図に示していない場所においても施工することがあ
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    河道掘削 

    R3(2021).3 末時点施工済み 

海域で水産養殖が行われているため、河道掘
削で発生する濁水を抑制して、影響を抑える
対策を行う。 

掘削面は平水位とするが、高さに変化
をもたらすことで、掘削後の水深に多
様性をもたせる。 
 
 草地化工法によるヨシ等の湿性草

地の創出、再樹林化と外来植物侵
入の抑制 

 ハクチョウやガン・カモ類の集団越
冬地となる浅場の創出 

 ハクチョウやガン・カモ類の休憩・採
餌の場、仔稚魚の生息環境となる
浅瀬の創出 

海域で水産養殖が行われているため、河道掘
削で発生する濁水を抑制して、影響を抑える
対策を行う。 

現況河道のみお筋
部をスライドダウン
掘削することで「動
植物の生息または
生育の必要水深」
を整備する。 
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（河道掘削箇所） 

吉田川左岸：鎌巻地区 

吉田川右岸：若針地区 

 

 

 

8.6km 付近（下流部） 

 

 

 

 

 

（河道掘削箇所） 

吉田川左岸：下志田地区 

吉田川右岸：山崎地区 

 

 

 

17.2km 付近（中流部） 

 

 

 

 

 

（河道掘削箇所） 

吉田川左岸：吉田川上流地区 

吉田川右岸：吉田川上流地区 

 

 

 

28.9km 付近（上流部） 

写真 5-2 掘削代表箇所（吉田川） 
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※今後の状況の変化等により必要に応じて本写真に示していない場所においても施工することが

あります。 

掘削箇所 
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(3) 内水対策の実施 

内水対策としては、堤内地の被害状況や東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下の状況等を勘

案し、内水被害の発生リスクが高い地区に改めて情報提供を行っていくとともに、関係機関や

市町村と連携した排水機場の効率的運用や関係市町村と連携して排水ポンプ車の機動的な運用

を行います。さらに、大規模な内水氾濫においては、国土交通省が保有する排水ポンプ車の機

動的な運用等を図ります。これらに加え、支川や排水路等の管理者と連携した排水対策に取り

組み、効果的な内水被害の軽減に努めます。 

また、内水被害の安全度を適切に評価して内水被害危険度ランク図等を作成し、関係機関や

市町村と連携して内水被害に関する情報収集、情報共有の場を設置します。 

 

  

図 5-16 内水排除のイメージ 写真 5-3 東松島市宿浦地内での 

内水排除状況(平成 18 年 10 月洪水) 

 

 

図 5-17 排水機場、排水ポンプ車、照明車配備状況 

 

 

 

 

 

 

堤防の住居側の氾濫水
は河川の水位を勘案して
排水します。

内水位低下

堤防の川側堤防の住居側住居側 川側 



5. 河川の整備の実施に関する事項 ～河川工事の目的、種類及び施工の場所並びに当該河川工事の実施により設置される河川管理施設等

の機能の概要～ 

 

109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-18 排水ポンプ車の機動的な運用 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-19 浸水リスクマップの公表状況  

■排水ポンプ車配備基地
から、石巻市、東松島
市各所に30分～1時間
程度で到着可能

■排水ポンプ車配備基地
から、石巻市、東松島
市各所に30分～1時間
程度で到着可能
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(4) 河川管理施設の耐震対策 

地震動や液状化の影響により、水門・樋門等の倒壊や、堤防の沈下・崩壊・ひび割れ等、河川

管理施設が被災するだけでなく、地震後の洪水及び津波により浸水被害が発生する恐れがあり

ます。 

このため、河川管理施設の耐震性能照査結果を踏まえ、対策が必要な河川管理施設について

は地震発生後においても、河川管理施設が所要の機能を発揮できるよう対策を実施します。ま

た、東北地方太平洋沖地震後の河川堤防の耐震対策に関する技術的知見も踏まえた地震等に対

する安全性の点検等を行うとともに、液状化等により被災した堤防については、被災の主要因

に応じた再度災害防止のための対策を行います。 

 

(5) 施設の能力を上回る洪水を想定した対策 

近年頻発している施設能力を上回る洪水や今後も気候変動の影響による洪水被害がさらに激

甚化・頻発化することが考えられることを踏まえ、危機管理型ハード対策を令和 2 年度末まで

に完了しました。さらに今後も洪水時の河川水位を下げる対策を治水対策の大原則としつつ、

氾濫リスクが高いにも関わらず、その事象が当面解消困難な区間であって、河川堤防が決壊し

た場合に甚大な被害が発生するおそれがある区間において、避難のための時間を確保する、浸

水面積を減少させるなどにより被害をできるだけ軽減することを目的に、河川堤防を越水した

場合であっても、決壊しにくく、堤防が決壊するまでの時間を少しでも長くするなどの減災効

果を発揮する粘り強い河川堤防等を検討します。 

排水施設については、浸水被害を受けた場合においても継続的に排水機能を維持できるよう、

耐水対策を行い施設の信頼性を向上させるとともに、応急対策や氾濫水の排除、迅速な復旧・

復興活動に必要な堤防管理用通路の整備、河川防災ステーション等の水防拠点の整備、既存施

設の有効活用、災害復旧のための根固めブロック等資材の備蓄、排水ポンプ車等災害対策車両

の整備等を検討し、必要に応じて実施します。 

また、安全な避難場所への避難が困難な地域等における応急的な避難場所となる高台等の確

保について、地域の意向を尊重しつつ、建設発生土の活用等を検討します。 

さらに、地球温暖化に伴う気候変動による大雨や短時間強雨の発生頻度の増加に伴い、水位

の急激な上昇が頻発することが想定されることから、水門等の確実な操作と水門等水位観測員

の安全確保のために、水門等の施設操作の遠隔化・自動化等の整備を必要に応じて実施します。 

雨量、水位等の観測データ、レーダ雨量計を活用した面的な雨量情報や CCTV カメラによる

映像情報を収集・把握し、適切な河川管理を行うとともに、その情報を光ファイバー網等を通

じて関係機関へ伝達し、円滑な水防活動や避難誘導等を支援するため、これらの施設を整備す

るとともに、観測機器、電源、通信経路等の二重化等を必要に応じて実施します。 

また、水害の激甚化や治水対策の緊要性等を勘案し、緊急時において既存ダムの有効貯水容

量を洪水調節に最大限活用できるよう、河川管理者、ダム管理者及び関係利水者等の間で令和

2 年(2020)5 月に「鳴瀬川水系治水協定」を締結し、事前放流の実施要領策定等の必要な措置を

講じるなど、事前放流の実施体制を整えました。合わせて、より効果的な事前放流の調査・検

討を行い、洪水調節機能の向上を図ります。さらに、令和 3 年(2021)9 月には、河川法第 51 条

の 2 に基づく「鳴瀬川水系ダム洪水調節機能協議会」を設置し、事前放流を推進しています。 
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一方、流域の関係者が主体的に行う流域治水の実践においても、下水道等のまちづくり事業

で実施する雨水貯留施設の整備や水田やため池を活用した河川への流出抑制対策、河川管理者

以外が実施する排水施設の整備などの効果が最大限発揮できるよう関係機関と事業連携を充実

させます。 

なお、水害リスクを踏まえた、まちづくりを推進するには、吉田川・新たな「水害に強いま

ちづくりプロジェクト」（令和 2 年(2020)1 月 31 日開始）を踏まえ、河川整備と土地利用規制・

住まい方の工夫等の取り組みを効果的に進めることが重要であることから、まちづくりに必要

なハザード情報を整理・提供するなど、関係市町村や宮城県、その他の関係者と連携を図ると

ともに、必要な技術的な支援を積極的に行います。 

このように、気候変動の影響により、激甚化・頻発化する水災害を踏まえ、流域のあらゆる

関係者が協働して行う流域治水について、必要に応じて、流域治水関連法により整備された流

域治水の実効性を高める法的枠組を活用するとともに、大規模氾濫被害が発生してもその被害

を最小化し、人命と地域の生業を守り、安全・安心な社会の形成を目指します。 

 

危機管理型ハード対策の具体的工法は箇所ごとに選定します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-20 危機管理型ハード対策のイメージ 
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図 5-21 優先的に整備が必要な区間（鳴瀬川・吉田川） 

 

 

 表 5-5 優先的に整備が必要な区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

機能の概要

右岸 木間塚地区 9.7 ～ 14.2 km 耐浸透機能の向上（浸透対策）

右岸 船越地区 14.5 ～ 20.9 km

左岸 練牛地区 21.0 ～ 21.1 km

左岸 練牛地区 21.4 km

左岸 塩釜地区 23.1 ～ 23.9 km

右岸 須摩屋地区 23.5 km +50

左岸 水越地区 27.0 ～ 28.7 km

左岸 鞍坪川・鞍坪地区 0.0 ～ 0.8 km

左岸 西福田、砂山、二郷地区 8.8 ～ 17.4 km

右岸 木間塚地区 9.7 ～ 17.4 km

右岸 船越地区 16.5 ～ 16.9 km

若針、二子屋、鹿渡、海老沢地区

鎌巻、内浦、下志田地区

海老沢、丸山、袋、鷹巣、鶴巣地区

下志田、粕川、桧和田地区

右岸 吉田川上流地区 29.1 ～ 31.7 km

左岸 桧和田地区、吉田川上流地区 28.7 ～ 31.7 km

右岸 多田川右岸地区 0.0 ～ 2.0 km

左岸 多田川左岸地区 2.2 ～ 3.5 km

右岸 多田川右岸地区 2.0 ～ 3.5 km

～10.0

流下能力の向上

流下能力の向上

流下能力の向上

耐浸透機能の向上（パイピング対策）

施工の場所

28.7 km～17.4

17.4 km

右左岸

右左岸

多田川

吉田川

鳴瀬川

河川名

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。 

※位置や構造については、今後の調査検討を実施し決定するもので、最終的なものではありません。 

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。 
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図 5-22 堤防構造を工夫する対策を行う区間（鳴瀬川・吉田川） 

 

表 5-6 堤防構造を工夫する対策を行う区間 

 
  

機能の概要 機能の概要

左岸 練牛地区 17.7 ～ 19.1 km 右岸 山王地区 24.1 ～ 24.5 km

右岸 山王地区 26.1 ～ 27.1 km 右岸 山王地区 26.1 ～ 27.1 km

左岸 水越地区 27.7 ～ 28.5 km 左岸 三本木下流地区 31.9 ～ 32.1 km

右岸 鈴根五郎,鉄砲町,三本木下流地区 30.3 ～ 32.7 km 右岸 鈴根五郎,鉄砲町,三本木下流地区 30.3 ～ 32.7 km

左岸 三本木下流地区 31.9 ～ 32.1 km 左岸 三本木下流地区 33.3 ～ 33.5 km

左岸 三本木下流地区 33.3 ～ 33.5 km 右岸 三本木下流地区 33.9 ～ 34.5 km

右岸 三本木下流地区 34.1 ～ 34.5 km 左岸 三本木下流地区 34.3 ～ 34.5 km

左岸 三本木下流地区 34.3 ～ 34.5 km 右岸 三本木下流地区 36.8 ～ 37.0 km

左岸 三本木上下流地区 35.7 ～ 37.5 km 右岸 三本木上流地区 37.3 ～ 37.5 km

右岸 三本木下流地区 35.9 ～ 36.3 km 左岸 三本木上流、高倉地区 38.7 ～ 40.9 km

右岸 三本木上流地区 37.3 ～ 37.5 km

左岸 高倉地区 40.2 ～ 40.4 km

右岸 若針地区 7.4 ～ 7.6 km

右岸 若針地区 8.2 ～ 8.4 km
吉田川 法尻保護

河川名 河川名 施工の場所

鳴瀬川 天端保護

施工の場所

鳴瀬川 法尻保護
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図 5-23 ダム位置図 

 

表 5-7 既存ダムの諸元 

 漆沢ダム 
※（ ）は再開発後 

宮床ダム 南川ダム 花川ダム 孫沢ダム 二ッ石ダム 牛野ダム 嘉太神ダム 

所在 鳴瀬川 吉田川 吉田川 鳴瀬川 鳴瀬川 鳴瀬川 吉田川 吉田川 

目的 ＦNＷＩＰ（Ｆ） FNW FNW Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

総貯水容量（千㎥） 18,000 (18,000) 5,400 10,000 233 857 10,600 517.9 854 

有効貯水容量（千㎥） 16,000 (16,000) 5,000 9,200 180 685 9,700 500 719 

洪水調節容量（千㎥） 9,500 (16,000) 2,000 4,400 0 0 0 0 0 

洪水調節可能容量（千㎥） 6,500  1,130 3,370 80 685 1,540 500 719 

管理者 宮城県（国土交通省） 宮城県 宮城県 管理組合 土地改良区 宮城県 管理組合 大和町 

※F:洪水調節、N:流水の正常な機能の維持、A:農業、W:上水道、I:工業、P:発電 

  

鳴瀬川 

吉田川 

新江合川 

滑川 

0 5 10km 

青野川 

花川 保野川 

石巻湾 

田川 

鳥川 

宮床川 南川 

N 

多田川 

落合 

野田橋 

野蒜 

三本木 

味明川 

善川 

漆沢ダム 
（再開発） 

鳴瀬川ダム 

南川ダム 
（既設） 

宮床ダム 
（既設） 

鞍坪川 

竹林川 

西川 

基準地点   ： 

主要地点   ： 

流域界    ： 

既設ダム   ： 

建設中ダム  ： 

計画ダム   ： 

大臣管理区間 ： 

知事管理区間 ： 

二ッ石ダム 
（既設） 

孫沢ダム 
（既設） 

花川ダム 
（既設） 牛野ダム

（既設）

嘉太神ダム 
（既設） 
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1) 水害に強いまちづくりモデル事業 

① 二線堤 

洪水により河川が氾濫した場合、氾濫の拡大を最小限にとどめると共に緊急時における

救援、復旧活動等が迅速にできるよう、二線堤と管理用道路を整備します。 

従来の河川堤防と並んでつくられるため「二つの線」のように見えることから、この名

前が付けられました。二線堤は道路機能も兼ねられることから、国道 346 号鹿島台バイパ

スとの兼用施設として建設されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5-24 水害に強いまちづくりモデル事業の概要 

  

a-a 

 

a 

ヘリポート 

平常時には地域住民の憩いの場として活用 

平常時

水防災拠点イメージ 

ヘリポート 

備蓄土砂を掘削 

非常時

 

a 
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② 水防災拠点 

災害時の救助や復旧などの活動を迅速、確実に行うためのヘリポートや緊急避難地と併

せて整備を行います。 

 

2) 水防災拠点の整備 

破堤や越水等の大規模災害の防止や被害を軽減するための備えとして、水防資機材や災害

対策車等を配備しておくことが必要です。 

また、地域と一体となった防災活動を進めるためには、県や市町村等と連携し、河川情報

の発信や水防活動、避難活動等の拠点整備が重要です。 

鳴瀬川においては、三本木地区に河川防災ステーション、吉田川下志田地区に水防災拠点

を整備していますが、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）や令和元年東日本台風（令和元

年 10 月洪水）の避難状況を踏まえ、自治体と連携して施設の増強を行います。また、掘削土

の有効活用を図りつつ、災害時の広域支援を踏まえて、水防災拠点の更なる設置を検討して

いきます。今後も水防災拠点を整備することにより、鳴瀬川流域のみならず大規模な洪水・

災害時の支援等をするとともに、危機管理体制の強化を図ります。 

  

表 5-8 河川防災ステーション及び水防災拠点の設置箇所 

 設置地区 箇所数 

河川防災 
ステーション 

三本木地区 １ 

水防災拠点 吉田川下志田地区 １ 

 

 

 

 

図 5-25 水防災拠点  
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［参考］吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」 

 

昭和 61 年 8 月洪水で甚大な浸水被害を受けた大崎市（旧鹿島台町）、大郷町、松島町では、

全国発となる「水害に強いまちづくりモデル事業」を実施してきました。このモデル事業は、

二線堤の構築やハード・ソフト対策を関係機関と地域住民が一体となって実施する、現在の

「流域治水」の考え方を先取りした取り組みでした。 

今般、令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）により、再び甚大な浸水被害が発生した

ことから、「令和元年台風第 19 号による大規模浸水被害対策分科会」を設置（令和元年

(2019)11 月 12 日）し、今次洪水を踏まえた「水害に強いまちづくりモデル事業」の検証と課

題整理を行い、国・県・市町など地域が連携し、一体となった今後の減災対策に資する提案

を、6 本の柱からなる『吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」』としてとり

まとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化を踏まえた、大規模氾濫被害の最小

化に向け、より水害に強いまちづくりの実践が求められることから、流域のあらゆる関係者

が協働して①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、③

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める「流域治

水」の観点でこのプロジェクトを深化させ対応することが重要であり、広域かつ多方面の関

係者を交えた議論・合意形成が課題となることから、本分科会では、流域全体で目指すべき

将来像を明確にするプロジェクトのビジョン（展望）を設定し共有を図りました。 

 

 

 

 

このビジョンを達成するため、本プロジェクトで位置付けた取り組みメニューの推進が必

要ですが、一方で引き続き検討すべき課題も残っているため、これらの課題を解決し、本プ

ロジェクトの推進を図るために、「流域治水」によるプロジェクト推進の観点である「甚大な

被害を回避し、早期復旧・復興を見据えて、事前に備える」（強靱性）、「将来にわたり、継続

して対策に取り組み、社会や経済を発展させる」（持続可能性）、「あらゆる主体が協力して対

策に取り組む」（包摂性）を踏まえた、ビジョン達成への方向性を明確にし、これまでの枠組

みを発展させた新たなステージで実践することをとりまとめました。 

『吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」』の６本の柱 令和元年台風第１９号による大規模浸水被害対策分科会の位置付け 
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＜吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」ビジョン達成への方向性と 

流域視点に立った協議・推進体制のイメージ＞ 

 

 
流域視点に⽴った協議・推進体制のイメージ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R1(2019).12.10 開催 第 1 分科会 R2(2020).1.21 開催 第 3 分科会 

R3(2021).10.22(web)開催 第 6 分科会 R4(2022).3.8 開催 第 8 分科会 
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(6) 鳴瀬川ダムと漆沢ダム（再開発）の建設 

鳴瀬川流域の洪水被害の軽減、流水の正常

な機能の維持、かんがい用水の補給、発電を

目的に鳴瀬川総合開発事業（鳴瀬川ダムの建

設と漆沢ダムの再開発）を実施します。 

なお、ダムの建設にあたっては、環境影響

評価書に基づき、学識経験者の指導・助言を

得ながら、事業区域の動植物の生息・育成・繁

殖環境を把握し、必要に応じた対策を講じる

など、環境への負荷をできる限り回避・低減

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-27 鳴瀬川総合開発事業 計画概要図 

 

表 5-9 鳴瀬川ダム及び漆沢ダム（再開発）の諸元 

施設名 ダム型式 
ダム高 

(m) 
堤頂長 

(m) 
総貯水容量

(千 m3) 
湛水面積 

(km2) 
集水面積 

(km2) 

鳴瀬川ダム 台形 CSG ダム 107.5 358.0 45,600 1.57 42.4 

漆沢ダム 

（再開発） 

中央コア型 

ロックフィルダム 
80.0 310.0 18,000 0.83 58.9 

 

図 5-26 鳴瀬川総合開発事業 完成予想図 

トンネル 
洪水吐 

漆沢ダム 
（再開発） 

鳴瀬川ダム 
（建設） 

富⾕市 

（再開発） 

青森県

岩手県

秋田県

七時雨山

宮城県山形県

鳴瀬川ダム

福島県

新潟県

★

【鳴瀬川ダム完成後のかんがい用水】 
●対象地区：鳴瀬川地区 
●かんがい面積：約 9,870ha 
●効果 

渇水の影響を受けやすい鳴瀬川地区に対し、安
定したかんがい用水の供給が可能になります。 
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1) 洪水調節 

イ）鳴瀬川ダム 

鳴瀬川ダムの建設される地点における計画高水流量毎秒 660 立方メートルのうち、毎秒

630 立方メートルの洪水調節を行います。 

ロ）漆沢ダム 

既設漆沢ダムの再開発により、漆沢ダム地点における計画高水流量毎秒 650 立方メート

ルのうち、毎秒 600 立方メートルの洪水調節を行います。 

 

2) 流水の正常な機能の維持 

鳴瀬川及び田川の既得用水の補給等、流水の正常な機能の維持と増進を図ります。 

 

3) かんがい用水の補給 

二ツ石ダムと合わせて、鳴瀬川及び田川沿岸の約 9,870 ヘクタールの農地に対するかんが

い用水の補給を行います。 

 

4) 発電 

鳴瀬川ダムの建設に伴って新設される「鳴瀬川発電所」において、最大出力 2,300 キロワ

ットの発電を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

発電 （30,200千m3 ）

流水の正常な機能の維持 23,000千m3

かんがい 7,200千m3

洪水時最高水位 EL.291.4m

最低水位 EL.238.7m

平常時最高貯水位 EL.282.3m

洪水調節容量 12,500千m3

利水容量 30,200千m3

堆砂容量 2,900千m3

基礎地盤高 EL.190.0m

総貯水容量
45,600千m3

有効貯水容量
42,700千m3

ダム堤高
107.5m

ダム天端標高 EL.297.5m

洪水時最高水位 EL.276.5m

常用洪水吐き敷高

EL.243.1m

洪水調節容量
16,000千m3

堆砂容量
2,000千m3

基礎地盤高 EL.200.0m

ダム天端標高 EL.280.0m

総貯水容量

18,000千m3

有効貯水容量

16,000千m3

排砂設備敷高
EL.235.0m

ダム堤高
80.0m

図 5-29 漆沢ダム（再開発）貯水池容量配分図図 5-28 鳴瀬川ダム貯水池容量配分図
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(7) 吉田川上流の洪水調節施設 

吉田川上流の洪水調節施設の整備に向け、今後とも水文、地形、地質等の調査の他、治水・

利水計画の技術的検討を継続していきます。 

 

(8) 遊水地群の建設 

1) 吉田川上流遊水地群 

関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）と同規模の洪水においてもピーク水位が計画高水位

以下となるよう、吉田川上流部の河道改修とあわせて、善川遊水地、竹林川遊水地を整備し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-30 吉田川上流遊水地群整備箇所 位置図 

表 5-10 遊水地の諸元 

 

 

 

 

 

  

河川名 施工の場所 遊水地名 湛水面積 湛水容量 

竹林川 0.4k~1.4k 竹林川遊水地 約 57ha 約 62 万 m3 

善川 2.2k~3.96k 善川遊水地 約 57ha 約 195 万 m3 
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2) 吉田川中流部遊水地 

令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）と同規模の洪水においても中流部のピーク水位

が計画高水位以下となるよう、吉田川中流部に新たに遊水地を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-31 吉田川中流部遊水地整備箇所 位置図 

表 5-11 新たに整備する洪水調節施設の概要 

 

 

 

 

 

 

  

河川名 施設名 湛水容量 

吉田川 吉田川中流部遊水地 約 700 万 m3 

吉田川

滑川

花川

野川

石巻湾

宮床川
南川

東北本線

仙石線

国道45号

国道346号

落合

野田橋

野蒜

三本木

味明川

善川

南川ダム
（県）

宮床ダム
（県）

三
陸
縦
貫
自
動
車
道鞍坪川

竹林川

西川

鳴瀬川中流堰下流

新たに遊水地の整備を検討する範囲

※洪水調節施設の位置、規模等については、今後詳細な検討及び関係機関等との調整の上決定する予定です。 
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［参考］鳴瀬川水系の治水対策の進め方 

 

鳴瀬川では上流の鳴瀬川総合開発事業及び河道掘削・堤防整備等、吉田川では河道掘削・

堤防整備及び支川善川、竹林川の遊水地整備等により、これまで治水対策を計画的に進めて

きました。 

しかし、鳴瀬川、吉田川ともに、未だ治水安全度は十分ではなく、流下能力の不足してい

る箇所が多く存在します。このため、鳴瀬川における戦後最大規模のカスリン台風（昭和 22

年 9 月洪水）、吉田川の堤防決壊や堤防越水・溢水等により大規模な氾濫が発生した令和元年

東日本台風（令和元年 10 月洪水）と同規模の洪水が発生した場合には、甚大な被害が予想さ

れることから、さらなる治水対策の推進を図る必要があります。 

このため、整備計画の実施にあたっては、これまでと同様に、上下流バランスを図りつつ、

早期効果発現を目指した治水対策を継続します。 

鳴瀬川については、上流部の鳴瀬川総合開発事業の推進により全川に渡り流量の低減を図

りつつ、カスリン台風（昭和 22 年 9 月洪水）に対して気候変動を考慮した洪水規模に対応し

た堤防整備・河道掘削を下流部から順次整備を実施し、家屋浸水被害の防止・軽減を図りま

す。 

吉田川については、支川善川、竹林川における遊水地整備を実施し、三川合流点下流の流

量の低減を図ります。 

また、令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）規模の洪水に対応した河道掘削・堤防整

備を実施するとともに、吉田川中流部に新たに遊水地を整備します。 

また、河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、氾濫域も含めて一つの流域として

とらえ、その河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減させる「流域

治水」を推進するとともに、必要に応じて、流域治水関連法により整備された流域治水の実

効性を高める法的枠組を活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

既設堤防

断面不足箇所における
堤防の断面確保

掘削土を
有効活用

河道掘削

堤防整備と河道掘削のイメージ
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整備計画実施後の流下能力達成度 「流域治水」の施策イメージ 
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［参考］河川整備計画で定めた整備の完了による治水効果 

 

河川整備計画は、堤防整備や河道掘削等を実施し、鳴瀬川、吉田川共に上下流バランスの

とれた流下能力を確保することにより、床上浸水等の重大な家屋浸水被害の防止に努めます。 

また、河川整備計画で定めた整備の完了により、河川整備基本方針で定める計画高水流量

に対しても、鳴瀬川・吉田川ともに多くの区間で流下可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況（R3(2021).3 末時点）河道及び整備完了後の河道の流下能力達成率（鳴瀬川・吉田川） 

  

（鳴瀬川） ［流下能力達成率＝河道流下能力/計画高水流量］ 

（吉田川） ［流下能力達成率＝河道流下能力/計画高水流量］ 

整備完了後の河道の流下能力達成率 

現況河道の流下能力達成率 

計画流量に対する整備計画流量の割合 

整備完了後の河道の流下能力達成率 

現況河道の流下能力達成率 

計画流量に対する整備計画流量の割合 
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河川の適正な利用および流水の正常な機能の維持に関する整備 

(1) 正常流量の確保 

鳴瀬川の流水の正常な機能を維持するための流量（正常流量）は、鳴瀬川中流堰下流地点に

おいてかんがい期（5 月～8 月）概ね 2m3/s、非かんがい期（9 月～4 月）概ね 4m3/s としてい

ます。10 年に 1 回程度起こりうる渇水時においても、鳴瀬川ダムにより必要な水量を補給する

ことで正常流量を確保し、動植物の保護等河川環境の保全や安定的な水利用を図ります。 

吉田川の流水の正常な機能を維持するための流量（正常流量）は、落合地点においてかんが

い期（4 月～8 月）概ね 1.5m3/s、非かんがい期（9 月～3 月）概ね 1m3/s としています。しか

し、本整備計画では吉田川での新規水源開発を行わないことから、正常流量の確保が困難とな

った渇水時には関係機関等との連携を図りながら流水の適正な管理に努めます。 

さらに、東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下や津波による侵食等により河口部の地形が変

化しているため、塩水遡上範囲が上流に及ぶことによる水利用への影響についてモニタリング

を継続し、水利用に支障が生じるなど必要な場合には、関係機関との連携や情報共有により、

塩水遡上等による被害の軽減に努めます。 

表 5-12 鳴瀬川における正常流量 

基準地点 正常流量 
鳴瀬川中流堰下流 9 月～4 月：概ね 4m3/s 5 月～8 月：概ね 2m3/s 

 
 

 

 

 

 

 

 
図 5-32 流況の改善（鳴瀬川） 

表 5-13 吉田川における正常流量 

基準地点 正常流量 
吉田川落合 9 月～3 月：概ね 1m3/s 4 月～8 月：概ね 1.5m3/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-33 流況の改善（吉田川） 
※1/10 を越える異常渇水が生じた場合はダム整備後も正常流量を確保できない可能性があります。 
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河川環境の整備と保全に関する事項 

(1) 動植物の生息・生育・繁殖環境の保全 

1) 良好な河川環境の保全 

河川環境の整備と保全に関しては、これまでの流域の人々と鳴瀬川の関わりを考慮しつつ、

鳴瀬川の流れが生み出す良好な河川景観を保全・創出するとともに、多様な動植物が生息・

生育・繁殖する豊かな自然環境を後世に継承するよう努めます。このため、流域の自然、社

会状況を踏まえ、生態系ネットワーク形式にも寄与する河川環境の整備と保全が適切に行な

われるよう、空間管理等の目標を定め、地域住民や関係機関と連携しながら、地域づくりに

も資する川づくりを推進します。 

動植物の生息地・生育地・繁殖地の保全については、コイ、ドジョウ、ニホンウナギ等の

生息場の保全・創出、ヤナギ類の中低木やヨシなどが繁茂する河畔の環境の保全・創出、冬

期にはハクチョウやガン・カモ類が多数飛来する中州や寄州の保全・創出を図ります。特に、

河口部においては、砂丘性植物群落、塩沼植物群落やエドハゼ、ウミネコ等が生息・生育・

繁殖する、特有の生物相を形成する環境の保全・創出を図ります。なお、改変を伴う箇所に

あたっては、生息地・生育地・繁殖地の復元に努めるとともに、さらに、河川内の改変に伴

う裸地化の防止及び、地域住民や関係機関と連携しながら外来種の拡大の防止等に努めます。 

 

 

図 5-34 後世に継承する河川環境のイメージ 
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2) 自然環境に配慮した事業の実施（多自然川づくり） 

鳴瀬川は、緩流域の河岸を利用する魚類の生息環境や高水敷に広がる草本など様々な動植

物の生息・生育・繁殖環境があり、豊かな表情を有しています。また、冬場になると水鳥な

どの越冬地として利用されています。今後とも、この豊かな自然環境を維持していくために、

定期的に動植物の生息・生育・繁殖環境の状況把握を行います。 

河道掘削等の河川工事の実施にあたっては、河川環境を十分に把握し、専門家の意見や地

域住民の意向を聴きながら、可能な限り動植物の生息・生育・繁殖環境の保全・創出などに

配慮します。 

災害対策など緊急性を伴う工事であっても、多様な動植物の生息・生育・繁殖の場など、

周辺環境に与える影響が極力少なくなるよう河川水辺の国勢調査等の結果を踏まえ、環境に

配慮した川づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-35 河道掘削横断イメージ図  
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3) 自然再生に向けた取り組みの実施 

鳴瀬川や吉田川の横断工作物には魚道が設置されており、魚類等の遡上環境が確保されて

います。今後も魚類等の遡上環境や生息・生育・繁殖環境について、関係機関と連携し必要

に応じて保全・創出に努めます。 

  

写真 5-5 鳴瀬堰の魚道 

  

写真 5-6 鳴瀬川中流堰の魚道 

  

写真 5-7 桑折江堰の魚道 

鳴瀬川流域を含めた宮城県北部地域は、全国有数のガン類の集団越冬地であるほか、鳴瀬

川では、ハクチョウやガン・カモ類の集団越冬地として利用されていることから、河川を基

軸とした生態系ネットワークの形成への取り組みを流域に拡大し多様な主体と連携・協働し

て、生態系ネットワークの取り組みを地域と一体となって推進し、人と多様な生きものが共

存する水辺の保全・再生に取り組みます。なお、新たな自然環境の変化により、動植物の良

好な生息・生育・繁殖環境の保全・創出の必要が生じた場合は、自然再生計画を策定し、そ

の計画に基づき整備を実施します。  
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4) 外来種対策の実施 

アレチウリ等の外来種対策については、河川水辺の国勢調査等の現況調査に基

づき、学識経験者及び関係者による検討会・勉強会を開催し外来種への対処方法

を検討します。  

また、予防措置として法面緑化への外来種の利用を極力避けるとともに、河川

利用者等には、外来種を持ち込ませないための広報活動や、対策等を必要に応じ

て行います。  

 

5) 河川環境のモニタリング 

鳴瀬川は、豊かで多様な自然環境を有し、さまざまな魚や生物が生息・生育・

繁殖しています。その特色を消失させないためにも鳴瀬川の動植物の生息・生育・

繁殖環境の保全に向け、河川の水質、物理環境や動植物の生息・生育分布等の経

年的変化をとらえることを目的とした「河川水辺の国勢調査」による継続的なモニ

タリング調査を行っています。 

 

表 5-14 河川環境に関する調査 
調査項目 調査内容 

河川水辺の国勢調査 

・魚類調査 
・底生動物調査 
・植物調査（植物相調査） 
・鳥類調査 
・両生類・爬虫類・哺乳類調査 
・陸上昆虫類等調査 
・河川環境基図作成調査 

（陸域調査（植生図作成調査、群落組成調査、植生断面調査）、水域調査） 
・河川空間利用実態調査 

 

東北地方太平洋沖地震に伴う地盤沈下・津波により地形・底質・植生等が変化

し、動植物の生息・生育・繁殖環境に影響がみられた河口域においては、平成 24

年 (2012)から被災域環境調査を行いました。地震前の「河川水辺の国勢調査」の

結果との比較から、震災の生物相や生態系に対する影響を把握するモニタリング

調査を行い、生物相の回復が概ね確認できた平成 29 年 (2017)を以て調査を終了し

ました。  

このような環境モニタリング調査の実施や環境の把握にあたっては、各専門分

野の学識経験者からの指導・助言や、部分的な学校関係者・地域住民等の協力を

頂きながら進めていきます。  
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(2) 水質の保全 

鳴瀬川の水質は概ね環境基準値を満足していますが、定期採水による分析により、流域の水

質状況を把握し、また、流域全体の社会生活などに起因する富栄養化の原因物質については、

流域内での汚濁負荷削減の取り組みを支援し、関係地方公共団体、下水道等の関係機関との連

携を図りその減少に努めます。さらに、子供達を対象とした水生生物の観察会や出前講座など

を通じての啓発活動を継続し、流域住民とともに鳴瀬川の水質保全に取り組みます。 

 

(3) 景観に配慮した河川空間整備 

鳴瀬川は、源流の船形連峰を背景とした大崎平野、自然豊かな河川景観を形成している河畔

林、広大なヨシ原の豊かな自然がおりなす河口部の多様な景観など、古くから美しい風景を保

持しています。これらの箇所においては、河川工事による景観の改変を極力小さくするよう努

め、良好な景観の保全を図ります。また、良好な景観は、地域固有の自然、歴史、文化等の特性

と密接に関連するものであることから、河川整備にあたっては、県、市町村、NPO、地域住民

などと連携し、豊かでうるおいのある河川空間の整備を図ります。 

 

(4) 人と河川とのふれあいの場の整備 

1) 河川空間の整備 

河川空間の整備にあたっては、河川環境管理基本計画のブロック別管理方針を踏まえたう

えで空間配置を定め、その配置に対応する空間整備と拠点整備を実施します。さらに、河川

が持つ豊かでうるおいのある河川空間を維持・保全するため、地域からの要望に配慮し、県

や市町村等と連携しながら、水辺の楽校等の整備を行います。 

また、整備した施設を適切に維持管理するとともに、新たな堤防、護岸等の整備にあたっ

ては、必要に応じ地域住民の意見の反映を図り、子供からお年寄りまで安心して利用ができ

るよう、安全性に配慮した階段やスロープなどを整備し、人と河川とのふれあいの場を確保

します。なお、河川空間の利活用ニーズの高まりにより、かわまちづくりが行われる場合は、

推進主体と連携して、計画策定を支援し、計画の実施にあたってはソフト対策・ハード対策

の実施・支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-8 下伊場野水辺の楽校スロープ整備状況 
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2) 水辺のネットワーク整備 

鳴瀬川の有するレクリエーション空間としての機能を拡大し、河川周辺地域との一体的な

活用を図ります。このため、鳴瀬川およびその支川を軸として河川周辺に存在する歴史・文

化的施設や公園・緑地等を有機的に連携し、変化に富んだ河川景観、多様な自然と歴史等に

親しまれる水辺のネットワーク整備を県や市町村等と連携しながら進めます。 

 

【鳴瀬川水系河川空間のゾーニングについて】 

 

鳴瀬川水系では河川空間の適正な保全と利用を図るため、河川環境管理基本計画が平成 2 年

(1990)3 月に作成されています。 

これは河川空間に対する多様な要請に対し、河川空間が有する機能による対応が可能な区域、

あるいは河川空間特有の機能を活用することにより地域住民の生活環境の向上を図ることが可能

な区域についての空間配置計画・施設整備計画です。 

 

○空間配置計画 

空間配置計画は、ブロック計画に基づき、自然環境や景観、土地利用など、それぞれの地区特

性に応じた河川空間管理の方向性を示すため、水辺や高水敷などの河川空間を、その利用目的に

応じた適切な場所に配置することにより管理する計画です。 

 

○施設整備計画 

施設整備計画は、各ブロックにおける整備方針を踏まえて施設整備を定める「空間整備計画」、

河川空間利用の核として重点的に整備する地区を定める「拠点地区整備計画」並びに河川を軸と

して周辺地域と有機的に連携させる「水辺のネットワーク整備計画」から構成されます。 

 

◇空間整備計画 

空間配置計画及び各ブロックの河川空間の整備に関する基本方針を踏まえて、鳴瀬川特有の

環境を活かし、豊かでうるおいのある河川空間を整備する計画です。 

 

◇拠点地区整備計画 

自然・歴史・文化などの環境資源を活用し、鳴瀬川を軸とする新たな川の文化の創造に向け

て、重点的に整備することが望ましい地区を拠点地区として整備する計画です。 

 

◇水辺のネットワーク整備計画 

鳴瀬川の有する水と緑の特性を活かし、鳴瀬川及びその支川を軸とし、河川周辺に存在する

歴史・文化施設、公園・緑地等を有機的に連携し、変化に富んだ河川景観、水の流れ、多様な自

然、歴史等に親しめる水辺ネットワークの整備に関する計画です。 
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図 5-36 ブロック別の河川空間計画（平成 2年(1990)3 月策定） 

表 5-15 河川空間の整備方針 

ゾーンタイプ 

ブロック 
自然利用ゾーン 整備ゾーン 歴史ゾーン 

大崎ブロック 

・ 身近な河川の自然・景観

にふれ、親しめるよう散

策路等を整備する。 

・ 広大な高水敷を活用し、

公園・運動場を整備し周

辺住民が集い、レクリエ

ーションが楽しめる空間

として整備する。 

・ 市街地に接する区間にお

いては護岸の修景等に工

夫する。 

 

大崎東部ブロック 

・ 広い河川空間や河川特有

の良好な自然とふれあ

い、のびのびと楽しめる

ような遊歩道・サイクリ

ングロード等を整備す

る。 

・ 沿岸住民の交流の場とし

てイベント等に配慮し、

住民に身近で親しみやす

い河川公園・運動広場等

を整備する。 

 

吉田川ブロック 

・ 河川敷植生や鳥類等と身

近に触れ親しめるよう散

策路・サイクリングロー

ド等を整備する。 

・ 地域の憩いとやすらぎの

場として多目的広場やゲ

ートボール場などのスポ

ーツ施設や花壇等を整備

する。 

・ 幡谷サイフォン周辺にお

いては、治水は干拓等の

歴史の説明板等を配置

し、見学しやすいように

整備するほか、潜穴等へ

の案内板を設置する。 

野蒜ブロック 

・ 自然にふれあえる河川空

間として散策路・自然観

察広場等を整備するとと

もに親水性に配慮する。 

・ 高水敷を活用し、スポー

ツ・レクリエーションを

楽しめるよう運動広場・

多目的広場等を整備す

る。 

・北上運河・東名運河・野

蒜築港など歴史的な施設

を見学しやすいように説

明板等を設置する。 

旧三本木町 

旧古川市 

旧鹿島台町 

旧小牛田町 

旧松山町 

旧鳴瀬町 

旧中新田町 

旧小野田町 

旧宮崎町 

旧南郷町
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(5) 健全な流砂系の構築に向けた取り組み 

河川の望ましい姿として、山から海まで、土砂の量と質とのバランスがとれた安全で自然豊

かな親しめる河川や海岸を実現させる必要があります。 

このため、流域の源頭部から海岸を一貫した土砂の運動領域を「流砂系」という概念で捉え、

流砂系を健全な状態へ回復・維持するために、粒度分布と量も含めた土砂移動の定量的な把握

や移動予測等に関する調査・研究を推進します。 

 

(6) 河川環境の保全に向けた川やダムを基軸とした取り組み 

鳴瀬川上流域は、ブナ林など原生的な自然林が分布する船形連峰に位置し、豊かな自然環境

に恵まれています。また、中流域は、山地から平地に移行する、自然と田園地帯が相まった変

化にとんだ環境、下流域は平地が広がり町並みが連担する環境を形成しています。 

これら上流域をはじめとする流域の自然環境は、河川環境と密接に関係しています。このた

め、流域全体の豊かな自然環境と良好な河川環境の保全に向け、沿川地域の歴史や文化を育み、

人々の生活を支えている川やダムと地域住民との良好な関係を構築することを目指し、川やダ

ムを軸とした地域住民や流域自治体、関係機関の参加・連携による取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-9  H25(2013)漆沢ダム森と湖に親しむ旬間（出典：宮城県ホームページ） 
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5.2 河川の維持・修繕の目的、種類及び施行の場所 

「災害の発生の防止」、「河川の適正な利用」、「流水の正常な機能の維持」、「河川環境の整備と

保全」等の観点から、河川管理施設を本来の機能が発揮されるように適切に維持管理を実施しま

す。 

河川維持管理にあたっては、鳴瀬川の河川特性を十分に踏まえ、河川管理の目標、目的、重点

箇所、実施内容等の具体的な維持管理の計画となる「河川維持管理計画」を定め、これらに沿っ

た、計画的な維持管理を継続的に行うとともに、河川の状態把握、状態の分析・評価、評価結果

に基づく改善等を一連のサイクルとした「サイクル型維持管理」により効率的、効果的に実施し

ます。なお、河川の維持管理を行うにあたっては、新技術の活用の可能性を検討するとともにコ

スト縮減に努めます。 

また、河川は常に変化する自然公物であるため、状態把握を確実に実施し、その結果を河川カ

ルテ＊として記録・保存し、河川管理の基礎データとして活用します。 

 

 

図 5-37 サイクル型維持管理のイメージ 

  

河川維持管理計画

状態を常に監視

状態を機動的に改善

状態の評価

河川カルテの作成

サイクル型維持管理

監視－評価－改善

必要に応じ計画を見直し

常に状態が変化する自然公物

である河川の状態を測量、点

検等で常に、適切に監視し、

データを集積する。

（実施項目事例）

・河川巡視、施設点検

・測量観測、横断測量

・堤防等目視モニタリング

監視、評価結果に基づき、機

動的に河川管理施設の改善を

実施し、効率的かつ効果的な

施設の機能維持を図る。

（実施項目事例）

●堤防管理

・堤防補修　・堤防除草

●河道管理

・護岸補修

・河道内樹木管理

●施設管理（水閘門等施設）

・機械設備修繕、施設更新  等

各河川の規模や特性に応じて、維

持管理計画を作成。重点箇所や具

体的な維持管理内容を計画。

調査、点検結果を河川

カルテとして記録し、

データベース化。

監視結果より、管理する河川の

河道状態、施設の状態を評価す

る。 地域社会情報共有

地域社会

協

働

実

施

調査、点検結果を河川カルテと

して記録し、データベース化 

河川カルテの作成 

＊河川カルテ：河川の状態を把握し、更に河川改修工事、災害復旧工事、施設補修・更新等の維持管理に関する履歴等の基

礎情報を整理したもの。 

河川維持管理計画：河川毎に概ね 5 年間の維持管理の内容を定める計画。 

協
働
実
施 情報共有 
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5.2.1 河川の維持管理 

河川調査 

河川管理を適切に実施するためには、河川の状態を適切に把握することが必要になります。

このため、水文･水質調査や河道の縦横断測量（点群測量）、環境調査及び河川巡視などを継続

的･定期的に実施します。 

河川の巡視 

洪水時において堤防などの河川管理施設がその機能を発揮するためには、その状態を把握

する必要があります。特に、鳴瀬川では下流部の堤防が軟弱地盤に設置されていることから、

堤防の高さや形状など堤防の沈下に留意した巡視を実施します。 

また、治水施設に限らず、土地や河川水の利用状況、許可工作物の状況など、河川管理区

域が適正に利用されているかどうかを日常から監視する必要があり、河川管理施設の異常や

不法行為を発見するため、河川巡視を実施します。 

鳴瀬川の河川水は、農業用水をはじめ、発電用水、上水道用水等多様に利用されている、

生活を支える重要な水です。そのため、利水者に対しては流量計などの設置について指導を

行うなどの取水管理を図ります。 

表 5-16 河川巡視の巡視内容と頻度 

主な巡視内容 巡視頻度 

①川の維持管理の状況把握 

②流水の占用の状況把握 

③土地の占用の状況把握 

④工作物の新築、移築及び状況把握 

⑤不法占用・不法使用者への注意・指導など 

毎週定期的に実施 

（その他、出水期前後に

おいても巡視を実施） 

 

河川状況の把握 

河道の形状は流下能力や施設の機能に大きく影響を与えるため、その状況把握は非常に重

要です。河道形状の経年変化や異常個所を適切に把握するために、縦横断測量（点群測量）

や平面測量(空中写真測量)、斜め写真撮影を実施します。 

また、日常の河川巡視から河道の流下能力に影響を与える変状が見られる箇所については、

土砂堆積調査、中州・砂州移動調査など、必要に応じた調査を実施します。 

これらの調査の結果は、すべて整理・分析し、河道特性の変動を把握すると共に、流下能

力の評価に反映させます。 

東北地方太平洋沖地震や津波による侵食等に伴い発生した広域的な地殻変動や地形変化に

ついては、洪水の流下能力、塩水遡上、動植物の生息・生育・繁殖環境、河口部の侵食、津波

の遡上、高潮による波浪の打上げ、船舶の航行等に影響することから、これらの項目との関

連を踏まえて、今後の動向についてモニタリングを実施するとともに、長期的に河川管理上

の支障が予想される場合には必要な対策を実施します。 
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被災前 2010 年 9 月 18 日 北上川下流河川事務所撮影    被災後 2011 年 3 月 12 日 国土地理院撮影 

写真 5-10 東北地方太平洋沖地震前後の河口部の状況 

 

洪水後の状況把握 

大規模な出水・津波が発生すると、河川管理施設に対して大きな影響を与え施設の機能維

持を左右する場合があることから、その変状の把握を行います。 

そのため、洪水後などには河川管理施設の変状を適切に把握することを目的に、施設の点

検や堤防漏水調査など、必要に応じた調査を実施します。 

また、大規模出水による河道の変化は非常に大きく、その状況把握は後の河川維持管理に

とって重要です。洪水が発生した場合には、空中写真撮影や河床材料調査など、多岐にわた

る項目について調査します。 

 

洪水後に実施する代表的な調査項目 
・空中写真撮影    ・洪水痕跡調査    ・河床材料調査 
・異常洗掘調査    ・植生の倒伏状況 

  

写真 5-11 洪水時の空中写真撮影 

（昭和 61 年 8 月洪水、吉田川） 

写真 5-12 洪水痕跡調査の状況 
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水文観測調査  

渇水状況や洪水の規模を適切に把握するためや、治水計画等の基礎資料とするために、こ

れまでに平常時・洪水時に関わらず、継続的に水文観測調査を実施してきました。現在、水

位・流量観測などの水文観測は合計 32 地点で行っています。 

また、危険箇所の水位を観測する危機管理型水位計は合計 36 箇所に設置しています。 

これら水文観測施設については、東北地方太平洋沖地震の際に被災した施設もあることか

ら、適切な保守点検に加え、老朽化した施設や機器の更新、設備の耐震対策、観測機器や電

源等の二重化、施設配置・観測計画の見直しを実施するなど、適切な維持管理に努め、水文

観測の確実性の確保や精度の向上を図ります。また、危険箇所における水位状況を的確に把

握するため、水文観測体制の充実を図り、水文観測調査を継続していきます。 

表 5-17 水文観測所地点数（令和 3年(2021)3 月時点） 

項目 地点数 

雨量観測地点 9 

水位・流量観測地点 17 

水質観測地点 7 

危機管理型水位計 36 

合計 69 

 

河川管理施設の維持管理 

堤防の維持管理 

堤防は、洪水を安全に流下させ、流域の人々の生命や財産を守るための重要な施設です。

このため、河川巡視や点検等により、状態を把握し、必要に応じて適切な補修等を行い、堤

防の機能の維持に努めていくため、具体的に以下の項目を実施していきます。 

 

a) 堤防除草 

堤防は河川の流水が河川外に流出することを防止するために設けられるものであり、堤体

の変状（劣化、損傷等）を放置すれば、洪水時に侵食が拡大して決壊の原因となります。 

そのため、河川巡視や点検等により、堤防の変状を早期に、容易に把握し、堤防の機能を

維持することを目的に、定期的に堤防除草を実施します。 

なお、鳴瀬川では、堤防の除草など河川管理により発生した刈草や流木は、「バイオマス」

※として農家の家畜の敷きわらや飼料、まき等に利用されており、地域内での有効利用の他処

理費用のコスト削減にも大きく寄与しています。 

今後も地域内での活用に向けた広報などの取り組みを進めていきます。 

※バイオマス：動植物に由来する有機物であって、エネルギー資源として利用することができるもの 
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写真 5-13 堤防除草の状況（鳴瀬川） 

 

 

 

図 5-38 ホームページでの広報状況 

 

b) 堤防補修 

河川巡視や点検等により確認された堤防変状（降雨や流水による侵食、モグラ穴等による

損傷、イタドリ等の有害植生の繁茂による法面の裸地化等）を放置した場合、洪水時に堤防

損傷が拡大し、最悪の場合決壊の原因となります。 

そのため、河川巡視や点検等を継続的に実施し、堤防の変状を適切に把握したうえで、変

状箇所の原因等を究明し、機動的かつ効率的に補修を実施します。 

 

c) 堤防天端の舗装 

堤防天端の舗装は、雨水の堤体への浸透抑制や河川巡視の効率化、河川利用の促進の観点

から実施しています。 

そのため、舗装にひび割れ等が発生した場合は適切に補修します。 

 

 

 

 

写真 5-14 集草・梱包した刈草の 
酪農家等へ無償提供状況 
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写真 5-15 堤防天端舗装修復の状況 

 

樋門・樋管、堰及び排水機場の維持管理 

樋管本体及び周辺堤防の変状を把握するため、定期的に点検、調査を実施して状態を適切

に評価し、必要に応じて適切な時期に、着実かつ効率的・効果的に必要な対策等を実施しま

す。また、堰や水門・樋門、排水機場などのゲート操作やポンプ運転に係わる機械設備や電

気通信施設についても、定期的に点検、調査を実施して状態を適切に評価し、設備の設置目

的、装置、機器等の特性、設置条件を踏まえ、効果的に予防保全（設備、装置、機器、部品が

必要な機能を発揮できる状態に維持するための保全）と事後保全（故障した設備、装置、機

器、部品の機能を復旧するための保全）を使い分け、戦略的に部品の修理、交換及び施設の

更新等を実施します。 

さらに、今後の水門等水位観測員の高齢化等への対応や局所的な集中豪雨等への迅速な操

作が必要な施設、並びに、津波に対する操作を行う必要がある河川管理施設については、操

作の遠隔化や、無動力化等を進めることにより、水門等水位観測員の安全を確保するととも

に、迅速、確実な操作により被害の軽減に努めます。 

浸水被害を受けるなど施設が停止した場合には、早期に復旧できるよう必要な対策を進め

ます。 

 

写真 5-16 樋門の老朽化状況（函体内部損傷） 
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施工前 施工中 施工後 

写真 5-17 樋門の補修状況 

       

写真 5-18 排水機場ポンプ原動機点検状況     写真 5-19 堰ゲート点検状況 

 
表 5-18 維持管理（堰）に係る施行の場所 

種別 河 川 名 位 置 施 設 名 称 

堰 
鳴瀬川 

4.8km 鳴瀬堰 

21.7km 鳴瀬川中流堰 

33.7km 桑折江堰 

吉田川 5.6km 若針潮止堰 

 

表 5-19 維持管理（水門）に係る施行の場所 

種別 河 川 名 位 置 施 設 名 称 

水 

門 

鳴瀬川 右岸 0.4km+50m 野蒜水門 

吉田川 
左岸 23.2km+100m 身洗川水門 

二線堤 No.134+12m 大谷地水門 

 

  

※ 今後、本表に示していない堰を管理する事となった場合は、その施設が位置する場所においても施行します。 

※ 今後、本表に示していない水門を管理する事となった場合は、その施設が位置する場所においても施行します。 
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表 5-20 維持管理（樋門・樋管）に係る施行の場所 

種別 河川名 位 置 施 設 名 称  河川名 位 置 施 設 名 称 

樋 
門 
・ 
樋 
管 

鳴瀬川 

左岸 4.8km+20m 南江排水樋管  

吉田川 

右岸 24.1km+40m 一本木排水樋管 

右岸 17.7km+30m 阿久戸排水樋管  右岸 24.6km+70m 鷹の巣第一排水樋管 

右岸 27.1km+195m 鈴根五郎排水樋管  右岸 24.8km+80m 鷹の巣第二排水樋管 

右岸 27.1km+252m 鈴根五郎排水機場樋管  右岸 25.1km+80m 鷹の巣第三排水樋管 

左岸 31.7km+140m 師山排水機場樋管  

多田川 

右岸 1.0km+75m 鰌堀排水樋管 

左岸 32.5km+170m 城野排水樋管  右岸 1.2km+120m 三本木排水機場樋管 

右岸 36.5km+80m 百間堀排水樋管  左岸 1.8km+20m 新町排水樋管 

右岸 36.9km+50m 廻山第２排水樋管  左岸 2.4km+25m 吉原排水樋管 

右岸 37.3km+115m 千貫森排水樋管  左岸 2.6km+60m 新大江川排水樋管 

右岸 38.0km+10m 賀家排水樋管  右岸 2.8km+50m 谷地排水樋門 

右岸 38.3km 蟻ヶ袋排水樋管  
鞍坪川 

左岸 0.8km 鞍坪排水機場樋管 

右岸 39.1km+50m 坂本排水樋管  左岸 0.8km 鞍坪排水樋門 

右岸 39.3km+60m 竹下江排水樋管  滑川 右岸 0.4km+150m 要害排水樋管 

右岸 40.7km+120m 桜舘排水樋管  

二線堤 

No.88+15m 二線堤 1 号樋管 

吉田川 

右岸 2.1km+60m 原排水樋管  No.112+2m 二線堤 2 号樋管 

右岸 4.3km+80m 宿浦排水樋管  No.226+9.25m 二線堤 3 号・4 号樋管 

右岸 4.9km+20m 山田排水樋管  No.284+11.5m 二線堤 5 号樋管 

右岸 5.2km+90m 内響排水樋管  

善川 

右岸 0.4k+193m 窪田東排水樋管 

右岸 5.7km+70m 若針排水樋管  右岸 0.6k+85m 下舞野第一排水樋管 

右岸 6.5km 原田排水樋管  左岸 1.0k+146m 蒜袋第一排水樋管 

右岸 6.8km+50m 前蒲排水樋管  右岸 1.2k+42m 下舞野第二排水樋管 

右岸 7.3km+90m 竹谷排水樋管  左岸 1.2k+183m 蒜袋第二排水樋管 

右岸 8.9km+90m 川欠排水樋管  右岸 1.4k+108m 下舞野第三排水樋管 

右岸 9.3km+70m 萱倉排水樋管  右岸 1.8k+16m 洞堀川排水樋管 

右岸 10.1km+10m 小川排水樋管  左岸 1.6k+151m 奥田川樋門 

左岸 11.6km 内浦排水樋管  

 
 左岸 13.8km+125m 志田谷地排水樋管  

右岸 18.4km+70m 中筒排水樋管  

右岸 19.9km+80m 丸山排水樋管   
 

右岸 20.5km+10m 中村排水樋管   

 

表 5-21 維持管理（陸閘）に係る施行の場所 

種別 河川名 位 置 施 設 名 称  河川名 位 置 施 設 名 称 

 
陸 
閘 

鳴瀬川 

左岸 35.7km+85m 三本木第一陸閘  
鳴瀬川 

左岸 36.0km+35m 三本木第四陸閘 

左岸 35.7km+120m 三本木第二陸閘  左岸 36.1km+40m 三本木第五陸閘 

左岸 35.9km+80m 三本木第三陸閘     

 

  

※ 今後、本表に示していない樋門・樋管を管理する事となった場合は、その施設が位置する場所においても施行します。 

※ 今後、本表に示していない陸閘を管理する事となった場合は、その施設が位置する場所においても施行します。 
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表 5-22 維持管理（排水機場）に係る施行の場所 

種別 河 川 名 位 置 施 設 名 称 

 

排 

水 

機 

場 

鳴瀬川 

右岸 17.7km+70m 船越排水機場 

右岸 27.1km+252m 鈴根五郎排水機場 

左岸 31.7km+140m 師山排水機場 

多田川 
右岸 1.2km+120m 三本木排水機場 

左岸 2.6km+60m 大江川排水機場 

鞍坪川 左岸 0.8km 鞍坪排水機場 

 

 

その他の施設の維持管理 

大臣管理区間内の許可工作物として、道路や鉄道橋梁などの横断工作物や水門、樋門・樋管、

揚排水機場など河川管理者以外が設置する施設が多数存在します。 

これらの施設が河川管理上の悪影響を及ぼすことのないように、出水期前に河川管理者も立

ち会い施設管理者と設備・動作状況の点検を実施するほか、河川巡視により施設の維持管理の

状態を監視し、必要に応じて適切に指導・助言を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-20 許可工作物の点検状況 

※ 今後、本表に示していない排水機場を管理する事となった場合は、その施設が位置する場所においても施行します。 
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河道の維持管理 

河道の変動、河岸の侵食、護岸、根固工等の変状を早期に把握し、適切な時期に、着実かつ

効率的・効果的に必要な対策等を実施するとともに、総合的な土砂管理の観点から河床変動状

況等についても継続的にモニタリングを実施し、河道の著しい侵食や堆積のないよう河道の維

持に努めます。 
 

河道管理 

a) 河道埋塞土砂撤去 

出水により運搬される土砂は、低水路、高水敷、樋管部に堆積します。これらを放置すれ

ば、流下能力不足を招くとともに、施設機能に支障を及ぼすことになります。このため、適

正な河道断面を確保し、河川管理施設が常に機能を発揮できるよう必要に応じて河道埋塞土

砂撤去を実施します。また、土砂堆積による中州や高水敷の陸地化・樹林化を抑制するため、

砂州や高水敷の表層土砂を撤去するなどの手法により、水域と陸域環境の遷移帯を設け、河

岸侵食の防止と豊かな河川環境の保全・再生に努めます。実施にあたっては、規制緩和の拡

大や制度の弾力的な運用による民間が有する力の活用を検討します。 
 

b) 護岸補修 

護岸の損傷を放置した場合、洪水時に護岸が流出し、堤防の侵食や河川水の浸透水による

漏水が発生するなど、堤防の安全性が損なわれる恐れがあります。したがって、災害発生の

未然防止の観点から、早期に護岸の損傷を発見、監視･評価し、適切な時期に、着実かつ効率

的・効果的に必要な対策等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 
 

c) 塵芥処理 

河川管理施設の機能維持を図るため、流木による河道閉塞等を未然に防止するとともに、

高水敷の良好な河川環境を維持出来るよう、漂着する塵芥（流木、かや等の自然漂流物）は、

除去し処分します。 

 

 

 

 

 

 写真 5-22 流木の状況    写真 5-23 塵芥処理の状況 

写真 5-21 高水護岸の補修状況 
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樹木管理 

樹木の成長や繁茂の状況を定期的に調査し、河道内樹木の繁茂・拡大により洪水を安全に

流下させる上で支障となっている箇所や樹木群への土砂堆積により水際の陸地化が進行し鳴

瀬川本来の景観や自然環境を変化させている箇所について、治水・環境の両面から適切に評

価し、必要に応じて伐採等の樹木管理を実施します。 

実施にあたっては、樹木の生長や繁茂の状況を定期的に調査・監視し、河道内樹木の繁茂・

拡大によって流下阻害や河川管理の支障となっている樹木については、必要に応じて学識経

験者等からの指導や助言、地域住民等の協力を得ながら、周辺の環境に配慮しつつ、伐採を

実施するなど、樹木群を適正に維持管理していきます。 

また、樹木管理により発生した伐採木等は、資源の有効活用の観点からリサイクルに努め

るとともに、一般市民や団体等の協力による公募型伐採や再繁茂対策の実施などにより維持

管理コストの縮減を図る取り組みを実施します。 

樹木管理の内容 
・淵際の河畔林など生物にとって価値の高い樹木については極力残します。 
・砂州に繁茂している樹木群や外来種は積極的に伐採します。 
・鳥類・哺乳類等の繁殖期を避けて伐採します。 
・乾燥化による帰化植物進入防止のため、現地の土を再利用します。 
・群落機能が維持できるように配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-39 樹木管理のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

適切な管理を実施しなかった場合

適切な管理を実施

幼木の成長 

樹林地の拡大 

樹林地の密生化 

外来種の侵入 

・樹林地は拡大・密生化し、洪水時の水位上昇を引き起こす

・外来種の侵入により在来植物の割合が減少する 

・流下阻害にならないよう適正に管理し、樹木群の環境面 

 の機能を考慮しつつ必要に応じて伐採を実施する 

樹林地拡大前に伐採 必要に応じて伐採 

伐採後に外来種侵入がないよう配慮 

樹林地は拡大・密生化し、洪水時の水位上昇を引き起こす
樹林地への土砂堆積により、水際環境が変化

河畔林などの保全に配慮しつつ必要に応じて樹木管理を実施
し、治水・環境面の機能を適正に維持

河畔林の環境面の機能の保全に
配慮しつつ必要に応じて伐採
河畔林の環境面の機能の保全に
配慮しつつ必要に応じて伐採

最悪の場合
越水の危険

写真 5-24 樹木再繁茂対策の事例 
（ブルドーザーによる樹木踏みつぶし） 

写真 5-25 地域住民主体の樹木再繁茂対策  
の事例（ヤナギの芽の刈り取り） 

写真 5-26 樹木繁茂状況 
（吉田川河口から 11.2km 付近） 
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河川空間の管理 

河川空間の保全と利用 

鳴瀬川の河川空間は、地域住民が身近に自然とふれあえる場として、様々な用途に利用さ

れています。河川空間の保全と利活用の調整については、平成 2 年(1990)3 月に策定された

「鳴瀬川水系河川環境管理基本計画」を踏まえ、流域の自然的、社会的状況の変化に応じた

内容の追加・変更・見直しを加えた上で、高水敷等の保全と利用の管理を行います。また、

地域住民や市町村、利活用団体と連携･協調しながら、利用者の視点に立った環境づくりを進

めていきます。 

河川の利活用に関するニーズの把握は、河川愛護モニター＊、河川環境保全モニター＊から

の情報提供や河川空間利用実態調査、川の通信簿調査＊、河川情報カメラの活用等から、利用

状況を定期的に評価･分析し、利用を促進する取り組みを実施します。 

河川敷の占用にあたっては、その目的と治水上、環境上及び他の占用施設への影響を考慮

し、その占用施設が適正に管理されるように占用者を指導し、安全に楽しく鳴瀬川を利用で

きるよう努めます。 

 

写真 5-27 川の通信簿調査状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊河川愛護モニター：河川の監視の強化、河川愛護の啓蒙、地域住民からの要望や意見の掌握等を主な目的とし、地域との

連携をさらに進めるために流域市町村住民の方に委嘱している。 
＊河川環境保全モニター：河川環境に関する専門的な知識と豊かな川づくりに対する熱意を地域の方々の参加を得て、河川

環境に関する情報の把握と河川環境の保全、創出及び秩序ある利用をきめ細かに行うために、流

域市町村住民の方に委嘱している。 
＊川の通信簿調査：河川空間の現状について市民団体等による点検を行い、満足度について評価を実施。 



5. 河川の整備の実施に関する事項 ～河川の維持・修繕の目的、種類及び施行の場所～ 
 

146 

不法占用・不法投棄対策 

不法占用対策については、河川巡視における早期発見に努め、すみやかな是正措置を講じ

るとともに、関係機関と連携し不法占用の未然防止に努めます。 

不法投棄対策については河川巡視の強化や河川情報カメラの活用により状況把握を行うと

ともに、民有地の場合は所有者の協力を得ながら不法行為を行っている者への適正な指導を

行い、悪質な行為に対しては関係機関と連携して、必要に応じた不法行為防止対策を講じま

す。また、ゴミマップ＊を公表し、ゴミ問題に関する意識の啓発を行う他、看板を設置する等、

適切な対策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真 5-28 不法投棄に対する看板設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-40 ゴミマップ 

＊ゴミマップ：不法投棄による河川景観や環境への影響を啓発するため、不法投棄の状況を掲載した図 
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環境教育の支援 

鳴瀬川をフィールドとした環境学習は、鳴瀬川の流れが生み出した良好な河川景観を保全

し、多様な動植物が生息・生育・繁殖する豊かな自然環境を次代に引き継ぐためにも重要で

す。 

鳴瀬川流域では、環境教育の場として小中学校の「総合的な学習の時間」などで活用され

ています。このため、地域の子供たちが、川にふれ、川に学ぶ場として、河川防災ステーシ

ョン等の施設や鳴瀬川の水辺等の活用を推進します。 

また、防災学習、河川利用に関する安全教育、環境教育等に関する川の情報を提供し、環

境学習の支援を行います。 

 

  

写真 5-29 下伊場野水辺の楽校での鮭稚魚の放流 

  

写真 5-30 下伊場野水辺の楽校での

カヌーイベント 

写真 5-31 河川 1 日パトロール 

 

河川愛護の啓発 

鳴瀬川が地域住民の共通財産であるという認識のもとに、河川について理解と関心を高め、

良好な河川環境の保全・再生を積極的に推進し、河川愛護について広く地域住民に周知を図

る必要があります。このため、クリーンアップ活動や河川愛護活動について、市町村等との

連携、地域住民やボランティア団体等と協力しながら進めるしくみをつくり、住民参加によ

る河川清掃や河川愛護活動の推進を図ります。 
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管理の高度化 

河川管理施設については、操作性の向上、水門等水位観測員の安全性確保、情報の迅速化、

確実化に向け、ゲートの無動力化や樋門情報管理システムを活用した操作状況の即時把握に努

めるとともに、堰や水門など重要な施設は光ファイバーを活用した自動化、遠隔監視・操作化

集中管理･監視カメラによる遠方監視等により災害時におけるバックアップ体制の強化を推進

します。また、洪水時の危険度を把握するため、危機管理型水位計及び簡易型河川監視カメラ

を活用した監視体制の充実を図ると共に、洪水予測システムの開発・精度向上等を進め、管理

手法の高度化の検討・整備を推進します。 

また、平常時の河川空間の利用状況や災害時における現場のリアルタイムかつダイレクトな

画像を収集するため、情報コンセント＊や河川情報カメラ等を利用して、河川監視の高度化を図

ります。 

さらに、出水や地震、水質事故などの異常時の巡視については、スマートフォンを用いた河

川巡視点検・報告システム等を活用し、効率的に現地の情報を取得し、的確かつ迅速な対応を

実施します。 

また、東北地方太平洋沖地震において被災した河川管理施設の被災状況や復旧活動の記録を

データベース化し、既存施設の機能評価や今後の耐震対策、災害復旧活動に活かすほか、社会

経済状況の激しい変化に対応し、河川の維持管理においても三次元データ等を活用し、河川管

理の高度化・効率化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      
写真 5-32 河川情報カメラ    写真 5-33 ホームページ上に公開されて 

       いる河川情報カメラの画像 

※平常時・災害時等における河川管理の情報の受発信に活用する。 

＊情報コンセント：河川沿いに敷設した光ファイバーケーブルに沿って、映像・音声・データの送受信を可能とする設備。 

図 5-41 樋門情報管理システム 

操作状況をパソコンに表示 
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5.2.2 危機管理体制の整備・強化 

本整備計画の目標達成までには概ね 30 年の期間を要するため、整備途中段階での災害発生が

懸念されます。また、東北地方太平洋沖地震等の巨大地震や地球温暖化に伴う気候変化による海

面の上昇、集中豪雨の激化等により想定を超える災害が発生するおそれもあります。  

こうした災害発生時においても被害が最小限となるよう、国、自治体等、関係機関における相

互の情報共有や支援体制の構築を図りつつ、以下の施策を進めます。 

 

洪水・高潮時の対応 

洪水予報及び水防警報等 

鳴瀬川水系の国管理区間は、洪水予報＊及び水防警報河川＊に指定されています。洪水予報

対象観測所の水位が氾濫注意水位を超えてさらに上昇する恐れがある場合には、水位予測を

行い、洪水予報を気象台と共同で発表します。 

また、水防警報区間を管轄する関係市町村や水防団等の関係機関が行う水防活動が的確に

実施され、災害の未然防止が図れるよう水防警報を行い、水防活動を行う必要がある旨を、

県・市町村を通じて水防団等へ通知します。さらに、出水時における水防活動や適切な避難

指示の発令及び避難所の開設判断等に資するよう、関係市町村の長にホットライン等を活用

して迅速かつ適切な情報提供を行います。 

また、個別の氾濫ブロックについて危険となるタイミングを的確に把握するため、水害リ

スクラインを導入するとともに、洪水予測の高度化を進めます。 

 

 
 

図 5-42 洪水予報・水防警報の伝達経路 写真 5-34 ロールプレイング方式による 
危機管理訓練 

 

  

 仙台 

福島 
河川国道事務所 

共同発表 

宮城県 

福島県 
報道機関 その他の関係機関 

一  般  住  民 

・警察 

・東北電力 

・NTT 

・JR など 
   水防警報 

   洪水予報 
関係市町村 

仙台管区気象台 

福島地方気象台 北上川下流河川事務所 

宮城県 

仙台管区気象台 

報道機関 

＊洪水予報河川：水防法に基づき、国土交通大臣が二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪

水により国民経済上重大な損害を生ずる恐れがあるものとして指定した河川又は都道府県知事が国土交通

大臣が指定した河川以外の流域面積が大きい河川で洪水により相当な損害を生ずる恐れがあるものとして

指定した河川。 
＊水防警報河川：水防法に基づき、国土交通大臣は、洪水又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあると認

めて指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通大臣が指定した河川、湖沼又は海

岸以外の河川、湖沼又は海岸で洪水又は高潮により相当な損害を生ずるおそれがあると認めて指定したも

のについて、水防警報をしなければならない河川。 

水防警報

洪水予報
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洪水氾濫に備えた社会全体での対応 

関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）や令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）におけ

る鳴瀬川・吉田川の水害や気候変動を踏まえた課題に対処するために、行政・住民・企業等の

各主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫した場合でも被害の軽減を図るため

の、避難や水防等の事前の計画・体制、施設による対応が備えられた社会を構築していきます。 

具体的には、「鳴瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会」の場の活用等により、宮城県、沿川の

12 市町村、マスメディア、利水ダム管理者等と連携し、減災の目標を共有し、ハード・ソフト

対策を一体的かつ、計画的に推進するための協議・情報共有を行います。 

住民の避難を促すためのソフト対策として、各種タイムライン（時系列の防災行動計画）の

整備とこれに基づく訓練の実施、地域住民等も参加する危険箇所の共同点検の実施、広域避難

に関する仕組みづくり、マスメディアの特性を活用した情報の伝達方策の充実、防災施設の機

能に関する情報提供の充実などを先行的に進めていきます。 

 

市町村による避難報告等の適切な発令の促進 

重要水防箇所等の洪水に対しリスクが高い区間について、市町村、水防団、自治会等との

共同点検を確実に実施します。実施に当たっては、当該箇所における氾濫シミュレーション

を明示する等、各箇所の危険性を共有できるよう工夫します。 

市町村が避難指示等の発令範囲の決定に資するため、堤防の想定決壊地点毎に氾濫が拡大

していく状況が時系列でわかる氾濫シミュレーションを市町村に提供するとともに、ホーム

ページ等で公表します。 

さらに、洪水氾濫の切迫度や危険度を的確に把握できるよう、洪水に対しリスクが高い区

間における水位計やライブカメラの設置等を行うとともに、上流の水位観測所の水位等も含

む水位情報やリアルタイムの映像を市町村と共有するための情報基盤の整備を行います。 

避難に関する計画は広域避難も視野に入れ、避難指示等に関するタイミングや範囲、避難

場所や避難指示等、避難に関する計画について適切に定めることができるよう市町村と河川

管理者が参画した協議会等の仕組みを整備します。 

また、市町村タイムライン（時系列の防災行動計画）の策定がなされるよう技術的な支援

を行います。 

 

住民等の主体的な避難の促進 

洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、氾濫による被害

の軽減を図るため、想定される最大規模の洪水等が発生した場合に浸水が想定される区域を

洪水浸水想定区域として指定し、公表しています。ダムの下流部においては、当該区間を管

理する都道府県と調整の上、想定される最大規模の洪水が発生した場合に浸水が想定される

区域を公表します。公表に当たっては、多様な主体が水害リスクに関する情報を多様な方法

で活用することが可能となるよう、洪水浸水想定区域に関するデータ等のオープン化を図り

ます。 

また、想定最大規模の洪水により家屋が倒壊・流失するような激しい氾濫流等が発生する

おそれが高い区域（家屋倒壊等氾濫想定区域）を公表します。公表にあたっては、市町村等
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と連携し説明会を開催する等により住民への周知を徹底します。 

なお、スマートフォン等を活用した洪水予報等をプッシュ型で直接住民に情報提供するた

めのシステムについて、双方向性と情報の充実も考慮して整備に努めるとともに、従来から

用いられてきた水位標識、半鐘
はんしょう

、サイレン等の地域特性に応じた情報伝達手段についても、

関係する地方公共団体と連携・協議して有効に活用します。 

さらに、洪水時に住民等が的確なタイミングで適切な避難を決断できるよう、自治体で作

成する洪水ハザードマップの更新や、住民一人一人の防災行動をあらかじめ定めるマイ・タ

イムライン等の作成を支援していきます。 

また、ダムや堤防等の施設について、整備の段階や完成後も定期的にその効果や機能、施

設能力を上回る外力が発生した際の被害の状況や避難の必要性等について住民等へ周知する

とともに、洪水時にはダムの貯水状況や施設の操作状況等に関するわかりやすい情報提供を

行います。 

 

防災教育や防災知識の普及 

学校教育現場における防災教育の取り組みを推進するために、年間指導計画や板書計画の

作成、水害を対象とした避難訓練の実施に資する情報を教育委員会等に提供するなど支援す

るとともに、住民が日頃から河川との関わりを持ち親しんでもらうことで防災知識の普及を

図るために、河川協力団体等による河川環境の保全活動や防災知識の普及啓発活動等の支援

に努めます。 

また、出前講座や防災教育・その他イベント等を通じて、防災意識の向上及び防災知識の

理解を深める取り組みを推進していきます。 

さらに、自治体の避難情報や、河川やダム等の防災情報等を活用した住民参加型の避難訓

練等を関係機関と連携して推進していきます。 

 

的確な水防活動の促進 

堤防の漏水や河岸侵食に対する危険度判定等を踏まえて、重要水防箇所を設定し、水防管

理者等に提示するとともに、的確かつ効率的な水防を実施するために、危険箇所に CCTV や

簡易水位計を設置し、危険箇所の洪水時の情報を水防管理者にリアルタイムで提供していき

ます。 

また、水防活動の重点化・効率化に資するため、堤防の縦断方向の連続的な高さについて

より詳細に把握するための調査を早急に行い、越水に関するリスクが特に高い箇所を特定し、

水防管理者等と共有を図ります。 

なお、水防資機材の備蓄、水防工法の普及、水防訓練の実施等を関係機関と連携して行う

とともに、平常時からの関係機関との情報共有と連携体制を構築するため、大規模氾濫時の

減災対策協議会を通じて重要水防箇所の周知、情報連絡体制の確立、防災情報の普及を図り

ます。水防活動が行われる際には、水防活動に従事する者の安全の確保が図られるように配

慮します。 

さらに、水防協力団体制度や地区防災計画制度を活用して自主防災組織や企業等の参画を

図ります。 
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水害リスクを踏まえた土地利用の促進 

開発業者や宅地の購入者等が、土地の水害リスクを容易に認識できるようにするため、現

在住宅地を中心に行われている街の中における想定浸水深の表示について、住宅地以外への

拡大を図ります。 
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［参考］鳴瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会 

 

本協議会は、関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）等、近年の雨の局地化・集中化・激甚

化を踏まえ、鳴瀬川における堤防の決壊や越水等に伴う大規模な浸水被害に備え、隣接する

地方公共団体や宮城県、国等が連携して減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を

一体的かつ、計画的に推進するための協議・情報共有を行うことを目的に設立されました。 

 

『「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく鳴瀬川の減災に係る取り組み方針』 

［概ね 5 年で達成すべき目標と実施する取り組み］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［取り組み事例］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇逃がすとは・・・流域住民が主体的に水害リスクを把握し、避難につながる住民目線のソフト対策が必要です。 

〇防ぐとは  ・・・地域の水防力向上を図り、氾濫被害の防止や軽減、堤防決壊を少しでも遅らせ避難のための時間を稼ぐことが必要です。 

〇取り戻す  ・・・堤防決壊による大規模な浸水が 10 日間余りの長期間に及ぶ地形であることから、1 日でも早く日常生活を取り戻すための対策が必要です。 

合同水防訓練 

（涌谷町・美里町） 

 

＜関係機関＞ 

◇自治体 石巻市、東松島市、大崎市、富谷市、松島町、大和町、大郷町、大衡村、色麻町、加美町、涌谷町、美里町 

◇宮城県 ◇仙台管区気象台 ◇東北地方整備局 

■平成 32 年度までの 5 年間で達成すべき目標 

長期間浸水した昭和 61 年 8 月豪雨、夜間に急激な水位上昇を記録した関東・東北豪雨（平成 27 年 9 月洪水）の教訓を

踏まえ、鳴瀬川等の大規模水害に対し、「逃がす・防ぐ・取り戻す」ことにより「氾濫被害の最小化を目指す。 

■上記目標達成に向けた 3 本柱の取り組み 

上記目標の達成に向け、河川管理者が実施する堤防整備や洪水調節施設の整備など、洪水氾濫を未然に防ぐ対策に

加え、以下の項目を 3 本柱とした取り組みを実施する。 

①住民の主体的で安全な避難行動を促す日頃からのリスクコミュニケーションの取り組み 

②発災時に人命と財産を守る水防活動の強化の取り組み 

③一日も早く日常生活を取り戻すための排水活動の強化等の取り組み 

鳴瀬川等の現在に係る取り組み方針を作成 

避難行動に資する取組として、吉田川（大和町落合）で簡易アラート装

置の運用開始（H28(2016).9.8）。大和町からの避難勧告等の情報を補

うものとして、大雨前に設置するとともに住民説明も行い、水位上昇時

の住民の自主的避難等を促した。 
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［参考］大規模水災害に備えたタイムライン（防災行動計画）について 

 

近年、気候変動等の影響により日本全国で水災害が激甚化・頻発化しているとともに、大

都市における地下空間の拡大等、都市構造の大きな変化やゼロメートル地帯への人口・産業

の集積化等が進んでいることから、大都市をはじめとする全国各地で、大規模水災害が発生

する可能性が高まっています。 

今後、大規模水災害が発生することを前提として、平常時から地方公共団体や関係機関等

が共通の時間軸に沿った具体的な対応を協議し、防災行動計画（タイムライン）を策定し、

災害時にはそれを実践していくことが極めて重要となります。 

 

＜台風の接近・上陸に伴う洪水を対象とした、直轄河川管理区間沿川の 

市町村の避難勧告の発令等に着目したタイムライン(防災行動計画)〔例〕＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※国土交通省 水災害に関する防災・減災対策本部 防災行動計画ワーキング・グループ 中間とりまとめ（平成 26 年

(2014)4 月 24 日）を参考に作成。 

※時間経過や対応項目については想定で記載しており、各地域や地方公共団体の体制及び想定する気象経過に応じた検討

が必要。 

※令和 3 年(2021)5 月 20 日から「避難勧告」は廃止され、「避難指示」に一本化されましたが、中間とりまとめ（平成 26

年(2014)4 月 24 日）当時のものを転記しております。 
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［参考］鳴瀬川等流域治水協議会 

 

本協議会は、令和元年東日本台風（令和元年 10 月洪水）をはじめとした近年の激甚な水害

や、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、鳴瀬川等流域において、あらゆる関係者

が協働して流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を計画的に推進するための協

議・ 情報共有を行うことを目的に設立されました。 

本協議会においては、河川整備計画に基づく河川整備やダム建設、大規模氾濫減災協議会

の取り組み方針に基づく避難や水防等の取り組みを十分に共有するとともに、被害の防止、

軽減に資する流域における対策を関係者と丁寧な議論を重ね、地域ニーズ、課題を踏まえた

上で協議を進め、関係機関で協働して「鳴瀬川水系流域治水プロジェクト」を策定し、令和 3

年(2021)3 月 30 日に公表しました。 

 
＜これまでの鳴瀬川等流域治水協議会の取り組み＞ 

協議会 開催日 協議会概要 

第 1 回 令和 2 年(2020)9 月 18 日 協議会設立 

第 2 回 令和 3 年(2021)1 月 29 日 流域治水の概要説明、取り組み、課題等についての意見交換 

第 3 回 令和 3 年(2021)7 月 16 日 吉田川流域治水シンポジウムの開催について、流域治水に関しての意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

各協議会と流域治水協議会の関係           第 3 回 鳴瀬川等・北上川下流等流域治水協議会（web 開催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合治水から水防災意識社会、さらに流域治水へ 

  

【水防法】
大規模氾濫減災協議会

※洪水により相当な損害が生じる河川

【河川法】
ダム洪水調節機能協議会

※利水ダムを有する河川

【特定都市河川浸水被害対策法】
流域水害対策協議会

※市街化の進展又は自然的条件による

被害防止が困難な河川

流域治水協議会

※河川整備が必要な河川

・上記以外の森林や農地等を含めた

総合的な取り組みに関する事項・浸水被害防止のための雨水貯留浸水対策に関する事項
・浸水被害防止区域など土地の利用に関する事項

【主な協議事項】

・円滑かつ迅速な避難体制を始めとする

浸水被害防止・軽減に関する事項

【主な協議事項】

・河川管理者とダム設置者等による事前放流

に関する協定

【主な協議事項】
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出水時等の巡視 

出水時の河川巡視を行い、堤防等の

河川管理施設や許可工作物の異常につ

いて早期発見に努めます。 

また、震度 4 以上の地震が発生した

場合は、堤防等河川管理施設の迅速な

状況把握に努めます。河川巡視の出動

指示、状況報告を迅速かつ的確に伝達

するために、河川巡視点検・報告シス

テムを活用し、効率的な巡視に努めま

す。 

 

図 5-43 河川巡視点検・報告システムのイメージ 

表 5-23 出水時の巡視内容と頻度 

巡視内容 頻度 

流水の状況把握 
堤防の状況把握 
河岸および護岸等の状況把握 

出水により河川管理施設に被害が発

生するおそれがある場合 

 

表 5-24 地震時の巡視内容と頻度 

巡視内容 頻度 

堤防、護岸、樋管等の河川管理施設の

亀裂、沈下、崩落等の被災状況の把握 
震度 4 以上の地震が発生した場合 

 

河川管理施設の操作 

樋門等の河川管理施設の操作は、水位、流量、雨量等を的確に把握し、操作規則等に従い

適正に行うとともに、樋門情報管理システムを活用し、迅速かつ確実な操作を行います。 

なお、河川管理施設の被災が発生した場合、または、堤防の居住地側で被害発生のおそれ

がある場合には、地元自治体と協力しながら、国土交通省が保有する排水ポンプ車等の災害

対策用機械を運用し、緊急的な対応等を実施します。 

さらに、洪水、津波又は高潮により著しく甚大な被害が発生した場合において、水防上緊

急を要すると認めたときに、当該災害の発生に伴い浸入した水を排除する他、高度の機械力

又は高度の専門的知識や技術を要する水防活動（特定緊急水防活動）を行います。 
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地震･津波対応 

地震や津波等に対しては、気象庁や県･市町村と連携のもとで、情報の収集及び伝達の適切な

実施と、河川管理施設等の迅速な点検を行い、二次災害の防止を図ります。 

また、津波警報発令時には、水防従事者自身の安全に配慮したうえで避難誘導や水防活動が

実施できるよう、関係機関と連携し、適正な水防警報の発表を行います。 

なお、津波に対する操作を行う必要がある河川管理施設については、操作の自動化や遠隔監

視・操作化や無動力化等を進めることにより、津波発生時に水門等水位観測員の安全を確保す

るとともに、迅速、確実な操作による被害の軽減に努めます。 
 

図 5-44 水門操作遠隔化イメージ 

 

 

図 5-45 補助ゲート整備イメージ 

 

 
水防警報には「待機」、「準備」、「出動」、「警戒」、「解除」の 5 種類があり、雨量、水位、流量とその他河川状況に応じて発

表されます。地震による堤防の漏水、沈下の場合、津波の場合は、洪水に準じて水防警報を発表します。 
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［参考］大規模自然災害発生時の対応 

 

国土交通省においては、大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合におい

て、被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、被災

地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施するため、平

成 20 年(2008)4 月に緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）を設置しました。 

洪水、津波による著しく激甚な災害が発生した場合において、水防上緊急を要すると認め

るときは、当該災害の発生に伴い浸入した水を排除する他、高度の機械力又は高度の専門的

知識及び技術を要する水防活動（特定緊急水防活動）も TEC-FORCE の活動として行います。 

東北地方太平洋沖地震（平成 23 年(2011)3 月 11 日）発生時は、発災翌日には先遣隊とし

て東北地方整備局以外の職員 8 名が到着し、3 日目からは約 200 名の東北地方整備局以外の

職員が集結して、被災地の早期復旧に向け、被災状況調査や応急対策等の技術的な支援が行

われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、災害発生時においては、災害対策車等の派遣や被災情報の提供など、これまでも各

自治体への災害対応支援を行ってきましたが、より的確かつ迅速な災害対応支援を実施する

には積極的な情報の収集及び提供が重要となります。このため、各自治体の災害対策本部に

対して「現地情報連絡員（リエゾン※）」を派遣する制度を平成 19 年(2007)12 月に創設しま

した。 

東北地方太平洋沖地震の対応では、発災当日より青森県、岩手県、宮城県、福島県の 4 県

へ 10 名のリエゾンを派遣し、被災状況やヘリ調査の飛行ルート等の情報提供を行いました。

また、各市町村における被災情報等を本部へ報告し、TEC-FORCE や災害対策車等の派遣支

援を判断するなど、各自治体への災害対応支援を円滑に実施することが出来ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

TEC-FORCE 出陣式(3/13)と被災状況調査の様子(東北地方太平洋沖地震) 

リエゾン派遣

情報の収集と提供

東北地方整備局
災害対策本部

被災のあった
県庁や市町村
災害対策本部

大規模な
災害が発生

図 5-46 リエゾン派遣イメージ 写真 5-35 リエゾン活動状況

（東北地方太平洋沖地震） 
※リエゾン：Liaison（リエゾン）とはフランス語で「つなぐ」という意味 



5. 河川の整備の実施に関する事項 ～河川の維持・修繕の目的、種類及び施行の場所～ 
 

159 

水質事故の対応 

水質事故は、「江合川及び鳴瀬川水系水質汚濁対策連絡協議会」を活用し、防除活動に必要な

資材（オイルフェンスや吸着マット等）の備蓄を行うとともに、迅速な対応が行えるよう水質

事故対策訓練等を実施します。 

また、事故発生時には流域市町村等協議会を構成する関連機関の連携による早期対応により、

被害の拡大防止に努めます。そのためには、連絡体制と情報提供を一層強化し、水質事故防止

対策の充実を図るとともに、意識啓発に取り組みます。 

 

  

写真 5-36 水質事故の対策訓練 写真 5-37 江合川及び鳴瀬川水系 

水質汚濁対策連絡協議会 

 

渇水時の対応 

河川流量が減少し、渇水対策が必要となった場合は、河川の水量・水質に関する情報を迅速

に提供するとともに、鳴瀬川水系渇水対策本部を設置し関係機関との情報交換や利水者相互間

の水融通を行うなどの適切な低水管理及び円滑な水利用等の渇水調整を行い、関係機関と連携

して渇水被害の軽減に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-47 鳴瀬川水系渇水情報連絡会 

 

 

 

北上川下流河川事務所

吉田川水系利水委員会 大崎地域水管理協議会

仙台市 松島町 大崎市 美里町

宮城県
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河川情報の収集・提供 

治水・利水及び環境に関する情報収集として、雨量・水位・水質の観測データをはじめとす

る河川工事・調査・管理に関する情報等の把握を行います。また、光ファイバーによる高速通

信化を図り、河川巡視や河川情報カメラを用いて、災害時における被災箇所の状況や河川状況

等の情報を把握します。 

収集した情報については関係機関と共有化を図るとともに、地域住民にインターネット（ス

マートフォン等による閲覧含む）を活用し、迅速な情報提供に努めます。さらに、平成 24 年

(2012)3 月より、地上デジタル放送を活用した河川防災情報の提供を開始しており、これらの情

報を地域住民へ情報提供することにより、洪水被害や渇水被害、水質事故の未然防止及び軽減

を図ります。 

また、河川情報システムが常に機能を発揮できるように、施設の定期的な点検・整備を行う

とともに、老朽化施設の更新計画を策定し、計画的に補修や整備を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-25 提供する情報 

項目 河川に関する情報 

治水 
雨量・水位の観測データ、洪水情報、災害情報、 
河川工事・調査・管理に関する情報、浸水想定区域図等 

利水 渇水情報等 

環境 
水質の観測データ、動植物の情報、河川利用情報、 
総合学習に関する情報等 

 

 

 

 

 

 

図 5-48 スマートフォンによる情報の提供 図 5-49 インターネットによる情報の提供 
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洪水ハザードマップの作成支援 

洪水時の被害を軽減するために、常日頃から地域住民に水害リスクを認識してもらうととも

に、避難場所や避難路等について周知するなど、住民の防災に対する意識を高揚させることが

必要です。 

平成 17 年(2005)5 月に改正された水防法により、市町村は洪水ハザードマップの作成、公表

が義務づけられ、鳴瀬川流域では浸水想定区域を含む全市町村で既に洪水ハザードマップが作

成・公表されています。また、平成 27 年(2015)の水防法改正により洪水浸水想定区域の前提と

なる降雨を、従前の河川整備の基本となる計画降雨から想定最大規模の降雨に変更されていま

す。今後は、それらを効果的に活用し、地域住民の的確な避難行動につなげるため、関係機関

や地域住民との連携・協働により地域住民における防災意識の向上を図る取り組みを行うほか、

市町村がハザードマップを更新する際には、地域住民の的確な判断・行動につながる情報の記

載や洪水・土砂・地震等に対応した総合的なハザードマップの作成について助言するなど、技

術的支援を行います。 

また、生活空間である市街地に過去の洪水痕跡水位や想定浸水深、避難所など各種情報を洪

水関連標識として表示する「まるごとまちごとハザードマップ」を推進し、洪水時の円滑かつ

迅速な避難を確保するとともに、被害の軽減を図ります。 

さらに、令和 2 年 7 月豪雨災害を受けて令和 3 年(2021)5 月に改正された水防法により、浸

水想定区域内で市町村地域防災計画に定められた地下街等、要配慮者利用施設※、大規模工場等

の所有者又は管理者が行う避難確保計画又は浸水防止計画の作成、訓練の実施、自衛水防組織

の設置について、災害情報普及支援室を窓口とし、技術的な助言等の支援を行い、地域の水防

力の向上を図ります。 

※「要配慮者利用施設」とは、高齢者施設、保護施設、児童福祉施設、医療施設、幼稚園等の施設を示します。 

 

【北上川下流及び鳴瀬川水系洪水予報・水防・災害情報連絡会】 

 

目的：北上川下流、旧北上川、江合川、鳴瀬川及び吉田川にお

ける水害を防止し、又は軽減するために洪水予報、水防

及び災害関連情報の普及等に関する連絡及び調整の円

滑化を図り、もって公共の安全に寄与すること。 

 

構成：宮城県、沿川 14 市町村、仙台管区気象台、鳴瀬川総合開

発工事事務所、鳴子ダム管理所、北上川下流河川事務所 

写真 5-38 北上川下流及び鳴瀬川水系洪水予報・水防・災害情報連絡会 
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図 5-50 洪水・土砂災害ハザードマップ（大崎市鹿島台地域、松山地域の一部） 
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災害リスク情報の評価、災害リスク情報の共有 

想定し得る最大規模の洪水等が発生した場合でも人命を守ることを第一とし、減災対策の具

体的な目標や対応策を、関係地方公共団体と連携して検討します。 

具体的には、想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域や家屋倒壊等氾濫想定区域等を公表す

るとともに、浸水区域内の住民の避難の可否等を評価したうえで、避難困難者への対策として、

早めの避難誘導や安全な避難場所及び避難路の確保など、関係する地方公共団体において的確

な避難体制が構築されるよう技術的支援等に努めます。 

また、浸水想定区域内にある要配慮者利用施設や大規模工場等の市町村地域防災計画に記載

された施設の所有者又は管理者が、避難確保計画又は浸水防止計画の作成、訓練の実施、自衛

水防組織の設置等を行う際に、技術的支援を行い、地域水防力の向上を図ります。 

 

気候変動への対応 

気候変動により洪水等の外力が増大することが予測されていることや、河川環境への影響も

懸念されることを踏まえ、流域の降雨量、降雨の時間分布、流量等についてモニタリングを実

施し、経年的なデータの蓄積に努め、定期的に分析・評価を行います。 

 

水防活動への支援強化 

堤防の詳細点検結果および毎年見直し・作成を行っている重要水防箇所調書における危険箇

所の情報提供を実施するとともに、出水期前に水防団及び関係機関と合同で巡視を実施し意見

交換を行うほか、情報伝達訓練・水防技術講習会・水防訓練等を実施し、水防技術の習得と水

防活動に関する理解と関心を高め、洪水等に備えます。さらに、洪水、津波による著しく激甚

な災害が発生した場合において、水防上緊急を要すると認めるときは、被災市町村の支援のた

め、河川の監視活動や排水ポンプ車による排水活動、決壊した堤防の仮締切など、専門的知識

及び技術を要する特定緊急水防活動を行います。 

また、排水ポンプ車の効率的且つ効果的な運用・支援に向け、操作講習会の開催や沿川市町

村との連携を図っていきます。 

さらに、地域の方々が水防団への協力と理解を深めてもらうとともに水防活動や自助・共助

の重要性を理解していただくために水防フォーラムや水防ゼミナールなどを開催し、地域防災

力の向上に努めます。 
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写真 5-39 重要水防箇所の合同巡視（美里町）    写真 5-40 水防工法訓練 

 

万一、堤防の決壊等の重大災害が発生した場合に備え、浸水被害の拡大を防止するための緊

急的な災害復旧手順について事前に計画しつつ、氾濫水を速やかに排水するための対策等の強

化に取り組むとともに、必要な資機材の準備等、早期復旧のための体制強化を図ります。 

また、平常時から、災害復旧に関する情報共有及び連絡体制の確立が図られるよう、関係地

方自治体、自衛隊、水防団、報道機関等の関係機関との連携に努めます。 

さらに、大規模な災害が発生した場合において、河川管理施設及び公共土木施設等の被災状

況の把握や迅速かつ効果的な応急復旧、二次災害防止のための処置方法等に関して専門的知識

を持っている防災エキスパート＊などへ協力を要請し、的確に状況を把握し迅速に対応します。

あわせて、災害時協力団体と災害時の協定を結び、迅速な災害復旧に努めていきます。 

その他、緊急資材の備蓄倉庫等については、各水防管理団体とともに整備の充実を図り、定

期的に備蓄資材の点検を実施していくとともに、側帯や備蓄資材等について計画的に整備し、

災害発生時に対応する体制づくりを図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-51 防災エキスパートの協力体制 

 

＊防災エキスパート：道路や河川、海岸堤防などについて専門的な知識を持ち、公共土木の被災情報の迅速な収集などにボ

ランティアで協力してくれる人。 
＊避難判断水位：市町村長が避難勧告等を発令する際の目安、住民が避難することを判断するための参考の一つとして、氾

濫危険水位に達するおそれ（予測）をもって発表する氾濫警戒情報（洪水警報）を発表する目安として設

定する水位 
＊氾濫危険水位：洪水により相当の家屋浸水等の被害を生ずるおそれがある水位 
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避難指示等発令基準の作成支援 

洪水時において、市町村が適切なタイミングで避難指示等を発令することが被害の軽減につ

ながることから、洪水予報を実施する観測所の避難判断水位＊を情報伝達や避難に要するリード

タイム、洪水到達時間等の出水特性を十分考慮して設定するとともに、主要地点ごとに氾濫危

険水位＊に相当する水位を設定して市町村地域防災計画に定めることができるようにするなど、

避難指示等発令基準の作成支援を行います。 

 

災害に強いまちづくりとの連携 

計画津波を超える最大クラスの津波に対する完全防御は困難であることを踏まえ、東松島市

では、計画津波に対しては海岸防潮堤や河川堤防による市街地の防御を目指し、計画津波を超

える最大クラスの津波に対しては、防潮堤のほか、堤防機能を有する高盛土道路や防潮林を整

備することにより津波の減勢を図るとともに、高台への避難路や避難ビルの確保など、トータ

ルで安全性を確保する「多重防御」により「減災」を図る将来構想を基本に基盤整備を進めて

います。 

河川の整備・管理においても、人命が失われないことを最重視し、災害に強いまちづくり等

と一体となって減災を目指すため、総合的な被害軽減対策を関係機関や地域住民等と共有・連

携して推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-52 東松島市復興まちづくり計画（平成 23 年(2011)12 月策定） 
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防災教育への支援、災害教訓の伝承 

頻度は低いものの、ひとたび発生すると甚大な被害を及ぼす、大規模な洪水や地震・津波等

の自然災害に備え、継続的に防災対策を進めるとともに、地域住民の自然災害への理解を深め、

防災意識の向上を図る必要があります。  

一方、自然現象は大きな不確実性を伴うものであり、想定には一定の限界があることも十分

周知しておくことが必要です。東北地方太平洋沖地震においても、想定を超える現象に対し、

適切な避難行動により被害を防止、軽減できた事例も見られました。  

どのような状況にあっても、いざ災害が発生した場合に、住民等が迅速かつ適切な避難行動

をとることができるようにするためには、日常からの防災意識の向上に加えて、住んでいる地

域の特徴、過去の被害の状況、災害時にとるべき行動といった防災意識の普及や、過去の災害

から学んだ教訓の後世への伝承が重要です。 

そのため、関係機関と連携して関係自治体が実施する防災訓練への積極的な支援、総合学習

等を活用した防災教育への支援、多様なツールを活用した広報の実施等を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-53 震災経験の伝承（津波てんでんこ）     写真 5-41 津波浸水を想定した避難訓練（東松島市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-42 津波到達表示板設置事例（鳴瀬川）   写真 5-43 地元小学生が参加した痕跡看板の設置（吉田川） 
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5.3 住民参加と地域との連携による川づくり 

鳴瀬川水系の目標とする被害等を軽減し、地域住民が安心して暮らせる社会基盤の整備や、自

然豊かな環境と河川景観を保全・継承し地域の個性と活力、大崎耕土（大崎平野）の骨格を形成

してきた鳴瀬川の歴史や文化が実感できる川づくりを進めるにあたっては、河川管理者、流域関

係市町村、地域の方々が共通の認識を持ちお互いの連携を図り、川づくりに参加・協働すること

が重要です。 

住民参加と地域との連携による川づくりを実現するために、鳴瀬川を核としたネットワークを

構築し情報の共有化を図るとともに、流域に住む誰もが鳴瀬川に関心を持ち参加できる仕組みづ

くりや支援に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-54 地域と河川管理者とのパートナーシップ 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-44 出前講座（美里町立練牛小学校）  写真 5-45 減災・防災フォーラム 2006 in 宮城 

 

 

 

 

 

 

写真 5-46 住民参加による水質調査        写真 5-47 外来生物講習会 

流域関係市町村 
国土交通省 

北上川下流河川事務所 

鳴瀬川を核とした 

連携による川づくり 

地域の人々 

NPO など 
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5.4 河川整備の重点的、効果的、効率的な実施 

本整備計画を重点的に進めるため、効果的かつ効率的な取り組みが必要となります。新技術等

を活用したコスト縮減・事業の迅速化を図り効率的な事業実施を行うとともに、本整備計画策定

後の各種施策等の実施にあたり、計画の進捗状況や社会情勢、地域の要請等に変化が生じた場合

は、計画のフォローアップを行い、必要に応じて見直しを行って効果的な河川整備を実施します。 

そのためには、治水、利水、環境に関する河川整備の目標を念頭に置き、鳴瀬川の現状や地域

の要望等の把握に努めて評価改善を行い、地域のシンボルとなる川づくりを常に目指します。 

 

5.5 長期的な目標達成に向けた調査・検討 

鳴瀬川水系河川整備基本方針の達成に向け、地球温暖化による気候変動の影響予測等を踏まえ

た治水・利水・環境に関する適応策、計画の想定を超過する外力が発生した場合の対応策等につ

いて検討を進めるとともに、気候変化や社会情勢の変化に応じたハード対策及びソフト対策に関

する調査・検討を継続し、必要に応じて対策を実施します。 

また、鳴瀬川水系全体の治水・利水・環境に関する各種施策について、引き続き、国・県等の関

係機関が連携して検討を進めるとともに、自然環境や社会情勢、地域の要請など、状況の変化に

応じた計画のフォローアップを行います。 
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